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令和６年３月定例会議案目次 

 

議 案 番 号              件          名 

議第 １号  令和５年度山形市一般会計補正予算 

議第 ２号  令和５年度山形市一般会計補正予算 

議第 ３号  令和５年度山形市公共下水道事業会計補正予算 

議第 ４号  令和５年度山形市駐車場事業会計補正予算 

議第 ５号  令和６年度山形市一般会計予算 

議第 ６号  令和６年度山形市水道事業会計予算 

議第 ７号  令和６年度山形市公共下水道事業会計予算 

議第 ８号  令和６年度山形市農業集落排水事業会計予算 

議第 ９号  令和６年度山形市立病院済生館事業会計予算 

議第１０号  令和６年度山形市国民健康保険事業会計予算 

議第１１号  令和６年度山形市後期高齢者医療事業会計予算 

議第１２号  令和６年度山形市介護保険事業会計予算 

議第１３号  令和６年度山形市母子父子寡婦福祉資金貸付事業会計予算 

議第１４号  令和６年度山形市区画整理事業会計予算 

議第１５号  令和６年度山形市財産区会計予算 

議第１６号  令和６年度山形市駐車場事業会計予算 

議第１７号  令和６年度山形市公設地方卸売市場事業会計予算 

議第１８号  市道路線の認定について 

議第１９号  損害賠償の額の決定について 

議第２０号  工事請負契約の締結について（山形市東消防署蔵王温泉出張所庁舎改築建築工

事） 

議第２１号  包括外部監査契約の締結について 

議第２２号  指定管理者の指定について（漆山デイサービスセンター） 

議第２３号  山形市都市再生特別措置法に基づく特定路外駐車場の規模を定める条例の設定

について 

議第２４号  山形市建築物における駐車施設の附置等に関する条例の廃止について 

議第２５号  山形市職員の分限に関する条例等の一部改正について 



議第２６号  山形市会計年度任用職員の給与及び費用弁償に関する条例等の一部改正につい

て 

議第２７号  山形市健やか教育手当支給条例及び山形市福祉医療給付金支給条例の一部改正

について 

議第２８号  山形市監査委員条例の一部改正について 

議第２９号  山形市行政手続における特定の個人を識別するための番号の利用等に関する法

律に基づく個人番号の利用及び特定個人情報の提供に関する条例の一部改正に

ついて 

議第３０号  山形市職員の特殊勤務手当に関する条例の一部改正について 

議第３１号  山形市市税条例の一部改正について 

議第３２号  山形市手数料条例の一部改正について 

議第３３号  山形市障がいを理由とする差別の解消の推進に関する条例の一部改正について 

議第３４号  山形市まんさくの丘条例の一部改正について 

議第３５号  山形市介護保険条例の一部改正について 

議第３６号  山形市指定居宅サービス等の事業の人員、設備及び運営に関する基準等を定め

る条例等の一部改正について 

議第３７号  山形市指定介護予防サービス等の事業の人員、設備及び運営並びに指定介護予

防サービス等に係る介護予防のための効果的な支援の方法に関する基準等を定

める条例等の一部改正について 

議第３８号  山形市指定介護老人福祉施設の人員、設備及び運営に関する基準等を定める条

例の一部改正について 

議第３９号  山形市介護老人保健施設の人員、施設及び設備並びに運営に関する基準を定め

る条例の一部改正について 

議第４０号  山形市介護医療院の人員、施設及び設備並びに運営に関する基準を定める条例

の一部改正について 

議第４１号  山形市軽費老人ホームの設備及び運営に関する基準を定める条例の一部改正に

ついて 

議第４２号  山形市養護老人ホームの設備及び運営に関する基準を定める条例の一部改正に

ついて 

議第４３号  山形市特別養護老人ホームの設備及び運営に関する基準を定める条例の一部改



正について 

議第４４号  山形市指定地域密着型サービスの事業の人員、設備及び運営に関する基準等を

定める条例の一部改正について 

議第４５号  山形市指定地域密着型介護予防サービスの事業の人員、設備及び運営に関する

基準等を定める条例の一部改正について 

議第４６号  山形市指定居宅介護支援等の事業の人員及び運営に関する基準等を定める条例

の一部改正について 

議第４７号  山形市指定介護予防支援等の事業の人員及び運営並びに指定介護予防支援等に

係る介護予防のための効果的な支援の方法に関する基準等を定める条例の一部

改正について 

議第４８号  山形市障がい福祉サービス事業の設備及び運営に関する基準を定める条例の一

部改正について 

議第４９号  山形市指定障がい福祉サービスの事業等の人員、設備及び運営に関する基準等

を定める条例の一部改正について 

議第５０号  山形市障がい者支援施設の設備及び運営に関する基準を定める条例の一部改正

について 

議第５１号  山形市指定障がい者支援施設の人員、設備及び運営に関する基準等を定める条

例の一部改正について 

議第５２号  山形市指定通所支援の事業等の人員、設備及び運営に関する基準等を定める条

例の一部改正について 

議第５３号  山形市特定教育・保育施設及び特定地域型保育事業の運営に関する基準を定め

る条例の一部改正について 

議第５４号  山形市児童福祉施設の設備及び運営に関する基準を定める条例の一部改正につ

いて 

議第５５号  山形市認定こども園の認定の要件に係る基準並びに施設の設備及び運営に関す

る基準を定める条例の一部改正について 

議第５６号  山形市道路占用料条例の一部改正について 

議第５７号  山形市法定外公共物の管理に関する条例の一部改正について 

議第５８号  山形市火災予防条例の一部改正について 

 























































































































議第１８号 

 

   市道路線の認定について 

 

 別紙市道路線認定調書のとおり市道に認定する。 

 

  令和６年２月２０日提出 

 

                          山形市長 佐 藤 孝 弘 

 

 

 

   理 由 

 道路法第８条の規定により、市道に認定し、維持管理しようとするものである。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



別紙 

市 道 路 線 認 定 調 書 

整理番号 路 線 名 
起   点 

終   点 

重 要 な 

経 過 地 

４３７５ べにばな１３号線 
山形市大字漆山字北道上３１８０－１ 

山形市大字漆山字北道上３１８０－３ 

 

４３７６ 南山形１８号線 
山形市大字松原字松原２１４－１２ 

山形市大字松原字松原２１６地先 

 

４３７７ 飯田１４号線 
山形市飯田五丁目１７７－９ 

山形市飯田五丁目１７７－７ 

 

４３７８ 清住町１８号線 
山形市清住町二丁目５２－１０ 

山形市清住町二丁目５２－８ 

 

４３７９ 熊の木３号線 
山形市大字陣場新田字熊ノ木７４５－１５ 

山形市大字陣場新田字熊ノ木７４５－９ 

 

４３８０ 松尾川線の７ 
山形市蔵王半郷字松尾川１１７－３６ 

山形市蔵王半郷字松尾川１１７－２７ 

 

４３８１ 椹沢１３号線 
山形市大字下椹沢字谷口１０２８－２ 

山形市大字下椹沢字谷口１０２８－１０ 

 

４３８２ 天狗橋１０号線 
山形市北町一丁目２２－３５ 

山形市北町一丁目２２－２６（右） 

 

４３８３ 下条２９号線 
山形市下条町一丁目６５０－１ 

山形市下条町一丁目６５０－１２ 

 

９１４３ 霞城橋北歩道１号線 
山形市大手町１６－１５（右） 

山形市城北町一丁目２６－３（右） 

 

９１４４ 霞城橋北歩道２号線 
山形市大手町５４－１２（右） 

山形市城北町一丁目５４－３ 

 

 



 

 

議第１９号 

 

損害賠償の額の決定について 

 

 令和３年９月２１日付けで締結した感染症患者移送用車両の賃貸借契約の解除に係る相手方

に対する損害賠償の額を、次のように決定する。 

 

  令和６年２月２０日提出 

 

山形市長 佐 藤 孝 弘     

 

 金１，６１４，３５０円 

 

 

 

   理 由 

 損害賠償の額を決定することについて、地方自治法第９６条第１項第１３号の規定により、

議決を求めようとするものである。 



 

 

議第２０号 

 

工事請負契約の締結について 

 

次のとおり、工事請負契約を締結する。 

 

令和６年２月２０日提出 

 

                          山形市長 佐 藤 孝 弘 

 

１ 契約の目的  山形市東消防署蔵王温泉出張所庁舎改築建築工事 

２ 契約の方法  一般競争入札 

３ 請 負 金 額  金３４５，１９９，８００円 

４ 契約の相手方  市村工務店・千歳工務店建設工事共同企業体 

 

 

 

理 由 

山形市東消防署蔵王温泉出張所庁舎改築建築工事について、市村工務店・千歳工務店建設工

事共同企業体と請負契約を締結するため、契約及び財産の取得又は処分並びに財産の管理等に

関する条例第２条の規定により、議決を求めようとするものである。 

 

 

 

 



議第２１号 

 

包括外部監査契約の締結について 

 

次のとおり、包括外部監査契約を締結する。 

 

令和６年２月２０日提出 

 

山形市長 佐 藤 孝 弘 

 

１ 契約の目的 

当該契約に基づく監査及び監査の結果に関する報告 

２ 契約の始期 

令和６年４月１日 

３ 契約の金額 

金１０，３８０，７００円を上限とする額 

４ 契約の相手方 

⑴ 氏 名 阿 部 哲 

⑵ 資 格 公認会計士 

 

 

 

理 由 

令和６年度における包括外部監査契約を締結するため、地方自治法第２５２条の３６第１項

の規定により、議決を求めようとするものである。 



議第２２号 

 

指定管理者の指定について  

 

次のとおり、指定管理者を指定する。 

 

令和６年２月２０日提出 

 

                          山形市長 佐 藤 孝 弘 

 

指定管理者に管理を行 
わせる公の施設の名称 

指定管理者に指定 
する団体の名称 指定の期間 

山形市漆山デイサービスセン

ター 
社会福祉法人山形市社会福

祉協議会 
令和６年４月１日から 
令和７年３月３１日まで 

 

 

 

理 由 

漆山デイサービスセンターの管理を社会福祉法人山形市社会福祉協議会に行わせるため、地

方自治法第２４４条の２第６項の規定により、議決を求めようとするものである。 



 

議第２３号 

 

山形市都市再生特別措置法に基づく特定路外駐車場の規模を定める条例の設定

について 

 

山形市都市再生特別措置法に基づく特定路外駐車場の規模を定める条例を次のように制定す

る。 

 

令和６年２月２０日提出 

 

                          山形市長 佐 藤 孝 弘     

 

山形市都市再生特別措置法に基づく特定路外駐車場の規模を定める条例 

都市再生特別措置法（平成１４年法律第２２号）第１０６条において準用する同法第６２条

の９第１項の条例で定める規模は、５０平方メートルとする。 

附 則 

この条例は、令和６年７月１日から施行し、同年８月１日以後に設置に着手する路外駐車場

について適用する。 

 

 

 

理 由 

 都市再生特別措置法に基づき、駐車場配置適正化区域において設置する場合に届出が必要な

路外駐車場の規模について定めようとするものである。 

 



議第２４号 

 

山形市建築物における駐車施設の附置等に関する条例の廃止について 

 

山形市建築物における駐車施設の附置等に関する条例を廃止する条例を次のように制定する。 

 

令和６年２月２０日提出 

 

                          山形市長 佐 藤 孝 弘     

 

山形市建築物における駐車施設の附置等に関する条例を廃止する条例 

山形市建築物における駐車施設の附置等に関する条例（昭和４６年市条例第７号）は、廃止

する。 

附 則 

この条例は、令和６年７月１日から施行する。 

 

 

 

理 由 

商業地域等における一定規模以上の建築物に係る駐車施設の附置義務を廃止しようとするも

のである。 

 



議第２５号 

 

山形市職員の分限に関する条例等の一部改正について 

 

山形市職員の分限に関する条例等の一部を改正する条例を次のように制定する。 

 

令和６年２月２０日提出 

 

山形市長 佐 藤 孝 弘 

 

山形市職員の分限に関する条例等の一部を改正する条例 

（山形市職員の分限に関する条例の一部改正） 

第１条 山形市職員の分限に関する条例（昭和２６年市条例第７５号）の一部を次のように改

正する。 

第１条の見出しを「（趣旨）」に改め、同条中「、第２８条第３項及び同条第４項」を

「並びに第２８条第３項及び第４項」に、「基き」を「基づき」に、「の事由」を「及び降

給の事由」に、「及び休職」を「、休職及び降給」に、「関し規定することを目的とする」

を「関する事項を定めるものとする」に改める。 

附則を附則第１項とし、同項に見出しとして「（施行期日）」を付し、附則に次の２項を

加える。 

（降給の事由） 

２ 任命権者は、職員が山形市一般職の職員の給与に関する条例（昭和４６年市条例第 

１４号。以下「給与条例」という。）附則第９項に規定する職員に該当することとなつ

た場合には、その意に反してこれを降給するものとする。 

（降給の手続） 

３ 給与条例附則第９項の規定の適用を受けて降給することとなる職員には、規則で定める

ところにより、同項の規定の適用により給料月額が異動することとなつた旨の通知を行う

ものとする。 

（山形市職員の育児休業等に関する条例の一部改正） 

第２条 山形市職員の育児休業等に関する条例（平成４年市条例第１号）の一部を次のように



改正する。 

附則に次の見出し及び２項を加える。 

（給与条例附則第９項の規定が適用される育児短時間勤務職員等に関する読替え） 

７ 育児短時間勤務職員に対する給与条例附則第９項の規定の適用については、同項中「）

とする」とあるのは、「）に、山形市職員の育児休業等に関する条例（平成４年市条例第

１号）第１８条の規定により読み替えられた勤務時間条例第２条第１項ただし書の規定に

より定められたその者の勤務時間を同項本文に規定する勤務時間で除して得た数を乗じて

得た額とする」とする。 

８ 育児休業法第１７条の規定による短時間勤務をしている職員が給与条例附則第９項の規

定の適用を受ける場合における第２０条第１項の規定の適用については、同項中「及び第

１８条」とあるのは、「、第１８条及び附則第７項」とする。 

（山形市一般職の任期付職員の採用等に関する条例の一部改正） 

第３条 山形市一般職の任期付職員の採用等に関する条例（平成２９年市条例第１号）の一部

を次のように改正する。 

  第４条第３項第１号中「第２６条の２第１項」の次に「又は第２６条の３第１項」を加え

る。 

（山形市職員の懲戒の手続及び効果に関する条例等の一部を改正する等の条例の一部改正） 

第４条 山形市職員の懲戒の手続及び効果に関する条例等の一部を改正する等の条例（令和４

年市条例第２０号）の一部を次のように改正する。 

附則第５条中第５項を第６項とし、第４項を第５項とし、同条第３項中「及び第３１条第

２項」を「、第３１条第２項及び第３２条の２」に改め、同項を同条第４項とし、同条第２

項を同条第３項とし、同条第１項の次に次の１項を加える。 

２ 地方公務員の育児休業等に関する法律（平成３年法律第１１０号）第１０条第１項に規

定する育児短時間勤務をしている暫定再任用短時間勤務職員に対する前項の規定の適用に

ついては、同項中「とする」とあるのは、「に、山形市職員の育児休業等に関する条例第

１８条の規定により読み替えられた山形市職員の勤務時間、休暇等に関する条例第２条第

１項ただし書の規定により定められたその者の勤務時間を同項本文に規定する勤務時間で

除して得た数を乗じて得た額とする」とする。 

   附 則 

 この条例は、公布の日から施行する。 



理 由 

定年の引上げにより影響を受ける職員の給与の取扱い等について必要な事項を定めようとす

るものである。 



議第２６号 

 

山形市会計年度任用職員の給与及び費用弁償に関する条例等の一部改正について 

 

山形市会計年度任用職員の給与及び費用弁償に関する条例等の一部を改正する条例を次のよ

うに制定する。 

 

令和６年２月２０日提出 

 

山形市長 佐 藤 孝 弘 

 

山形市会計年度任用職員の給与及び費用弁償に関する条例等の一部を改正する条

例 

（山形市会計年度任用職員の給与及び費用弁償に関する条例の一部改正） 

第１条 山形市会計年度任用職員の給与及び費用弁償に関する条例（令和元年市条例第１０

号）の一部を次のように改正する。 

第３条第１項中「及び期末手当」を「、期末手当及び勤勉手当」に改める。 

第４条中「期末手当」の次に「、勤勉手当」を加える。 

（山形市上下水道企業職員の給与の種類及び基準を定める条例の一部改正） 

第２条 山形市上下水道企業職員の給与の種類及び基準を定める条例（昭和２８年市条例第 

１５号）の一部を次のように改正する。 

第２１条第３項中「期末手当」の次に「、勤勉手当」を加える。 

（山形市職員の育児休業等に関する条例の一部改正） 

第３条 山形市職員の育児休業等に関する条例（平成４年市条例第１号）の一部を次のように

改正する。 

第７条第２項中「（地方公務員法（昭和２５年法律第２６１号）第２２条の２第１項に規

定する会計年度任用職員を除く。）」を削る。 

第８条中「地方公務員法」の次に「（昭和２５年法律第２６１号）」を加える。 

（山形市病院事業企業職員の給与の種類及び基準を定める条例の一部改正） 

第４条 山形市病院事業企業職員の給与の種類及び基準を定める条例（平成２５年市条例第 



４１号）の一部を次のように改正する。 

  第３０条第３項中「期末手当」の次に「、勤勉手当」を加える。 

   附 則 

 この条例は、令和６年４月１日から施行する。 

 

 

 

理 由 

地方自治法の改正に伴い、会計年度任用職員に対して勤勉手当を支給しようとするものであ

る。 



議第２７号 

 

山形市健やか教育手当支給条例及び山形市福祉医療給付金支給条例の一部改正に

ついて 

 

山形市健やか教育手当支給条例及び山形市福祉医療給付金支給条例の一部を改正する条例を

次のように制定する。 

 

令和６年２月２０日提出 

 

山形市長 佐 藤 孝 弘 

 

山形市健やか教育手当支給条例及び山形市福祉医療給付金支給条例の一部を改正

する条例 

 （山形市健やか教育手当支給条例の一部改正） 

第１条 山形市健やか教育手当支給条例（昭和４５年市条例第３号）の一部を次のように改正

する。 

第３条第６号中「第１０条第１項」の次に「又は第１０条の２」を加える。 

第９条第６号中「第１０条第１項第１号若しくは第２号」を「第１０条第１項若しくは第

１０条の２」に改める。 

（山形市福祉医療給付金支給条例の一部改正） 

第２条 山形市福祉医療給付金支給条例（昭和４９年市条例第２号）の一部を次のように改正

する。 

第３条第２項第３号ア中「第１０条第１項」の次に「若しくは第１０条の２」を加え、

「同項第１号又は第２号」を「それぞれこれらの規定」に改める。 

附 則 

 （施行期日） 

１ この条例は、令和６年４月１日（以下「施行日」という。）から施行する。 

 （山形市健やか教育手当支給条例の一部改正に伴う経過措置） 

２ この条例の施行の際現に第１条の規定による改正前の山形市健やか教育手当支給条例（以



下この項及び次項において「旧条例」という。）第３条第６号に該当する児童の保護者とし

て旧条例第４条の受給資格の認定に係る申請をし、又は認定を受けている者は、施行日に第

１条の規定による改正後の山形市健やか教育手当支給条例（以下この項及び次項において

「新条例」という。）第３条第６号に該当する児童の保護者として新条例第４条の受給資格

の認定に係る申請をし、又は認定を受けた者とみなす。 

３ 前項の規定により新条例第４条の受給資格の認定に係る申請をし、又は認定を受けた者と

みなされた者の新条例第９条第６号の規定による受給資格の消滅については、同号の規定に

かかわらず、なお従前の例による。 

（山形市福祉医療給付金支給条例の一部改正に伴う経過措置） 

４ この条例の施行の際現に第２条の規定による改正前の山形市福祉医療給付金支給条例（以

下この項及び次項において「旧条例」という。）第３条第２項第３号ア又はイに該当する者

として旧条例第４条第１項の認定を受けている者は、施行日に第２条の規定による改正後の

山形市福祉医療給付金支給条例（以下この項及び次項において「新条例」という。）第３条

第２項第３号ア又はイに該当する者として新条例第４条第１項の認定を受けた者とみなす。 

５ 前項の規定により新条例第４条第１項の認定を受けた者とみなされた者の新条例第３条第

２項第３号に規定する親子健やか医療給付金の支給対象者としての要件については、同号の

規定にかかわらず、なお従前の例による。 

 

 

 

理 由 

 配偶者からの暴力の防止及び被害者の保護等に関する法律の改正に伴い、健やか教育手当及

び親子健やか医療給付金の支給要件等について所要の改正を行おうとするものである。 



議第２８号 

 

山形市監査委員条例の一部改正について 

 

山形市監査委員条例の一部を改正する条例を次のように制定する。 

 

令和６年２月２０日提出 

 

山形市長 佐 藤 孝 弘 

 

山形市監査委員条例の一部を改正する条例 

山形市監査委員条例（昭和３９年市条例第２５号）の一部を次のように改正する。 

第７条中「第２４３条の２の２第３項」を「第２４３条の２の８第３項」に改める。 

附 則 

この条例は、令和６年４月１日から施行する。 

 

 

 

理 由 

 地方自治法の改正に伴い、規定の整備をしようとするものである。 



議第２９号 

 

山形市行政手続における特定の個人を識別するための番号の利用等に関する法律

に基づく個人番号の利用及び特定個人情報の提供に関する条例の一部改正につい

て 

 

山形市行政手続における特定の個人を識別するための番号の利用等に関する法律に基づく個

人番号の利用及び特定個人情報の提供に関する条例の一部を改正する条例を次のように制定す

る。 

 

令和６年２月２０日提出 

 

山形市長 佐 藤 孝 弘 

 

山形市行政手続における特定の個人を識別するための番号の利用等に関する法律

に基づく個人番号の利用及び特定個人情報の提供に関する条例の一部を改正する

条例 

山形市行政手続における特定の個人を識別するための番号の利用等に関する法律に基づく個

人番号の利用及び特定個人情報の提供に関する条例（平成２７年市条例第３０号）の一部を次

のように改正する。 

第４条第１項中「法別表第２の事務の欄に掲げる事務」を「特定個人番号利用事務」に改め、

同条第３項中「法別表第２の事務の欄に掲げる事務」を「特定個人番号利用事務」に、「同表

の特定個人情報の欄に掲げる特定個人情報」を「利用特定個人情報」に改め、同項ただし書中

「当該特定個人情報」を「当該利用特定個人情報」に改める。 

附 則 

この条例は、行政手続における特定の個人を識別するための番号の利用等に関する法律等の

一部を改正する法律（令和５年法律第４８号）の施行の日から施行する。 

 

 

 



理 由 

行政手続における特定の個人を識別するための番号の利用等に関する法律の改正に伴い、規

定の整備をしようとするものである。 

 



 

議第３０号 

 

   山形市職員の特殊勤務手当に関する条例の一部改正について 

 

 山形市職員の特殊勤務手当に関する条例の一部を改正する条例を次のように制定する。 

 

  令和６年２月２０日提出 

 

                          山形市長 佐 藤 孝 弘 

 

   山形市職員の特殊勤務手当に関する条例の一部を改正する条例 

 山形市職員の特殊勤務手当に関する条例（平成１２年市条例第５８号）の一部を次のように

改正する。 

 別表に次のように加える。 

１７ 救急救命士

手当 

救急救命士（救急救命士法（平成３年法律第３６

号）第２条第２項に規定する救急救命士をいう。）

の資格を有する消防職員が、救急のため出動し、か

つ、次に掲げる行為を伴う救急業務に従事したと

き。 
⑴ 救急救命士法施行規則（平成３年厚生労働省

令第４４号）第２１条に規定する救急救命処置 
⑵ エピネフリン製剤によるエピネフリンの投与

（前号に該当するものを除く。） 
⑶ 血糖測定器を用いて行う血糖の測定 

出動１回につ

き ５１０円 

   附 則 

（施行期日） 

１ この条例は、令和６年４月１日（以下「施行日」という。）から施行する。 

  （経過措置） 

２ 改正後の別表１７の項の規定は、施行日以後に開始する手当に係る出動について適用し、

施行日前に開始する手当に係る出動については、なお従前の例による。 

 

 

 

理 由 



 

特定の救急救命処置を伴う業務に従事した消防職員に対して特殊勤務手当を支給しようとす

るものである。 



議第３１号 

 

山形市市税条例の一部改正について 

 

山形市市税条例の一部を改正する条例を次のように制定する。 

 

令和６年２月２０日提出 

 

山形市長 佐 藤 孝 弘 

 

山形市市税条例の一部を改正する条例 

山形市市税条例（昭和４０年市条例第３７号）の一部を次のように改正する。 

第１０条第５項中「この項」の次に「、第１１条の２」を加える。 

第１１条の次に次の１条を加える。 

（法人の市民税の課税免除） 

第１１条の２ 地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２６０条の２第７項に規定する認可

地縁団体で収益事業を行わないものに対しては、均等割を課さない。 

 第６０条第１項第３号中「有料で使用するもの」を「次条第１項本文に規定する固定資産及

び有料で使用させる固定資産」に改め、同条中第３項を第５項とし、第２項の次に次の２項を

加える。 

３ 前項の規定にかかわらず、前年度分の固定資産税について第１項第２号の規定に該当する

ことにより減免を受けた者が当該減免に係る固定資産について引き続き同号の規定に該当す

ることにより当該年度分の固定資産税の減免を受けようとする場合には、前項に規定する申

請書及び書類の提出を要しない。 

４ 第２項の規定にかかわらず、前年度分の固定資産税について第１項第１号、第３号又は第

４号の規定に該当することにより減免を受けた者が当該減免に係る固定資産について引き続

きそれらの規定に該当することにより当該年度分の固定資産税の減免を受けようとする場合

において、前年度における減免の理由が消滅していないときは、第２項各号に掲げる事項の

記載の全部若しくは一部又は同項に規定する書類の添付を省略することができる。 

 第６１条を次のように改める。 



（固定資産税の課税免除） 

第６１条 次に掲げる固定資産（有料で使用させるものを除く。）に対しては、固定資産税を

課さない。ただし、固定資産を有料で借り受けた者がこれを次に掲げる固定資産として使用

する場合には、当該固定資産の所有者に対し固定資産税を課する。 

⑴ 公益社団法人及び公益財団法人の認定等に関する法律（平成１８年法律第４９号）第２

条第３号に規定する公益法人その他これに類する団体が専らその本来の事業の用に供する

固定資産 

⑵ 専ら広く地域の集会の用に供する家屋及びその敷地 

⑶ 公園、広場その他の公益上必要があるものとして規則で定める固定資産 

２ 前項の規定によつて固定資産税の課税免除を受けようとする者は、課税免除を受けようと

する年度の前年度の末日までに、次に掲げる事項を記載した申請書に課税免除を受けようと

する理由を証明する書類を添付して市長に提出しなければならない。 

⑴ 土地にあつては、その所在、地番、地目、地積及び用途並びにその用に供し始めた時期 

⑵ 家屋にあつては、その所在、家屋番号、種類、構造、床面積及び用途並びにその用に供

し始めた時期 

⑶ 償却資産にあつては、その所在、種類、数量及び用途並びにその用に供し始めた時期 

⑷ 課税免除を受けようとする理由 

３ 前項の規定にかかわらず、前年度分の固定資産税について第１項各号の規定に該当するこ

とにより課税免除を受けた者が当該課税免除に係る固定資産について引き続きそれらの規定

に該当することにより当該年度分の固定資産税の課税免除を受けようとする場合において、

前年度における課税免除の理由が消滅していないときは、前項に規定する申請書及び書類の

提出を要しない。 

４ 第１項各号に掲げる固定資産について同項本文の規定の適用を受けた者は、当該固定資産

を同項各号に掲げる用途に供しないこととなつた場合、有料で使用させることとなつた場合

その他課税免除の理由が消滅した場合においては、直ちにその旨を市長に届け出なければな

らない。 

第７４条の２中第３項を第５項とし、第２項の次に次の２項を加える。 

３ 前項の規定にかかわらず、前年度分の種別割について第１項第２号の規定に該当すること

により減免を受けた者が当該減免に係る軽自動車等について引き続き同号の規定に該当する

ことにより当該年度分の種別割の減免を受けようとする場合には、前項に規定する申請書及



び書類の提出を要しない。 

４ 第２項の規定にかかわらず、前年度分の種別割について第１項第１号、第３号又は第４号

の規定に該当することにより減免を受けた者が当該減免に係る軽自動車等について引き続き

それらの規定に該当することにより当該年度分の種別割の減免を受けようとする場合におい

て、前年度における減免の理由が消滅していないときは、第２項各号に掲げる事項の記載の

全部若しくは一部又は同項に規定する書類の添付を省略することができる。 

第７４条の３第４項中「前条第３項」を「前条第５項」に改め、同項を同条第５項とし、同

条第３項の次に次の１項を加える。 

４ 前２項の規定にかかわらず、前年度分の種別割について第１項各号の規定に該当すること

により減免を受けた者が当該減免に係る軽自動車等について引き続きそれらの規定に該当す

ることにより当該年度分の種別割の減免を受けようとする場合において、前年度における減

免の理由が消滅していないときは、前２項に規定する事項の記載の全部若しくは一部又は書

類の添付を省略することができる。 

附 則 

（施行期日） 

１ この条例は、令和６年４月１日から施行する。 

（市民税に関する経過措置） 

２ この条例による改正後の山形市市税条例（以下「新条例」という。）第１１条の２の規定

は、令和６年度以後の年度分の法人の市民税について適用する。 

（固定資産税に関する経過措置） 

３ 新条例第６０条第３項及び第４項並びに第６１条の規定は、令和６年度以後の年度分の固

定資産税について適用する。 

４ 前項の場合において、令和５年度においてこの条例による改正前の山形市市税条例第６０

条第１項第３号又は第４号の規定に該当することにより固定資産税の減免を受けた固定資産

に係る新条例第６１条の規定の適用については、同条第３項中「第１項各号」とあるのは

「前条第１項第３号又は第４号」と、「課税免除を受けた者が当該課税免除に係る固定資産

について引き続きそれら」とあるのは「減免を受けた者が当該減免に係る固定資産について

第１項各号」と、「課税免除の理由」とあるのは「減免の理由」とする。 

（軽自動車税に関する経過措置） 

５ 新条例第７４条の２第３項及び第４項並びに第７４条の３第４項の規定は、令和６年度以



後の年度分の軽自動車税の種別割について適用する。 

 

 

 

理 由 

市税の減免制度について見直しを行い、減免申請者の負担の軽減を図ろうとするものである。 



議第３２号 

 

山形市手数料条例の一部改正について 

 

山形市手数料条例の一部を改正する条例を次のように制定する。 

 

令和６年２月２０日提出 

 

                          山形市長 佐 藤 孝 弘     

 

山形市手数料条例の一部を改正する条例 

第１条 山形市手数料条例（昭和２６年市条例第２９号）の一部を次のように改正する。 

附則第３項の表中「第１２０条第１項」の次に「又は第１２６条」を加え、「磁気ディスク

をもって調製された戸籍に記録されている事項の全部又は一部を証明した書面」を「戸籍証

明書」に改め、附則第４項の表中「第１２０条第１項」の次に「若しくは第１２６条」を加

え、「磁気ディスクをもって調製された戸籍に記録されている事項の全部若しくは一部を証

明した書面」を「戸籍証明書」に、「若しくは第１０条の２第１項から第５項まで」を「、第

１０条の２第１項から第５項まで若しくは第１２６条」に、「１３０の項」を「１３２の項」

に改める。 

別表第１の３０の項中「第１２０条第１項」の次に「、第１２０条の２第１項若しくは第   

１２６条」を加え、「磁気ディスクをもって調製された戸籍に記録されている事項の全部若し

くは一部を証明した書面」を「戸籍証明書」に、「若しくは第１０条の２第１項から第５項ま

で」を「、第１０条の２第１項から第５項まで若しくは第１２６条」に改め、同表３１の項

中「又は」を「、」に改め、「第５項まで」の次に「又は第１２６条」を加え、同表中１３０

の項を１３２の項とし、１２１の項から１２９の項までを２項ずつ繰り下げ、同表１２０の

項中「１１９の項」を「１２１の項」に改め、同項を同表１２２の項とし、同表中１１９の

項を１２１の項とし、１０６の項から１１８の項までを２項ずつ繰り下げ、同表１０５の項

中「１０７の項」を「１０９の項」に改め、同項を同表１０７の項とし、同表中１０４の項

を１０６の項とし、９９の項から１０３の項までを２項ずつ繰り下げ、同表９８の項中  

「９７の項」を「９９の項」に、「３７の項」を「３９の項」に改め、同項を同表１００の項



とし、同表９７の項を同表９９の項とし、同表９６の項中「９５の項」を「９７の項」に、

「３７の項」を「３９の項」に改め、同項を同表９８の項とし、同表中９５の項を９７の項

とし、３６の項から９４の項までを２項ずつ繰り下げ、同表３５の項中「閲覧」の次に「又

は同法第１２０条の６第１項の規定に基づく届書等情報の内容を表示したものの閲覧」を加

え、「書類１件」を「書類又は届書等情報の内容を表示したもの１件」に改め、同項を同表  

３７の項とし、同表３４の項中「又は同法」を「、同法」に、「の規定に基づく届書」を「若

しくは第１２６条の規定に基づく届書」に改め、「事項の証明書の交付」の次に「又は同法第

１２０条の６第１項の規定に基づく届書等情報の内容の証明書の交付」を加え、同項を同表

３６の項とし、同表３３の項中「又は」を「若しくは」に改め、「第５項までの規定」の次に

「又は同法第１２６条の規定」を加え、同項を同表３４の項とし、同項の次に次のように加

える。 

３５ 

戸籍法第１２０条の３第２項の規定に基づ

く除籍電子証明書提供用識別符号の発行手

数料（情報通信技術を活用した行政の推進

等に関する法律第７条第１項の規定により

同法第６条第１項に規定する電子情報処理

組織を使用する方法により除籍電子証明書

提供用識別符号の発行を行う場合（当該発

行に係る除籍電子証明書の請求が同項の規

定により同項に規定する電子情報処理組織

を使用する方法により行われた場合に限る 

。）における当該発行及び除籍電子証明書

提供用識別符号の発行に係る除籍電子証明

書の請求を行う者が同時に当該除籍電子証

明書が証明する事項と同一の事項を証明す

る除かれた戸籍の謄本若しくは抄本又は除

籍証明書の請求を行う場合における当該発

行を除く。） 

除籍電子証明書提供用識別符号１

件につき ７００円 

別表第１の３２の項中「第１２０条第１項」の次に「、第１２０条の２第１項若しくは第   

１２６条」を加え、「磁気ディスクをもって調製された除かれた戸籍に記録されている事項の

全部若しくは一部を証明した書面」を「除籍証明書」に改め、「第５項までの規定」の次に「若

しくは同法第１２６条の規定」を加え、同項を同表３３の項とし、同表３１の項の次に次の

ように加える。 

 

 

戸籍法第１２０条の３第２項の規定に基づ

く戸籍電子証明書提供用識別符号の発行手

戸籍電子証明書提供用識別符号１

件につき ４００円 



 

 

 

 

 

 

３２ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

数料（情報通信技術を活用した行政の推進

等に関する法律（平成１４年法律第１５１

号）第７条第１項の規定により同法第６条

第１項に規定する電子情報処理組織を使用

する方法（総務省令で定めるものに限る。

以下この項及び３５の項において同じ。）

により戸籍電子証明書提供用識別符号の発

行を行う場合（当該発行に係る戸籍電子証

明書の請求が同条第１項の規定により同項

に規定する電子情報処理組織を使用する方

法により行われた場合に限る。）における

当該発行及び戸籍電子証明書提供用識別符

号の発行に係る戸籍電子証明書の請求を行

う者が同時に当該戸籍電子証明書が証明す

る事項と同一の事項を証明する戸籍の謄本

若しくは抄本又は戸籍証明書の請求を行う

場合における当該発行を除く。） 

別表第１備考第２項中「３７の項」を「３９の項」に改め、同表備考第３項中「４０の項」

を「４２の項」に改め、同表備考第４項中「１０６の項及び１０７の項」を「１０８の項及

び１０９の項」に改める。 

別表第２アの表備考第１項、別表第２イの表備考第１項、別表第３ウの表備考第１項及び

別表第３エの表備考第１項中「３７の項」を「３９の項」に改める。 

第２条 山形市手数料条例の一部を次のように改正する。 

附則第４項の表中「１３２の項」を「１３４の項」に改める。 

別表第１中１３２の項を１３４の項とし、１２３の項から１３１の項までを２項ずつ繰り

下げ、同表１２２の項中「１２１の項」を「１２３の項」に改め、同項を同表１２４の項と

し、同表中１２１の項を１２３の項とし、１０８の項から１２０の項までを２項ずつ繰り下

げ、同表１０７の項中「１０９の項」を「１１１の項」に改め、同項を同表１０９の項とし、

同表中１０６の項を１０８の項とし、１０１の項から１０５の項までを２項ずつ繰り下げ、

同表１００の項中「９９の項」を「１０１の項」に改め、同項を同表１０２の項とし、同表

９９の項を同表１０１の項とし、同表９８の項中「９７の項」を「９９の項」に改め、同項

を同表１００の項とし、同表９７の項を同表９９の項とし、９６の項の次に次のように加え

る。 

 
 

建 築 基 準 法 施 行 令 （ 昭 和 ２ ５ 年 政 令

第３３８号）第１３７条の１２第６項の規

２７，０００円 



９７ 定に基づく既存不適格建築物の敷地と道路

との関係における制限の適用除外に係る認

定申請手数料 

９８ 

建築基準法施行令第１３７条の１２第７項

の規定に基づく既存不適格建築物の道路内

における建築制限の適用除外に係る認定申

請手数料 

２７，０００円 

別表第１備考第４項中「１０８の項及び１０９の項」を「１１０の項及び１１１の項」に

改め、「（昭和２５年政令第３３８号）」を削る。 

別表第２アの表の付表第２中「建築物のエネルギー消費性能の向上に関する法律」を「建

築物のエネルギー消費性能の向上等に関する法律」に改める。 

別表第３アの表中「建築物のエネルギー消費性能の向上に関する法律第１２条第１項」を

「建築物のエネルギー消費性能の向上等に関する法律第１２条第１項」に、「建築物のエネル

ギー消費性能の向上に関する法律施行令」を「建築物のエネルギー消費性能の向上等に関す

る法律施行令」に改め、別表第３イの表からオの表までの規定中「建築物のエネルギー消費

性能の向上に関する法律」を「建築物のエネルギー消費性能の向上等に関する法律」に改め、

別表第３カの表中「建築物のエネルギー消費性能の向上に関する法律施行規則」を「建築物

のエネルギー消費性能の向上等に関する法律施行規則」に改める。 

附 則  

この条例中第１条の規定は令和６年３月１日から、第２条の規定は同年４月１日から施行す

る。 

 

 

 

理 由 

戸籍法、建築基準法等の改正に伴い、新たな手数料を定めようとするものである。 

 



議第３３号 

 

   山形市障がいを理由とする差別の解消の推進に関する条例の一部改正について 

 

山形市障がいを理由とする差別の解消の推進に関する条例の一部を改正する条例を次のよう

に制定する。 

 

  令和６年２月２０日提出 

 

山形市長 佐 藤 孝 弘     

 

山形市障がいを理由とする差別の解消の推進に関する条例の一部を改正する条例 

山形市障がいを理由とする差別の解消の推進に関する条例（平成２９年市条例第２号）の一

部を次のように改正する。 

第７条第２項中「するように努めなければならない」を「しなければならない」に改める。 

   附 則 

 この条例は、令和６年４月１日から施行する。 

 

 

 

理 由 

 障害を理由とする差別の解消の推進に関する法律の改正に合わせ、障がいのある人に対する

事業者による合理的配慮の提供について、努力義務から義務に改めようとするものである。 



議第３４号 

 

   山形市まんさくの丘条例の一部改正について 

 

山形市まんさくの丘条例の一部を改正する条例を次のように制定する。 

 

 令和６年２月２０日提出 

 

山形市長 佐 藤 孝 弘     

 

山形市まんさくの丘条例の一部を改正する条例 

山形市まんさくの丘条例（昭和５８年市条例第２４号）の一部を次のように改正する。 

第３条第１項中「第４３条第１号」を「第４３条」に、「福祉型児童発達支援センター」を

「児童発達支援センター」に改める。 

第１１条第２項第１号中「厚生労働大臣」を「内閣総理大臣」に改め、同項第２号中「厚生

労働大臣」を「主務大臣」に改める。 

   附 則 

 この条例は、令和６年４月１日から施行する。ただし、第１１条第２項の改正規定は、公布

の日から施行する。 

 

 

 

理 由 

 児童福祉法等の改正に伴い、規定の整備をしようとするものである。 



議第３５号 

 

山形市介護保険条例の一部改正について 

 

山形市介護保険条例の一部を改正する条例を次のように制定する。 

 

令和６年２月２０日提出 

 

山形市長 佐 藤 孝 弘 

 

山形市介護保険条例の一部を改正する条例 

山形市介護保険条例（平成１２年市条例第２号）の一部を次のように改正する。 

第４条第１項中「令和３年度から令和５年度まで」を「令和６年度から令和８年度まで」に

改め、同項第１号中「第３９条第１項第１号」を「第３８条第１項第１号」に、「３４，８００

円」を「３１，６００円」に改め、同項第２号中「第３９条第１項第２号」を「第３８条第１

項第２号」に、「５２，２００円」を「４７，６００円」に改め、同項第３号中「第３９条第

１項第３号」を「第３８条第１項第３号」に、「５２，２００円」を「４８，０００円」に改

め、同項第４号中「第３９条第１項第４号」を「第３８条第１項第４号」に改め、同項第５号

中「第３９条第１項第５号」を「第３８条第１項第５号」に改め、同項第６号から第１１号ま

でを次のように改める。 

⑹ 令第３８条第１項第６号に掲げる者 ８３，５００円 

⑺ 令第３８条第１項第７号に掲げる者 ９０，４００円 

⑻ 令第３８条第１項第８号に掲げる者 １０４，４００円 

⑼ 令第３８条第１項第９号に掲げる者 １１８，３００円 

⑽ 令第３８条第１項第１０号に掲げる者 １３２，２００円 

⑾ 令第３８条第１項第１１号に掲げる者 １４６，１００円 

第４条第１項に次の２号を加える。 

⑿ 令第３８条第１項第１２号に掲げる者 １６０，０００円 

⒀ 令第３８条第１項第１３号に掲げる者 １６７，０００円 

第４条第２項中「令和３年度から令和５年度まで」を「令和６年度から令和８年度まで」に、



「２０，８００円」を「１９，８００円」に改め、同条第３項中「令和３年度から令和５年度

まで」を「令和６年度から令和８年度まで」に、「３４，８００円」を「３３，７００円」に

改め、同条第４項中「令和３年度から令和５年度まで」を「令和６年度から令和８年度まで」

に、「４８，７００円」を「４７，６００円」に改める。 

第６条第３項中「第３９条第１項第１号イ」を「第３８条第１項第１号イ」に、「若しくは

第９号ロ又は第４条第１項第１０号イ」を「、第９号ロ、第１０号ロ、第１１号ロ又は第１２

号ロ」に、「第３９条第１項第１号から第９号まで及び第４条第１項第１０号」を「第３８条

第１項第１号から第１２号まで」に改める。 

第１６条中「前４条」を「第１２条から前条まで」に改める。 

附 則 

（施行期日） 

１ この条例は、令和６年４月１日から施行する。 

（経過措置） 

２ 改正後の第４条の規定は、令和６年度以後の年度分の保険料について適用し、令和５年度

分までの保険料については、なお従前の例による。 

  

  

  

理 由 

令和６年度から令和８年度までの第１号被保険者に係る保険料を定めようとするものである。 

 



議第３６号 

 

山形市指定居宅サービス等の事業の人員、設備及び運営に関する基準等を定める

条例等の一部改正について 

 

山形市指定居宅サービス等の事業の人員、設備及び運営に関する基準等を定める条例等の一

部を改正する条例を次のように制定する。 

 

令和６年２月２０日提出 

 

山形市長 佐 藤 孝 弘 

 

山形市指定居宅サービス等の事業の人員、設備及び運営に関する基準等を定める

条例等の一部を改正する条例 

 （山形市指定居宅サービス等の事業の人員、設備及び運営に関する基準等を定める条例の一

部改正） 

第１条 山形市指定居宅サービス等の事業の人員、設備及び運営に関する基準等を定める条例

（平成３０年市条例第５７号）の一部を次のように改正する。 

第７条ただし書中「同一敷地内にある」を削る。 

第９条第２項第２号中「磁気ディスク、シー・ディー・ロムその他これらに準ずる方法に

より一定の事項を確実に記録しておくことができる物」を「電磁的記録媒体（電磁的記録

（電子的方式、磁気的方式その他人の知覚によっては認識することができない方式で作られ

る記録であって、電子計算機による情報処理の用に供されるものをいう。第２６８条第１項

において同じ。）に係る記録媒体をいう。）」に改める。 

第２４条第１項中第４号を第６号とし、第３号を第５号とし、第２号の次に次の２号を加

える。 

⑶ 指定訪問介護の提供に当たっては、当該利用者又は他の利用者等の生命又は身体を保

護するため緊急やむを得ない場合を除き、身体的拘束その他利用者の行動を制限する行

為（以下「身体的拘束等」という。）を行ってはならない。 

⑷ 身体的拘束等を行う場合には、その態様及び時間、その際の利用者の心身の状況並び



に緊急やむを得ない理由を記録しなければならない。 

第３４条第１項中「重要事項」の次に「（以下この条において単に「重要事項」とい

う。）」を加え、同条第２項中「前項に規定する事項」を「重要事項」に、「同項」を「前

項」に改め、同条に次の１項を加える。 

３ 指定訪問介護事業者は、原則として、重要事項をウェブサイトに掲載しなければならな

い。 

第４３条第２項第２号中「に規定する」を「の規定による」に改め、同項第５号中「に規

定する」を「の規定による」に改め、同号を同項第６号とし、同項第４号中「に規定する」

を「の規定による」に改め、同号を同項第５号とし、同項第３号中「に規定する」を「の規

定による」に改め、同号を同項第４号とし、同項第２号の次に次の１号を加える。 

⑶ 第２４条第１項第４号の規定による身体的拘束等の態様及び時間、その際の利用者の

心身の状況並びに緊急やむを得ない理由の記録 

第４７条ただし書中「同一敷地内にある」を削る。 

第５０条中「同項第３号」を「同項第４号」に、「同項第４号」を「同項第５号」に、

「同項第５号」を「同項第６号」に改める。 

第５３条ただし書中「同一敷地内にある」を削る。 

第５７条第１項中第５号を第７号とし、第４号を第６号とし、第３号を第５号とし、第２

号の次に次の２号を加える。 

⑶ 指定訪問入浴介護の提供に当たっては、当該利用者又は他の利用者等の生命又は身体

を保護するため緊急やむを得ない場合を除き、身体的拘束等を行ってはならない。 

⑷ 身体的拘束等を行う場合には、その態様及び時間、その際の利用者の心身の状況並び

に緊急やむを得ない理由を記録しなければならない。 

第６１条第２項第１号中「に規定する」を「の規定による」に改め、同項第４号中「に規

定する」を「の規定による」に改め、同号を同項第５号とし、同項第３号中「に規定する」

を「の規定による」に改め、同号を同項第４号とし、同項第２号中「に規定する」を「の規

定による」に改め、同号を同項第３号とし、同項第１号の次に次の１号を加える。 

⑵ 第５７条第１項第４号の規定による身体的拘束等の態様及び時間、その際の利用者の

心身の状況並びに緊急やむを得ない理由の記録 

第６４条ただし書中「同一敷地内にある」を削る。 

第６６条中「同項第３号」を「同項第４号」に、「同項第４号」を「同項第５号」に改め



る。 

第１０４条ただし書中「同一敷地内にある」を削る。 

第１０８条中第５号を第７号とし、第４号を第６号とし、第３号を第５号とし、第２号の

次に次の２号を加える。 

⑶ 指定通所介護の提供に当たっては、当該利用者又は他の利用者等の生命又は身体を保

護するため緊急やむを得ない場合を除き、身体的拘束等を行ってはならない。 

⑷ 身体的拘束等を行う場合には、その態様及び時間、その際の利用者の心身の状況並び

に緊急やむを得ない理由を記録しなければならない。 

第１１７条第２項第２号中「に規定する」を「の規定による」に改め、同項第５号中「に

規定する」を「の規定による」に改め、同号を同項第６号とし、同項第４号中「に規定す

る」を「の規定による」に改め、同号を同項第５号とし、同項第３号中「に規定する」を

「の規定による」に改め、同号を同項第４号とし、同項第２号の次に次の１号を加える。 

⑶ 第１０８条第４号の規定による身体的拘束等の態様及び時間、その際の利用者の心身

の状況並びに緊急やむを得ない理由の記録 

第１２０条中「同項第３号」を「同項第４号」に、「同項第４号」を「同項第５号」に改

める。 

第１２２条ただし書中「同一敷地内にある」を削る。 

第１２４条中「同項第３号」を「同項第４号」に、「同項第２号」を「同項第５号」に改

める。 

第１３９条ただし書中「同一敷地内にある」を削る。 

第１４５条第４項中「身体的拘束その他利用者の行動を制限する行為（以下「身体的拘束

等」という。）」を「身体的拘束等」に改め、同条第６項中「講ずるよう努めなければなら

ない」を「講じなければならない」に改め、同項第１号中「委員会」の次に「（テレビ電話

装置等を活用して行うことができるものとする。）」を加え、「１年」を「３月」に改める。 

第１５６条の次に次の１条を加える。 

（利用者の安全並びに介護サービスの質の確保及び職員の負担軽減に資する方策を検討す

るための委員会の設置） 

第１５６条の２ 指定短期入所生活介護事業者は、当該指定短期入所生活介護事業所におけ

る業務の効率化、介護サービスの質の向上その他の生産性の向上に資する取組の促進を図

るため、当該指定短期入所生活介護事業所における利用者の安全並びに介護サービスの質



の確保及び職員の負担軽減に資する方策を検討するための委員会（テレビ電話装置等を活

用して行うことができるものとする。）を定期的に開催しなければならない。 

第１５７条第２項第２号から第６号までの規定中「に規定する」を「の規定による」に改

める。 

第１６４条第８項中「講ずるよう努めなければならない」を「講じなければならない」に

改め、同項第１号中「委員会」の次に「（テレビ電話装置等を活用して行うことができるも

のとする。）」を加え、「１年」を「３月」に改める。 

第１６９条中第５項を第６項とし、第４項の次に次の１項を加える。 

５ ユニット型指定短期入所生活介護事業所の管理者は、ユニット型施設の管理等に係る研

修を受講するよう努めなければならない。 

第１７６条ただし書中「同一敷地内にある」を削る。 

第１８２条第１項第２号を削り、同項第３号中「（前号に該当するものを除く。）」を削

り、同号を同項第２号とし、同項第４号中「前２号」を「前号」に改め、「及び入院患者」

を削り、同号を同項第３号とし、同項第５号を同項第４号とする。 

第１８３条第１項第２号を削り、同項第３号中「（指定介護療養型医療施設であるものを

除く。）」を削り、同号を同項第２号とし、同項第４号を同項第３号とし、同項第５号を同

項第４号とし、同条第２項中「前項第３号及び第４号」を「前項第２号及び第３号」に、

「前項」を「同項」に改める。 

第１８４条中「、診療所」を「又は診療所」に改め、「又は病院の老人性認知症疾患療養

病棟（健康保険法等の一部を改正する法律附則第１３０条の２第１項の規定によりなおその

効力を有するものとされた介護保険法施行令（平成１０年政令第４１２号）第４条第２項に

規定する病床により構成される病棟をいう。以下同じ。）」を削る。 

第１８６条第６項中「講ずるよう努めなければならない」を「講じなければならない」に

改め、同項第１号中「委員会」の次に「（テレビ電話装置等を活用して行うことができるも

のとする。）」を加え、「１年」を「３月」に改める。 

第１９４条第２号中「若しくは診療所又は老人性認知症疾患療養病棟を有する病院」を

「又は診療所」に改め、「又は老人性認知症疾患療養病棟」を削る。 

第１９５条第２項第２号から第６号までの規定中「に規定する」を「の規定による」に改

める。 

第１９６条中「及び第１５６条」を「、第１５６条及び第１５６条の２」に改める。 



第１９９条第１項中「ユニット型指定短期入所療養介護の事業」を「介護老人保健施設で

あるユニット型指定短期入所療養介護の事業」に、「次のとおり」を「法に規定する介護老

人保健施設として必要とされる施設及び設備（ユニット型介護老人保健施設に関するものに

限る。）を有すること」に改め、同項各号を削り、同条第２項中「第１６１条第１項に規定

する設備」を「第１６１条第１項から第４項までに規定する設備」に、「前項」を「前各

項」に改め、同項を同条第５項とし、同条第１項の次に次の３項を加える。 

２ 療養病床を有する病院であるユニット型指定短期入所療養介護事業所の設備に関する基

準は、次に掲げる設備を有することとする。 

⑴ 療養病床を有する病院であるユニット型指定短期入所療養介護事業所は、ユニット及

び浴室を有しなければならない。 

⑵ 療養病床を有する病院であるユニット型指定短期入所療養介護事業所のユニット、廊

下、機能訓練室及び浴室については、次の基準を満たさなければならない。 

ア ユニット 

（ア）       病室 

ａ 一の病室の定員は、１人とすること。ただし、利用者への指定短期入所療養介

護の提供上必要と認められる場合は、２人とすることができること。 

ｂ 病室は、いずれかのユニットに属するものとし、当該ユニットの共同生活室に

近接して一体的に設けること。ただし、一のユニットの利用者の定員は、原則と

しておおむね１０人以下とし、１５人を超えないものとすること。 

ｃ 一の病室の床面積等は、１０．６５平方メートル以上とすること。ただし、ａ

ただし書の場合にあっては、２１．３平方メートル以上とすること。 

ｄ ブザー又はこれに代わる設備を設けること。 

（イ） 共同生活室 

ａ 共同生活室は、いずれかのユニットに属するものとし、当該ユニットの利用者

が交流し、共同で日常生活を営むための場所としてふさわしい形状を有すること。 

ｂ 一の共同生活室の床面積は、２平方メートルに当該共同生活室が属するユニッ

トの利用者の定員を乗じて得た面積以上を標準とすること。 

ｃ 必要な設備及び備品を備えること。 

（ウ） 洗面設備 

ａ 病室ごとに設けること、又は共同生活室ごとに適当数設けること。 



ｂ 身体の不自由な者が使用するのに適したものとすること。 

（エ） 便所 

ａ 病室ごとに設けること、又は共同生活室ごとに適当数設けること。 

ｂ ブザー又はこれに代わる設備を設けるとともに、身体の不自由な者が使用する

のに適したものとすること。 

イ 廊下幅 １．８メートル以上とすること。ただし、中廊下の幅は、２．７メートル

以上とすること。 

ウ 機能訓練室 内法による測定で４０平方メートル以上の床面積を有し、必要な器械

及び器具を備えること。 

エ 浴室 身体の不自由な者が入浴するのに適したものとすること。 

⑶ 前号イからエまでに掲げる設備は、専ら当該ユニット型指定短期入所療養介護事業所

の用に供するものでなければならない。ただし、利用者に対する指定短期入所療養介護

の提供に支障がない場合は、この限りでない。 

⑷ 第２号ア（イ）の共同生活室は、医療法施行規則（昭和２３年厚生省令第５０号）第

２１条第３号に規定する食堂とみなす。 

⑸ 前各号に規定するもののほか、療養病床を有する病院であるユニット型指定短期入所

療養介護事業所は、消火設備その他の非常災害に際して必要な設備を設けることとする。 

３ 療養病床を有する診療所であるユニット型指定短期入所療養介護事業所の設備に関する

基準は、次に掲げる設備を有することとする。 

⑴ 療養病床を有する診療所であるユニット型指定短期入所療養介護事業所は、ユニット

及び浴室を有しなければならない。 

⑵ 療養病床を有する診療所であるユニット型指定短期入所療養介護事業所のユニット、

廊下、機能訓練室及び浴室については、次の基準を満たさなければならない。 

ア ユニット 

（ア） 病室 

ａ 一の病室の定員は、１人とすること。ただし、利用者への指定短期入所療養介

護の提供上必要と認められる場合は、２人とすることができること。 

ｂ 病室は、いずれかのユニットに属するものとし、当該ユニットの共同生活室に

近接して一体的に設けること。ただし、一のユニットの利用者の定員は、原則と

しておおむね１０人以下とし、１５人を超えないものとすること。 



ｃ 一の病室の床面積等は、１０．６５平方メートル以上とすること。ただし、ａ

ただし書の場合にあっては、２１．３平方メートル以上とすること。 

ｄ ブザー又はこれに代わる設備を設けること。 

（イ） 共同生活室 

ａ 共同生活室は、いずれかのユニットに属するものとし、当該ユニットの利用者

が交流し、共同で日常生活を営むための場所としてふさわしい形状を有すること。 

ｂ 一の共同生活室の床面積は、２平方メートルに当該共同生活室が属するユニッ

トの利用者の定員を乗じて得た面積以上を標準とすること。 

ｃ 必要な設備及び備品を備えること。 

（ウ） 洗面設備 

ａ 病室ごとに設けること、又は共同生活室ごとに適当数設けること。 

ｂ 身体の不自由な者が使用するのに適したものとすること。 

（エ） 便所 

ａ 病室ごとに設けること、又は共同生活室ごとに適当数設けること。 

ｂ ブザー又はこれに代わる設備を設けるとともに、身体の不自由な者が使用する

のに適したものとすること。 

イ 廊下幅 １．８メートル以上とすること。ただし、中廊下の幅は、２．７メートル

以上とすること。 

ウ 機能訓練室 機能訓練を行うために十分な広さを有し、必要な器械及び器具を備え

ること。 

エ 浴室 身体の不自由な者が入浴するのに適したものとすること。 

⑶ 前号イからエまでに掲げる設備は、専ら当該ユニット型指定短期入所療養介護事業所

の用に供するものでなければならない。ただし、利用者に対する指定短期入所療養介護

の提供に支障がない場合は、この限りでない。 

⑷ 第２号ア（イ）の共同生活室は、医療法施行規則第２１条の４において準用する同令

第２１条第３号に規定する食堂とみなす。 

⑸ 前各号に規定するもののほか、療養病床を有する診療所であるユニット型指定短期入

所療養介護事業所は、消火設備その他の非常災害に際して必要な設備を設けることとす

る。 

４ 介護医療院であるユニット型指定短期入所療養介護事業所の設備に関する基準は、法に



規定する介護医療院として必要とされる施設及び設備（ユニット型介護医療院に関するも

のに限る。）を有することとする。 

第２０１条第８項中「講ずるよう努めなければならない」を「講じなければならない」に

改め、同項第１号中「委員会」の次に「（テレビ電話装置等を活用して行うことができるも

のとする。）」を加え、「１年」を「３月」に改める。 

第２０６条中第５項を第６項とし、第４項の次に次の１項を加える。 

５ ユニット型指定短期入所療養介護事業所の管理者は、ユニット型施設の管理等に係る研

修を受講するよう努めなければならない。 

第２０７条中第２号を削り、第３号を第２号とする。 

第２１０条に次の１項を加える。 

９ 次に掲げる要件のいずれにも適合する場合における第１項第２号ア及び第２項第２号ア

の規定の適用については、これらの規定中「１」とあるのは、「０．９」とする。 

⑴ 第２２８条において準用する第１５６条の２に規定する委員会において、利用者の安

全並びに介護サービスの質の確保及び職員の負担軽減を図るための取組に関する次に掲

げる事項について必要な検討を行い、及び当該事項の実施を定期的に確認していること。 

ア 利用者の安全及びケアの質の確保 

イ 特定施設従業者の負担軽減及び勤務状況への配慮 

ウ 緊急時の体制整備 

エ 業務の効率化、介護サービスの質の向上等に資する機器（次号において「介護機

器」という。）の定期的な点検 

オ 特定施設従業者に対する研修 

⑵ 介護機器を複数種類活用していること。 

⑶ 利用者の安全並びに介護サービスの質の確保及び職員の負担軽減を図るため、特定施

設従業者間の適切な役割分担を行っていること。 

⑷ 利用者の安全並びに介護サービスの質の確保及び職員の負担軽減を図る取組による介

護サービスの質の確保及び職員の負担軽減が行われていると認められること。 

第２１１条ただし書中「同一敷地内にある」を削る。 

第２１９条の次に次の１条を加える。 

（口腔衛生の管理） 

第２１９条の２ 指定特定施設入居者生活介護事業者は、利用者の口腔の健康の保持を図り、



自立した日常生活を営むことができるよう、口腔衛生の管理体制を整備し、各利用者の状

態に応じた口腔衛生の管理を計画的に行わなければならない。 

第２２５条中第２項を第７項とし、第１項の次に次の５項を加える。 

２ 指定特定施設入居者生活介護事業者は、前項の規定に基づき協力医療機関を定めるに当

たっては、次に掲げる要件を満たす協力医療機関を定めるよう努めなければならない。 

⑴ 利用者の病状が急変した場合等において医師又は看護職員が相談対応を行う体制を、

常時確保していること。 

⑵ 当該指定特定施設入居者生活介護事業者からの診療の求めがあった場合において診療

を行う体制を、常時確保していること。 

３ 指定特定施設入居者生活介護事業者は、１年に１回以上、協力医療機関との間で、利用

者の病状が急変した場合等の対応を確認するとともに、協力医療機関の名称等を市長に届

け出なければならない。 

４ 指定特定施設入居者生活介護事業者は、感染症の予防及び感染症の患者に対する医療に

関する法律（平成１０年法律第１１４号）第６条第１７項に規定する第二種協定指定医療

機関（次項において「第二種協定指定医療機関」という。）との間で、新興感染症（同条

第７項に規定する新型インフルエンザ等感染症、同条第８項に規定する指定感染症又は同

条第９項に規定する新感染症をいう。次項において同じ。）の発生時等の対応を取り決め

るよう努めなければならない。 

５ 指定特定施設入居者生活介護事業者は、協力医療機関が第二種協定指定医療機関である

場合においては、当該第二種協定指定医療機関との間で、新興感染症の発生時等の対応に

ついて協議を行わなければならない。 

６ 指定特定施設入居者生活介護事業者は、利用者が協力医療機関その他の医療機関に入院

した後に当該利用者の病状が軽快し、退院が可能となった場合においては、再び当該指定

特定施設に速やかに入居させることができるよう努めなければならない。 

第２２７条第２項第２号から第７号までの規定中「に規定する」を「の規定による」に改

める。 

第２２８条「及び第１４９条」を「、第１４９条及び第１５６条の２」に改める。 

第２３２条ただし書中「同一敷地内にある」を削る。 

第２３８条第２項第２号から第９号までの規定中「に規定する」を「の規定による」に改

める。 



第２４１条第１項中「介護保険法施行令」の次に「（平成１０年政令第４１２号）」を加

える。 

第２４２条ただし書中「同一敷地内にある」を削る。 

第２４６条第１項中第６号を第９号とし、第５号を第８号とし、第４号を第５号とし、同

号の次に次の２号を加える。 

⑹ 指定福祉用具貸与の提供に当たっては、当該利用者又は他の利用者等の生命又は身体

を保護するため緊急やむを得ない場合を除き、身体的拘束等を行ってはならない。 

⑺ 身体的拘束等を行う場合には、その態様及び時間、その際の利用者の心身の状況並び

に緊急やむを得ない理由を記録しなければならない。 

第２４６条第１項中第３号を第４号とし、第２号を第３号とし、第１号の次に次の１号を

加える。 

⑵ 法第８条第１２項に規定する厚生労働大臣が定める福祉用具及び同条第１３項に規定

する特定福祉用具のいずれにも該当する福祉用具（以下「対象福祉用具」という。）に

係る指定福祉用具貸与の提供に当たっては、利用者が指定福祉用具貸与又は指定特定福

祉用具販売のいずれかを選択することができることについて十分な説明を行った上で、

利用者の当該選択に当たって必要な情報を提供するとともに、医師、理学療法士、作業

療法士、言語聴覚士、居宅サービス計画の原案に位置付けた指定居宅サービス等の担当

者その他の関係者の意見及び利用者の身体の状況等を踏まえ、提案を行うものとする。 

第２４７条第１項中「内容」の次に「、福祉用具貸与計画の実施状況の把握（以下この条

において「モニタリング」という。）を行う時期」を加え、同条第６項を同条第８項とし、

同条第５項中「福祉用具貸与計画の作成後、当該福祉用具貸与計画の実施状況の把握を行

い」を「モニタリングの結果を踏まえ」に改め、同項を同条第７項とし、同条第４項の次に

次の２項を加える。 

５ 福祉用具専門相談員は、福祉用具貸与計画の作成後、モニタリングを行うものとする。

ただし、対象福祉用具に係る指定福祉用具貸与の提供に当たっては、福祉用具貸与計画に

基づくサービス提供の開始時から６月以内に少なくとも１回モニタリングを行い、その継

続の必要性について検討を行うものとする。 

６ 福祉用具専門相談員は、モニタリングの結果を記録し、当該記録をサービスの提供に係

る居宅サービス計画を作成した指定居宅介護支援事業者に報告しなければならない。 

第２５２条第１項中「重要事項」の次に「（以下この条において単に「重要事項」とい



う。）」を加え、同条第２項中「前項に規定する事項」を「重要事項」に、「同項」を「前

項」に改め、同条中第３項を第４項とし、第２項の次に次の１項を加える。 

３ 指定福祉用具貸与事業者は、原則として、重要事項をウェブサイトに掲載しなければな

らない。 

第２５３条第２項第２号中「に規定する」を「の規定による」に改め、同項第６号中「に

規定する」を「の規定による」に改め、同号を同項第７号とし、同項第５号中「に規定す

る」を「の規定による」に改め、同号を同項第６号とし、同項第４号中「に規定する」を

「の規定による」に改め、同号を同項第５号とし、同項第３号中「に規定する」を「の規定

による」に改め、同号を同項第４号とし、同項第２号の次に次の１号を加える。 

⑶ 第２４６条第１項第７号の規定による身体的拘束等の態様及び時間、その際の利用者

の心身の状況並びに緊急やむを得ない理由の記録 

第２５４条中「第１１１条第１項、第２項及び第４項中「通所介護従業者」とあるのは

「福祉用具専門相談員」と、同条第２項ただし書」を「第１１１条第２項ただし書」に改め、

「利用」と」の次に「、同条第４項中「通所介護従業者」とあるのは「福祉用具専門相談

員」と」を加える。 

第２５６条中「第１１１条第１項、第２項及び第４項中「通所介護従業者」とあるのは

「福祉用具専門相談員」と、同条第２項ただし書」を「第１１１条第２項ただし書」に改め、

「利用」と」の次に「、同条第４項中「通所介護従業者」とあるのは「福祉用具専門相談

員」と」を加え、「同項第４号」を「同項第５号」に、「同項第５号」を「同項第６号」に、

「同項第６号」を「同項第７号」に改める。 

第２５９条ただし書中「同一敷地内にある」を削る。 

第２６４条中第４号を第８号とし、第３号を第４号とし、同号の次に次の３号を加える。 

⑸ 対象福祉用具に係る指定特定福祉用具販売の提供に当たっては、利用者等からの要請

等に応じて、販売した福祉用具の使用状況を確認するよう努めるとともに、必要な場合

は、使用方法の指導、修理等を行うよう努めるものとする。 

⑹ 指定特定福祉用具販売の提供に当たっては、当該利用者又は他の利用者等の生命又は

身体を保護するため緊急やむを得ない場合を除き、身体的拘束等を行ってはならない。 

⑺ 身体的拘束等を行う場合には、その態様及び時間、その際の利用者の心身の状況並び

に緊急やむを得ない理由を記録しなければならない。 

第２６４条中第２号を第３号とし、第１号の次に次の１号を加える。 



⑵ 対象福祉用具に係る指定特定福祉用具販売の提供に当たっては、利用者が指定福祉用

具貸与又は指定特定福祉用具販売のいずれかを選択することができることについて十分

な説明を行った上で、利用者の当該選択に当たって必要な情報を提供するとともに、医

師、理学療法士、作業療法士、言語聴覚士、居宅サービス計画の原案に位置付けた指定

居宅サービス等の担当者その他の関係者の意見及び利用者の身体の状況等を踏まえ、提

案を行うものとする。 

第２６５条に次の１項を加える。 

５ 福祉用具専門相談員は、対象福祉用具に係る指定特定福祉用具販売の提供に当たっては、

特定福祉用具販売計画の作成後、当該特定福祉用具販売計画に記載した目標の達成状況の

確認を行うものとする。 

第２６６条第２項第２号中「に規定する」を「の規定による」に改め、同項第５号中「に

規定する」を「の規定による」に改め、同号を同項第６号とし、同項第４号中「に規定す

る」を「の規定による」に改め、同号を同項第５号とし、同項第３号中「に規定する」を

「の規定による」に改め、同号を同項第４号とし、同項第２号の次に次の１号を加える。 

⑶ 第２６４条第７号の規定による身体的拘束等の態様及び時間、その際の利用者の心身

の状況並びに緊急やむを得ない理由の記録 

第２６７条中「第１１１条第１項、第２項及び第４項中「通所介護従業者」とあるのは

「福祉用具専門相談員」と、同条第２項ただし書」を「第１１１条第２項ただし書」に改め、

「利用」と」の次に「、同条第４項中「通所介護従業者」とあるのは「福祉用具専門相談

員」と」を加える。 

第２６８条第１項中「（電子的方式、磁気的方式その他人の知覚によっては認識すること

ができない方式で作られる記録であって、電子計算機による情報処理の用に供されるものを

いう。）」を削る。 

第２条 山形市指定居宅サービス等の事業の人員、設備及び運営に関する基準等を定める条例

の一部を次のように改正する。 

第６９条第１項ただし書中「同一敷地内にある」を削る。 

第７５条第１項中第５号を第７号とし、第４号を第６号とし、第３号を第５号とし、第２

号の次に次の２号を加える。 

⑶ 指定訪問看護の提供に当たっては、当該利用者又は他の利用者等の生命又は身体を保

護するため緊急やむを得ない場合を除き、身体的拘束等を行ってはならない。 



⑷ 身体的拘束等を行う場合には、その態様及び時間、その際の利用者の心身の状況並び

に緊急やむを得ない理由を記録しなければならない。 

第８１条第２項第４号中「に規定する」を「の規定による」に改め、同項第７号中「に規

定する」を「の規定による」に改め、同号を同項第８号とし、同項第６号中「に規定する」

を「の規定による」に改め、同号を同項第７号とし、同項第５号中「に規定する」を「の規

定による」に改め、同号を同項第６号とし、同項第４号の次に次の１号を加える。 

⑸ 第７５条第１項第４号の規定による身体的拘束等の態様及び時間、その際の利用者の

心身の状況並びに緊急やむを得ない理由の記録 

第８４条第３項中「第６０条第１項に規定する人員」を「第６０条第１項から第３項まで

に規定する人員」に、「、第１項」を「、前３項」に改め、同項を同条第４項とし、第２項

の次に次の１項を加える。 

３ 指定訪問リハビリテーション事業所が法第７２条第１項の規定により法第４１条第１項

本文の指定があったものとみなされた介護老人保健施設又は介護医療院である場合につい

ては、山形市介護老人保健施設の人員、施設及び設備並びに運営に関する基準を定める条

例（平成３０年市条例第６０号。以下「介護老人保健施設基準条例」という。）第４条又

は山形市介護医療院の人員、施設及び設備並びに運営に関する基準を定める条例（平成 

３０年市条例第６２号。以下「介護医療院基準条例」という。）第４条に規定する人員に

関する基準を満たすことをもって、前項に規定する基準を満たしているものとみなすこと

ができる。 

第８８条中第６号を第８号とし、第３号から第５号までを２号ずつ繰り下げ、第２号の次

に次の２号を加える。 

⑶ 指定訪問リハビリテーションの提供に当たっては、当該利用者又は他の利用者等の生

命又は身体を保護するため緊急やむを得ない場合を除き、身体的拘束等を行ってはなら

ない。 

⑷ 身体的拘束等を行う場合には、その態様及び時間、その際の利用者の心身の状況並び

に緊急やむを得ない理由を記録しなければならない。 

第８９条第５項中「第４項」を「第５項」に改め、同項を同条第６項とし、同条中第４項

を第５項とし、第３項の次に次の１項を加える。 

４ 医師及び理学療法士、作業療法士又は言語聴覚士は、リハビリテーションを受けていた

医療機関から退院した利用者に係る訪問リハビリテーション計画の作成に当たっては、当



該医療機関が作成したリハビリテーション実施計画書等により、当該利用者に係るリハビ

リテーションの情報を把握しなければならない。 

第９１条第２項第２号中「に規定する」を「の規定による」に改め、同項第５号中「に規

定する」を「の規定による」に改め、同号を同項第６号とし、同項第４号中「に規定する」

を「の規定による」に改め、同号を同項第５号とし、同項第３号中「に規定する」を「の規

定による」に改め、同号を同項第４号とし、同項第２号の次に次の１号を加える。 

⑶ 第８８条第４号の規定による身体的拘束等の態様及び時間、その際の利用者の心身の

状況並びに緊急やむを得ない理由の記録 

第９８条第１項中第７号を第９号とし、第４号から第６号までを２号ずつ繰り下げ、第３

号の次に次の２号を加える。 

⑷ 指定居宅療養管理指導の提供に当たっては、当該利用者又は他の利用者等の生命又は

身体を保護するため緊急やむを得ない場合を除き、身体的拘束等を行ってはならない。 

⑸ 身体的拘束等を行う場合には、その態様及び時間、その際の利用者の心身の状況並び

に緊急やむを得ない理由を記録しなければならない。 

第９８条第２項中第７号を第９号とし、第３号から第６号までを２号ずつ繰り下げ、第２

号の次に次の２号を加える。 

⑶ 指定居宅療養管理指導の提供に当たっては、当該利用者又は他の利用者等の生命又は

身体を保護するため緊急やむを得ない場合を除き、身体的拘束等を行ってはならない。 

⑷ 身体的拘束等を行う場合には、その態様及び時間、その際の利用者の心身の状況並び

に緊急やむを得ない理由を記録しなければならない。 

第９８条第３項中第４号を第６号とし、第３号を第５号とし、第２号の次に次の２号を加

える。 

⑶ 指定居宅療養管理指導の提供に当たっては、当該利用者又は他の利用者等の生命又は

身体を保護するため緊急やむを得ない場合を除き、身体的拘束等を行ってはならない。 

⑷ 身体的拘束等を行う場合には、その態様及び時間、その際の利用者の心身の状況並び

に緊急やむを得ない理由を記録しなければならない。 

第１００条第２項第１号中「に規定する」を「の規定による」に改め、同項第４号中「に

規定する」を「の規定による」に改め、同号を同項第５号とし、同項第３号中「に規定す

る」を「の規定による」に改め、同号を同項第４号とし、同項第２号中「に規定する」を

「の規定による」に改め、同号を同項第３号とし、同項第１号の次に次の１号を加える。 



⑵ 第９８条第１項第５号、第２項第４号及び第３項第４号の規定による身体的拘束等の

態様及び時間、その際の利用者の心身の状況並びに緊急やむを得ない理由の記録 

第１２６条第４項中「第３項」を「第４項」に、「前３項」を「前各項」に改め、同項を

同条第５項とし、同条第３項の次に次の１項を加える。 

４ 指定通所リハビリテーション事業所が法第７２条第１項の規定により法第４１条第１項

本文の指定があったものとみなされた介護老人保健施設又は介護医療院である場合につい

ては、介護老人保健施設基準条例第４条又は介護医療院基準条例第４条に規定する人員に

関する基準を満たすことをもって、前項に規定する基準を満たしているものとみなすこと

ができる。 

第１２９条中第５号を第７号とし、第４号を第６号とし、第３号を第５号とし、第２号の

次に次の２号を加える。 

⑶ 指定通所リハビリテーションの提供に当たっては、当該利用者又は他の利用者等の生 

命又は身体を保護するため緊急やむを得ない場合を除き、身体的拘束等を行ってはなら

ない。 

⑷ 身体的拘束等を行う場合には、その態様及び時間、その際の利用者の心身の状況並び

に緊急やむを得ない理由を記録しなければならない。 

第１３０条第６項中「第４項」を「第５項」に改め、同項を同条第７項とし、同条中第５

項を第６項とし、第４項を第５項とし、第３項の次に次の１項を加える。 

４ 医師等の従業者は、リハビリテーションを受けていた医療機関から退院した利用者に係

る通所リハビリテーション計画の作成に当たっては、当該医療機関が作成したリハビリテ

ーション実施計画書等により、当該利用者に係るリハビリテーションの情報を把握しなけ

ればならない。 

第１３５条第２項第２号中「に規定する」を「の規定による」に改め、同項第５号中「に

規定する」を「の規定による」に改め、同号を同項第６号とし、同項第４号中「に規定す

る」を「の規定による」に改め、同号を同項第５号とし、同項第３号中「に規定する」を

「の規定による」に改め、同号を同項第４号とし、同項第２号の次に次の１号を加える。 

⑶ 第１２９条第４号の規定による身体的拘束等の態様及び時間、その際の利用者の心身

の状況並びに緊急やむを得ない理由の記録 

第１８３条第１項第１号中「山形市介護老人保健施設の人員、施設及び設備並びに運営に

関する基準を定める条例（平成３０年市条例第６０号）」を「介護老人保健施設基準条例」



に改め、同項第４号中「山形市介護医療院の人員、施設及び設備並びに運営に関する基準を

定める条例（平成３０年市条例第６２号）」を「介護医療院基準条例」に改める。 

 （山形市指定居宅サービス等の事業の人員、設備及び運営に関する基準等を定める条例の一

部を改正する条例の一部改正） 

第３条 山形市指定居宅サービス等の事業の人員、設備及び運営に関する基準等を定める条例

の一部を改正する条例（令和３年市条例第６号）の一部を次のように改正する。 

附則第２項及び第３項を次のように改める。 

（虐待の防止に係る経過措置） 

２ 施行日から令和９年３月３１日までの間、改正後の第３条第３項（改正後の第９４条第

１項に規定する指定居宅療養管理指導事業者に適用される場合に限る。）及び第４１条の

２（改正後の第１０１条において準用する場合に限る。）の規定の適用については、これ

らの規定中「講じなければならない」とあるのは「講ずるよう努めなければならない」と

し、改正後の第９９条の規定の適用については、同条中「、次に」とあるのは「、虐待の

防止のための措置に関する事項に関する規程を定めておくよう努めるとともに、次に」 

と、「重要事項」とあるのは「重要事項（虐待の防止のための措置に関する事項を除

く。）」とする。 

（業務継続計画の策定等に係る経過措置） 

３ 施行日から令和９年３月３１日までの間、改正後の第３２条の２（改正後の第１０１条

において準用する場合に限る。）の規定の適用については、改正後の第３２条の２第１項

中「講じなければならない」とあるのは「講ずるよう努めなければならない」と、同条第

２項中「実施しなければならない」とあるのは「実施するよう努めなければならない」 

と、同条第３項中「行う」とあるのは「行うよう努める」とする。 

附 則 

（施行期日） 

１ この条例は、令和６年４月１日（以下「施行日」という。）から施行する。ただし、第２

条の規定は、同年６月１日から施行する。 

（重要事項の掲示に係る経過措置） 

２ 施行日から令和７年３月３１日までの間、改正後の第３４条第３項（改正後の第４５条、

第５０条、第６２条、第６６条、第８２条、第９２条、第１０１条、第１１８条、第１２０

条、第１２４条、第１３６条、第１５８条（改正後の第１７１条において準用する場合を含



む。）、第１７３条、第１８０条、第１９６条（改正後の第２０８条において準用する場合

を含む。）、第２２８条及び第２３９条において準用する場合を含む。）の規定の適用につ

いては、同項中「指定訪問介護事業者は、原則として、重要事項をウェブサイトに掲載しな

ければならない。」とあるのは「削除」と、改正後の第２５２条第３項（改正後の第２５６

条及び第２６７条において準用する場合を含む。）の規定の適用については、同項中「指定

福祉用具貸与事業者は、原則として、重要事項をウェブサイトに掲載しなければならな

い。」とあるのは「削除」とする。 

（身体的拘束等の適正化に係る経過措置） 

３ 施行日から令和７年３月３１日までの間、改正後の第１４５条第６項（改正後の第１７３

条及び第１８０条において準用する場合を含む。）、第１６４条第８項、第１８６条第６項

及び第２０１条第８項の規定の適用については、これらの規定中「講じなければならない」

とあるのは、「講ずるよう努めなければならない」とする。 

（利用者の安全並びに介護サービスの質の確保及び職員の負担軽減に資する方策を検討する

ための委員会の設置に係る経過措置） 

４ 施行日から令和９年３月３１日までの間、改正後の第１５６条の２（改正後の第１７１条、

第１７３条、第１８０条、第１９６条（改正後の第２０８条において準用する場合を含む。

）及び第２２８条において準用する場合を含む。）の規定の適用については、改正後の第

１５６条の２中「開催しなければならない」とあるのは、「開催するよう努めなければなら

ない」とする。 

（口腔衛生の管理に係る経過措置） 

５ 施行日から令和９年３月３１日までの間、改正後の第２１９条の２の規定の適用について

は、同条中「行わなければならない」とあるのは、「行うよう努めなければならない」とす

る。 

 

 

 

理 由 

厚生労働省令の改正に伴い、指定居宅サービス等の事業の人員及び運営に関する基準につい

て所要の改正を行おうとするものである。 



議第３７号 

 

山形市指定介護予防サービス等の事業の人員、設備及び運営並びに指定介護予防

サービス等に係る介護予防のための効果的な支援の方法に関する基準等を定める

条例等の一部改正について 

 

山形市指定介護予防サービス等の事業の人員、設備及び運営並びに指定介護予防サービス等

に係る介護予防のための効果的な支援の方法に関する基準等を定める条例等の一部を改正する

条例を次のように制定する。 

 

令和６年２月２０日提出 

 

山形市長 佐 藤 孝 弘 

 

山形市指定介護予防サービス等の事業の人員、設備及び運営並びに指定介護予防

サービス等に係る介護予防のための効果的な支援の方法に関する基準等を定める

条例等の一部を改正する条例 

 （山形市指定介護予防サービス等の事業の人員、設備及び運営並びに指定介護予防サービス

等に係る介護予防のための効果的な支援の方法に関する基準等を定める条例の一部改正） 

第１条 山形市指定介護予防サービス等の事業の人員、設備及び運営並びに指定介護予防サー

ビス等に係る介護予防のための効果的な支援の方法に関する基準等を定める条例（平成３０

年市条例第５８号）の一部を次のように改正する。 

第７条ただし書中「同一敷地内にある」を削る。 

第９条第２項第２号中「磁気ディスク、シー・ディー・ロムその他これらに準ずる方法に

より一定の事項を確実に記録しておくことができる物」を「電磁的記録媒体（電磁的記録

（電子的方式、磁気的方式その他人の知覚によっては認識することができない方式で作られ

る記録であって、電子計算機による情報処理の用に供されるものをいう。第２３５条第１項

において同じ。）に係る記録媒体をいう。）」に改める。 

第２９条第１項中「認められる重要事項」の次に「（以下この条において単に「重要事

項」という。）」を加え、同条第２項中「前項に規定する事項」を「重要事項」に、「同



項」を「前項」に改め、同条に次の１項を加える。 

３ 指定介護予防訪問入浴介護事業者は、原則として、重要事項をウェブサイトに掲載しな

ければならない。 

第３７条第２項第１号中「に規定する」を「の規定による」に改め、同項第４号中「に規

定する」を「の規定による」に改め、同号を同項第５号とし、同項第３号中「に規定する」

を「の規定による」に改め、同号を同項第４号とし、同項第２号中「に規定する」を「の規

定による」に改め、同号を同項第３号とし、同項第１号の次に次の１号を加える。 

⑵ 第３９条第１項第４号の規定による身体的拘束その他利用者の行動を制限する行為

（以下「身体的拘束等」という。）の態様及び時間、その際の利用者の心身の状況並び

に緊急やむを得ない理由の記録 

第３９条第１項中第５号を第７号とし、第４号を第６号とし、第３号を第５号とし、第２

号の次に次の２号を加える。 

⑶ 指定介護予防訪問入浴介護の提供に当たっては、当該利用者又は他の利用者等の生命

又は身体を保護するため緊急やむを得ない場合を除き、身体的拘束等を行ってはならな

い。 

⑷ 身体的拘束等を行う場合には、その態様及び時間、その際の利用者の心身の状況並び

に緊急やむを得ない理由を記録しなければならない。 

第４１条ただし書中「同一敷地内にある」を削る。 

第６７条第１項第１号中「第５条」を「第５条第１項」に改め、「規定する担当職員」の

次に「及び同条第２項に規定する介護支援専門員」を加え、「（第１０６条第２項において

「担当職員」という。）」を削り、「指定介護予防サービス等」の次に「（第２１９条第１

項第４号及び第２３３条第３号において同じ。）」を加える。 

第９７条ただし書中「同一敷地内にある」を削る。 

第１０３条第１項中「身体的拘束その他利用者の行動を制限する行為（以下「身体的拘束

等」という。）」を「身体的拘束等」に改め、同条第３項中「講じるよう努めなければなら

ない」を「講じなければならない」に改め、同項第１号中「委員会」の次に「（テレビ電話

装置等を活用して行うことができるものとする。）」を加え、「１年」を「３月」に改める。 

第１０６条第２項中「担当職員」を「指定介護予防支援等基準条例第５条第１項に規定す

る担当職員及び同条第２項に規定する介護支援専門員」に改める。 

第１０８条の次に次の１条を加える。 



（利用者の安全並びに介護サービスの質の確保及び職員の負担軽減に資する方策を検討す

るための委員会の設置） 

第１０８条の２ 指定介護予防短期入所生活介護事業者は、当該指定介護予防短期入所生活

介護事業所における業務の効率化、介護サービスの質の向上その他の生産性の向上に資す

る取組の促進を図るため、当該指定介護予防短期入所生活介護事業所における利用者の安

全並びに介護サービスの質の確保及び職員の負担軽減に資する方策を検討するための委員

会（テレビ電話装置等を活用して行うことができるものとする。）を定期的に開催しなけ

ればならない。 

第１０９条第２項第２号から第６号までの規定中「に規定する」を「の規定による」に改

める。 

第１２５条中第５項を第６項とし、第４項の次に次の１項を加える。 

５ ユニット型指定介護予防短期入所生活介護事業所の管理者は、ユニット型施設の管理等

に係る研修を受講するよう努めなければならない。 

第１３７条ただし書中「同一敷地内にある」を削る。 

第１４３条第１項第２号を削り、同項第３号中「（前号に該当するものを除く。）」を削

り、同号を同項第２号とし、同項第４号中「前２号」を「前号」に改め、「及び入院患者」

を削り、同号を同項第３号とし、同項第５号を同項第４号とする。 

第１４４条第１項第２号を削り、同項第３号中「（指定介護療養型医療施設であるものを

除く。）」を削り、同号を同項第２号とし、同項第４号を同項第３号とし、同項第５号中

「第１６１条第１項第５号及び第１６５条第３号」を「第１６１条第４項及び第１６５条第

２号」に改め、同号を同項第４号とし、同条第２項中「前項第３号及び第４号」を「前項第

２号及び第３号」に改める。 

第１４５条中「、診療所」を「又は診療所」に改め、「又は病院の老人性認知症疾患療養

病棟（健康保険法等の一部を改正する法律附則第１３０条の２第１項の規定によりなおその

効力を有するものとされた介護保険法施行令（平成１０年政令第４１２号）第４条第２項に

規定する病床により構成される病棟をいう。以下同じ。）」を削る。 

第１４７条第３項中「講ずるよう努めなければならない」を「講じなければならない」に

改め、同項第１号中「委員会」の次に「（テレビ電話装置等を活用して行うことができるも

のとする。）」を加え、「１年」を「３月」に改める。 

第１４９条第２号中「若しくは診療所又は老人性認知症疾患療養病棟を有する病院」を



「又は診療所」に改め、「又は老人性認知症疾患療養病棟」を削る。 

第１５０条第２項第２号から第６号までの規定中「に規定する」を「の規定による」に改

める。 

第１５１条中「及び第１０８条」を「、第１０８条及び第１０８条の２」に改める。 

第１６１条第１項中「ユニット型指定介護予防短期入所療養介護の事業」を「介護老人保

健施設であるユニット型指定介護予防短期入所療養介護の事業」に、「次のとおり」を「法

に規定する介護老人保健施設として必要とされる施設及び設備（ユニット型介護老人保健施

設に関するものに限る。）を有すること」に改め、同項各号を削り、同条第２項中「第  

１９９条第１項に規定する設備」を「第１９９条第１項から第４項までに規定する設備」に、

「前項」を「前各項」に改め、同項を同条第５項とし、第１項の次に次の３項を加える。 

２ 療養病床を有する病院であるユニット型指定介護予防短期入所療養介護事業所の設備に

関する基準は、次に掲げる設備を有することとする。 

⑴ 療養病床を有する病院であるユニット型指定介護予防短期入所療養介護事業所は、ユ

ニット及び浴室を有しなければならない。 

⑵ 療養病床を有する病院であるユニット型介護予防指定短期入所療養介護事業所のユニ

ット、廊下、機能訓練室及び浴室については、次の基準を満たさなければならない。 

ア ユニット 

（ア） 病室 

ａ 一の病室の定員は、１人とすること。ただし、利用者への指定介護予防短期入

所療養介護の提供上必要と認められる場合は、２人とすることができること。 

ｂ 病室は、いずれかのユニットに属するものとし、当該ユニットの共同生活室に

近接して一体的に設けること。ただし、一のユニットの利用者の定員は、原則と

しておおむね１０人以下とし、１５人を超えないものとすること。 

ｃ 一の病室の床面積等は、１０．６５平方メートル以上とすること。ただし、ａ

ただし書の場合にあっては、２１．３平方メートル以上とすること。 

ｄ ブザー又はこれに代わる設備を設けること。 

（イ） 共同生活室 

ａ 共同生活室は、いずれかのユニットに属するものとし、当該ユニットの利用者

が交流し、共同で日常生活を営むための場所としてふさわしい形状を有すること。 

ｂ 一の共同生活室の床面積は、２平方メートルに当該共同生活室が属するユニッ



トの利用者の定員を乗じて得た面積以上を標準とすること。 

ｃ 必要な設備及び備品を備えること。 

（ウ） 洗面設備 

ａ 病室ごとに設けること、又は共同生活室ごとに適当数設けること。 

ｂ 身体の不自由な者が使用するのに適したものとすること。 

（エ） 便所 

ａ 病室ごとに設けること、又は共同生活室ごとに適当数設けること。 

ｂ ブザー又はこれに代わる設備を設けるとともに、身体の不自由な者が使用する

のに適したものとすること。 

イ 廊下幅 １．８メートル以上とすること。ただし、中廊下の幅は、２．７メートル

以上とすること。 

ウ 機能訓練室 内法による測定で４０平方メートル以上の床面積を有し、必要な器械

及び器具を備えること。 

エ 浴室 身体の不自由な者が入浴するのに適したものとすること。 

⑶ 前号イからエまでに掲げる設備は、専ら当該ユニット型指定介護予防短期入所療養介

護事業所の用に供するものでなければならない。ただし、利用者に対する指定介護予防

短期入所療養介護の提供に支障がない場合は、この限りでない。 

⑷ 第２号ア（イ）の共同生活室は、医療法施行規則（昭和２３年厚生省令第５０号）第

２１条第３号に規定する食堂とみなす。 

⑸ 前各号に規定するもののほか、療養病床を有する病院であるユニット型指定介護予防

短期入所療養介護事業所は、消火設備その他の非常災害に際して必要な設備を設けるこ

ととする。 

３ 療養病床を有する診療所であるユニット型指定介護予防短期入所療養介護事業所の設備

に関する基準は、次に掲げる設備を有することとする。 

⑴ 療養病床を有する診療所であるユニット型指定介護予防短期入所療養介護事業所は、

ユニット及び浴室を有しなければならない。 

⑵ 療養病床を有する診療所であるユニット型指定介護予防短期入所療養介護事業所のユ

ニット、廊下、機能訓練室及び浴室については、次の基準を満たさなければならない。 

ア ユニット 

（ア） 病室 



ａ 一の病室の定員は、１人とすること。ただし、利用者への指定介護予防短期入

所療養介護の提供上必要と認められる場合は、２人とすることができること。 

ｂ 病室は、いずれかのユニットに属するものとし、当該ユニットの共同生活室に

近接して一体的に設けること。ただし、一のユニットの利用者の定員は、原則と

しておおむね１０人以下とし、１５人を超えないものとすること。 

ｃ 一の病室の床面積等は、１０．６５平方メートル以上とすること。ただし、ａ

ただし書の場合にあっては、２１．３平方メートル以上とすること。 

ｄ ブザー又はこれに代わる設備を設けること。 

（イ） 共同生活室 

ａ 共同生活室は、いずれかのユニットに属するものとし、当該ユニットの利用者

が交流し、共同で日常生活を営むための場所としてふさわしい形状を有すること。 

ｂ 一の共同生活室の床面積は、２平方メートルに当該共同生活室が属するユニッ

トの利用者の定員を乗じて得た面積以上を標準とすること。 

ｃ 必要な設備及び備品を備えること。 

（ウ） 洗面設備 

ａ 病室ごとに設けること、又は共同生活室ごとに適当数設けること。 

ｂ 身体の不自由な者が使用するのに適したものとすること。 

（エ） 便所 

ａ 病室ごとに設けること、又は共同生活室ごとに適当数設けること。 

ｂ ブザー又はこれに代わる設備を設けるとともに、身体の不自由な者が使用する

のに適したものとすること。 

イ 廊下幅 １．８メートル以上とすること。ただし、中廊下の幅は、２．７メートル

以上とすること。 

ウ 機能訓練室 機能訓練を行うために十分な広さを有し、必要な器械及び器具を備え

ること。 

エ 浴室 身体の不自由な者が入浴するのに適したものとすること。 

⑶ 前号イからエまでに掲げる設備は、専ら当該ユニット型指定介護予防短期入所療養介

護事業所の用に供するものでなければならない。ただし、利用者に対する指定介護予防

短期入所療養介護の提供に支障がない場合は、この限りでない。 

⑷ 第２号ア（イ）の共同生活室は、医療法施行規則第２１条の４において準用する同令



第２１条第３号に規定する食堂とみなす。 

⑸ 前各号に規定するもののほか、療養病床を有する診療所であるユニット型指定介護予

防短期入所療養介護事業所は、消火設備その他の非常災害に際して必要な設備を設ける

こととする。 

４ 介護医療院であるユニット型指定介護予防短期入所療養介護事業所の設備に関する基準

は、法に規定する介護医療院として必要とされる施設及び設備（ユニット型介護医療院に

関するものに限る。）を有することとする。 

第１６４条中第５項を第６項とし、第４項の次に次の１項を加える。 

５ ユニット型指定介護予防短期入所療養介護事業所の管理者は、ユニット型施設の管理等

に係る研修を受講するよう努めなければならない。 

第１６５条中第２号を削り、第３号を第２号とする。 

第１７３条に次の１項を加える。 

９ 次に掲げる要件のいずれにも適合する場合における第１項第２号ア及び第２項第２号ア

の規定の適用については、これらの規定中「１」とあるのは、「０．９」とする。 

⑴ 第１８６条において準用する第１０８条の２に規定する委員会において、利用者の安

全並びに介護サービスの質の確保及び職員の負担軽減を図るための取組に関する次に掲

げる事項について必要な検討を行い、及び当該事項の実施を定期的に確認していること。 

ア 利用者の安全及びケアの質の確保 

イ 介護予防特定施設従業者の負担軽減及び勤務状況への配慮 

ウ 緊急時の体制整備 

エ 業務の効率化、介護サービスの質の向上等に資する機器（次号において「介護機

器」という。）の定期的な点検 

オ 介護予防特定施設従業者に対する研修 

⑵ 介護機器を複数種類活用していること。 

⑶ 利用者の安全並びに介護サービスの質の確保及び職員の負担軽減を図るため、介護予

防特定施設従業者間の適切な役割分担を行っていること。 

⑷ 利用者の安全並びに介護サービスの質の確保及び職員の負担軽減を図る取組により介

護サービスの質の確保及び職員の負担軽減が行われていると認められること。 

第１７４条ただし書中「同一敷地内にある」を削る。 

第１７９条の次に次の１条を加える。 



（口腔衛生の管理） 

第１７９条の２ 指定介護予防特定施設入居者生活介護事業者は、利用者の口腔の健康の保

持を図り、自立した日常生活を営むことができるよう、口腔衛生の管理体制を整備し、各

利用者の状態に応じた口腔衛生の管理を計画的に行わなければならない。 

第１８３条中第２項を第７項とし、第１項の次に次の５項を加える。 

２ 指定介護予防特定施設入居者生活介護事業者は、前項の規定に基づき協力医療機関を定

めるに当たっては、次に掲げる要件を満たす協力医療機関を定めるよう努めなければなら

ない。 

⑴ 利用者の病状が急変した場合等において医師又は看護職員が相談対応を行う体制を、

常時確保していること。 

⑵ 当該指定介護予防特定施設入居者生活介護事業者からの診療の求めがあった場合にお

いて診療を行う体制を、常時確保していること。 

３ 指定介護予防特定施設入居者生活介護事業者は、１年に１回以上、協力医療機関との間

で、利用者の病状が急変した場合等の対応を確認するとともに、協力医療機関の名称等を

市長に届け出なければならない。 

４ 指定介護予防特定施設入居者生活介護事業者は、感染症の予防及び感染症の患者に対す

る医療に関する法律（平成１０年法律第１１４号）第６条第１７項に規定する第二種協定

指定医療機関（次項において「第二種協定指定医療機関」という。）との間で、新興感染

症（同条第７項に規定する新型インフルエンザ等感染症、同条第８項に規定する指定感染

症又は同条第９項に規定する新感染症をいう。次項において同じ。）の発生時等の対応を

取り決めるよう努めなければならない。 

５ 指定介護予防特定施設入居者生活介護事業者は、協力医療機関が第二種協定指定医療機

関である場合においては、当該第二種協定指定医療機関との間で、新興感染症の発生時等

の対応について協議を行わなければならない。 

６ 指定介護予防特定施設入居者生活介護事業者は、利用者が協力医療機関その他の医療機

関に入院した後に当該利用者の病状が軽快し、退院が可能となった場合においては、再び

当該指定介護予防特定施設に速やかに入居させることができるよう努めなければならない。 

第１８５条第２項第２号から第７号までの規定中「に規定する」を「の規定による」に改

める。 

第１８６条前段中「第２９条」の次に「から第３３条まで、第３５条」を加え、「（第 



３４条第２項を除く。）」を削り、「及び第１０７条」を「、第１０７条及び第１０８条の

２」に改め、同条中「第２７条の２第２項、」の次に「第２９条第１項並びに」を加え、

「並びに第２９条第１項」を削り、「同項」を「第２９条第１項」に改める。 

第１９７条ただし書中「同一敷地内にある」を削る。 

第２０２条第２項第２号から第９号までの規定中「に規定する」を「の規定による」に改

める。 

第２０３条前段中「第２９条」の次に「から第３３条まで、第３５条」を加え、「（第 

３４条第２項を除く。）」を削り、「第１８０条まで」を「第１７９条まで、第１８０条」

に改める。 

第２０７条中「介護保険法施行令」の次に「（平成１０年政令第４１２号）」を加える。 

第２０８条ただし書中「同一敷地内にある」を削る。 

第２１５条第１項中「認められる重要事項」の次に「（以下この条において単に「重要事

項」という。）」を加え、同条第２項中「前項に規定する事項」を「重要事項」に、「同

項」を「前項」に改め、同条中第３項を第４項とし、第２項の次に次の１項を加える。 

３ 指定介護予防福祉用具貸与事業者は、原則として、重要事項をウェブサイトに掲載しな

ければならない。 

第２１６条第２項第１号中「に規定する」を「の規定による」に改め、同項第６号を同項

第７号とし、同項第５号中「に規定する」を「の規定による」に改め、同号を同項第６号と

し、同項第４号中「に規定する」を「の規定による」に改め、同号を同項第５号とし、同項

第３号中「に規定する」を「の規定による」に改め、同号を同項第４号とし、同項第２号中

「に規定する」を「の規定による」に改め、同号を同項第３号とし、同項第１号の次に次の

１号を加える。 

⑵ 第２１９条第１項第９号の規定による身体的拘束等の態様及び時間、その際の利用者

の心身の状況並びに緊急やむを得ない理由の記録 

第２１９条第１項中第７号を第１０号とし、第６号を第７号とし、同号の次に次の２号を

加える。 

⑻ 指定介護予防福祉用具貸与の提供に当たっては、当該利用者又は他の利用者等の生命

又は身体を保護するため緊急やむを得ない場合を除き、身体的拘束等を行ってはならな

い。 

⑼ 身体的拘束等を行う場合には、その態様及び時間、その際の利用者の心身の状況並び



に緊急やむを得ない理由を記録しなければならない。 

第２１９条第１項中第５号を第６号とし、第４号を第５号とし、第３号の次に次の１号を

加える。 

⑷ 法第８条の２第１０項に規定する厚生労働大臣が定める福祉用具及び同条第１１項に

規定する特定福祉用具のいずれにも該当する福祉用具（以下「対象福祉用具」とい

う。）に係る指定介護予防福祉用具貸与の提供に当たっては、利用者が指定介護予防福

祉用具貸与又は指定特定介護予防福祉用具販売のいずれかを選択することができること

について十分な説明を行った上で、利用者の当該選択に当たって必要な情報を提供する

とともに、医師、理学療法士、作業療法士、言語聴覚士、介護予防サービス計画の原案

に位置付けた指定介護予防サービス等の担当者その他の関係者の意見及び利用者の身体

の状況等を踏まえ、提案を行うものとする。 

第２２０条第１項中「期間」の次に「、介護予防福祉用具貸与計画の実施状況の把握（以

下この条において「モニタリング」という。）を行う時期」を加え、同条第５項中「当該介

護予防福祉用具貸与計画の実施状況の把握（次項及び第７項において「モニタリング」とい

う。）」を「モニタリング」に改め、同項に次のただし書を加える。 

ただし、対象福祉用具に係る指定介護予防福祉用具貸与の提供に当たっては、介護予防

福祉用具貸与計画に基づくサービス提供の開始時から６月以内に少なくとも１回モニタリ

ングを行い、その継続の必要性について検討を行うものとする。 

第２２２条中「第３号から第５号」を「第４号から第６号」に改める。 

第２２５条ただし書中「同一敷地内にある」を削る。 

第２３０条第２項第１号中「に規定する」を「の規定による」に改め、同項第５号を同項

第６号とし、同項第４号中「に規定する」を「の規定による」に改め、同号を同項第５号と

し、同項第３号中「に規定する」を「の規定による」に改め、同号を同項第４号とし、同項

第２号中「に規定する」を「の規定による」に改め、同号を同項第３号とし、同項第１号の

次に次の１号を加える。 

⑵ 第２３３条第８号の規定による身体的拘束等の態様及び時間、その際の利用者の心身

の状況並びに緊急やむを得ない理由の記録 

第２３３条中第５号を第９号とし、第４号を第５号とし、同号の次に次の３号を加える。 

⑹ 対象福祉用具に係る指定特定介護予防福祉用具販売の提供に当たっては、利用者等か

らの要請等に応じて、販売した福祉用具の使用状況を確認するよう努めるとともに、必



要な場合は、使用方法の指導、修理等を行うよう努めるものとする。 

⑺ 指定特定介護予防福祉用具販売の提供に当たっては、当該利用者又は他の利用者等の

生命又は身体を保護するため緊急やむを得ない場合を除き、身体的拘束等を行ってはな

らない。 

⑻ 身体的拘束等を行う場合には、その態様及び時間、その際の利用者の心身の状況並び

に緊急やむを得ない理由を記録しなければならない。 

第２３３条中第３号を第４号とし、第２号の次に次の１号を加える。 

⑶ 対象福祉用具に係る指定特定介護予防福祉用具販売の提供に当たっては、利用者が指

定介護予防福祉用具貸与又は指定特定介護予防福祉用具販売のいずれかを選択すること

ができることについて十分な説明を行った上で、利用者の当該選択に当たって必要な情

報を提供するとともに、医師、理学療法士、作業療法士、言語聴覚士、介護予防サービ

ス計画の原案に位置付けた指定介護予防サービス等の担当者その他の関係者の意見及び

利用者の身体の状況等を踏まえ、提案を行うものとする。 

第２３４条に次の１項を加える。 

５ 福祉用具専門相談員は、対象福祉用具に係る指定特定介護予防福祉用具販売の提供に当

たっては、特定介護予防福祉用具販売計画の作成後、当該特定介護予防福祉用具販売計画

に記載した目標の達成状況の確認を行うものとする。 

第２３５条第１項中「（電子的方式、磁気的方式その他人の知覚によっては認識すること

ができない方式で作られる記録であって、電子計算機による情報処理の用に供されるものを

いう。）」を削る。 

第２条 山形市指定介護予防サービス等の事業の人員、設備及び運営並びに指定介護予防サー

ビス等に係る介護予防のための効果的な支援の方法に関する基準等を定める条例の一部を次

のように改正する。  

第４６条第１項ただし書中「同一敷地内にある」を削る。 

第５４条第２項第３号中「第５７条第１項第１１号」を「第５７条第１項第１３号」に改

め、同項第４号中「に規定する」を「の規定による」に改め、同項第７号中「に規定する」

を「の規定による」に改め、同号を同項第８号とし、同項第６号中「に規定する」を「の規

定による」に改め、同号を同項第７号とし、同項第５号中「に規定する」を「の規定によ

る」に改め、同号を同項第６号とし、同項第４号の次に次の１号を加える。 

⑸ 第５７条第１項第９号の規定による身体的拘束等の態様及び時間、その際の利用者の



心身の状況並びに緊急やむを得ない理由の記録 

第５７条第１項第１５号中「及び第１０号から前号」を「、第９号及び第１２号から前

号」に、「第６７条第１項第１０号及び第７６条第２項第７号」を「第６７条第１項第１３

号及び第７６条第２項第９号」に改め、同号を同項第１７号とし、同項第１４号中「第１２

号」を「第１４号」に改め、同号を同項第１６号とし、同項中第１３号を第１５号とし、第

１２号を第１４号とし、第１１号を第１３号とし、同項第１０号中「第１３号」を「第１５

号」に改め、同号を同項第１２号とし、同項中第９号を第１１号とし、第８号を第１０号と

し、第７号の次に次の２号を加える。 

⑻ 指定介護予防訪問看護の提供に当たっては、当該利用者又は他の利用者等の生命又は

身体を保護するため緊急やむを得ない場合を除き、身体的拘束等を行ってはならない。 

⑼ 身体的拘束等を行う場合には、その態様及び時間、その際の利用者の心身の状況並び

に緊急やむを得ない理由を記録しなければならない。 

第５８条第４項中「前条第１５号」を「前条第１７号」に改める。 

第６０条第３項中「第８４条第１項に規定する人員」を「第８４条第１項から第３項まで

に規定する人員」に、「、第１項」を「、前３項」に改め、同項を同条第４項とし、同条第

２項の次に次の１項を加える。 

３ 指定介護予防訪問リハビリテーション事業者が法第１１５条の１１の規定により準用さ

れる法第７２条第１項の規定により法第５３条第１項本文の指定があったものとみなされ

た介護老人保健施設又は介護医療院である場合については、山形市介護老人保健施設の人

員、施設及び設備並びに運営に関する基準を定める条例（平成３０年市条例第６０号。第

７８条第４項及び第１４４条第１項第１号において「介護老人保健施設基準条例」とい

う。）第４条又は山形市介護医療院の人員、施設及び設備並びに運営に関する基準を定め

る条例（平成３０年市条例第６２号。第７８条第４項及び第１４４条第１項第４号におい

て「介護医療院基準条例」という。）第４条に規定する人員に関する基準を満たすことを

もって、前項に規定する基準を満たしているものとみなすことができる。 

第６４条第２項第２号中「に規定する」を「の規定による」に改め、同項第５号中「に規

定する」を「の規定による」に改め、同号を同項第６号とし、同項第４号中「に規定する」

を「の規定による」に改め、同号を同項第５号とし、同項第３号中「に規定する」を「の規

定による」に改め、同号を同項第４号とし、同項第２号の次に次の１号を加える。 

⑶ 第６７条第１項第１１号の規定による身体的拘束等の態様及び時間、その際の利用者



の心身の状況並びに緊急やむを得ない理由の記録 

第６７条第１項第１４号中「第１２号」を「第１５号」に改め、同号を同項第１７号とし、

同項中第１３号を第１６号とし、第１２号を第１５号とし、同項第１１号中「第１３号」を

「第１６号」に改め、同号を同項第１４号とし、同項中第１０号を第１３号とし、第９号を

第１２号とし、第８号を第９号とし、同号の次に次の２号を加える 

⑽ 指定介護予防訪問リハビリテーションの提供に当たっては、当該利用者又は他の利用

者等の生命又は身体を保護するため緊急やむを得ない場合を除き、身体的拘束等を行っ

てはならない。 

⑾ 身体的拘束等を行う場合には、その態様及び時間、その際の利用者の心身の状況並び

に緊急やむを得ない理由を記録しなければならない。 

第６７条第１項第７号を同項第８号とし、同項第６号中「第５号」を「第６号」に改め、

同号を同項第７号とし、同項中第５号を第６号とし、第４号の次に次の１号を加える。 

⑸ 医師及び理学療法士、作業療法士又は言語聴覚士は、リハビリテーションを受けてい

た医療機関から退院した利用者に係る介護予防訪問リハビリテーション計画の作成に当

たっては、当該医療機関が作成したリハビリテーション実施計画書等により、当該利用

者に係るリハビリテーションの情報を把握しなければならない。 

第７３条第２項第１号中「に規定する」を「の規定による」に改め、同項第４号中「に規

定する」を「の規定による」に改め、同号を同項第５号とし、同項第３号中「に規定する」

を「の規定による」に改め、同号を同項第４号とし、同項第２号中「に規定する」を「の規

定による」に改め、同号を同項第３号とし、同項第１号の次に次の１号を加える。 

⑵ 第７６条第１項第４号、第２項第４号及び第３項第４号の規定による身体的拘束等の

態様及び時間、その際の利用者の心身の状況並びに緊急やむを得ない理由の記録 

第７６条第１項中第７号を第９号とし、第４号から第６号までを２号ずつ繰り下げ、同項

第３号中「前号」を「第２号」に改め、同号を同項第５号とし、同項第２号の次に次の２号

を加える。 

⑶ 指定介護予防居宅療養管理指導の提供に当たっては、当該利用者又は他の利用者等の

生命又は身体を保護するため緊急やむを得ない場合を除き、身体的拘束等を行ってはな

らない。 

⑷ 身体的拘束等を行う場合には、その態様及び時間、その際の利用者の心身の状況並び

に緊急やむを得ない理由を記録しなければならない。 



第７６条第２項中第７号を第９号とし、第３号から第６号までを２号ずつ繰り下げ、第２

号の次に次の２号を加える。 

⑶ 指定介護予防居宅療養管理指導の提供に当たっては、当該利用者又は他の利用者等の

生命又は身体を保護するため緊急やむを得ない場合を除き、身体的拘束等を行ってはな

らない。 

⑷ 身体的拘束等を行う場合には、その態様及び時間、その際の利用者の心身の状況並び

に緊急やむを得ない理由を記録しなければならない。 

第７６条第３項中第４号を第６号とし、第３号を第５号とし、第２号の次に次の２号を加

える。 

⑶ 指定介護予防居宅療養管理指導の提供に当たっては、当該利用者又は他の利用者等の

生命又は身体を保護するため緊急やむを得ない場合を除き、身体的拘束等を行ってはな

らない。 

⑷ 身体的拘束等を行う場合には、その態様及び時間、その際の利用者の心身の状況並び

に緊急やむを得ない理由を記録しなければならない。 

第７８条第４項中「第３項」を「第４項」に、「前３項」を「前各項」に改め、同項を同

条第５項とし、同条第３項の次に次の１項を加える。 

４ 指定介護予防通所リハビリテーション事業者が法第１１５条の１１の規定により準用さ

れる法第７２条第１項の規定により法第５３条第１項本文の指定があったものとみなされ

た介護老人保健施設又は介護医療院である場合については、介護老人保健施設基準条例第

４条又は介護医療院基準条例第４条に規定する人員に関する基準を満たすことをもって、

前項に規定する基準を満たしているものとみなすことができる。 

第８９条第２項第２号中「に規定する」を「の規定による」に改め、同項第５号中「に規

定する」を「の規定による」に改め、同号を同項第６号とし、同項第４号中「に規定する」

を「の規定による」に改め、同号を同項第５号とし、同項第３号中「に規定する」を「の規

定による」に改め、同号を同項第４号とし、同項第２号の次に次の１号を加える。 

⑶ 第９２条第１１号の規定による身体的拘束等の態様及び時間、その際の利用者の心身

の状況並びに緊急やむを得ない理由の記録 

第９２条第１４号を同条第１７号とし、同条第１３号中「第１１号」を「第１４号」に改

め、同号を同条第１６号とし、同条中第１２号を第１５号とし、第１１号を第１４号とし、

同条第１０号中「第１２号」を「第１５号」に改め、同号を同条第１３号とし、同条中第９



号を第１２号とし、第８号を第９号とし、同号の次に次の２号を加える。 

⑽ 指定介護予防通所リハビリテーションの提供に当たっては、当該利用者又は他の利用

者等の生命又は身体を保護するため緊急やむを得ない場合を除き、身体的拘束等を行っ

てはならない。 

⑾ 身体的拘束等を行う場合には、その態様及び時間、その際の利用者の心身の状況並び

に緊急やむを得ない理由を記録しなければならない。 

第９２条第７号を同条第８号とし、同条第６号中「第５号」を「第６号」に改め、同号を

同条第７号とし、同条中第５号を第６号とし、第４号の次に次の１号を加える。 

⑸ 医師等の従業者は、リハビリテーションを受けていた医療機関から退院した利用者に

係る介護予防通所リハビリテーション計画の作成に当たっては、当該医療機関が作成し

たリハビリテーション実施計画書等により、当該利用者に係るリハビリテーションの情

報を把握しなければならない。 

第１４４条第１項第１号中「山形市介護老人保健施設の人員、施設及び設備並びに運営に

関する基準を定める条例（平成３０年市条例第６０号）」を「介護老人保健施設基準条例」

に改め、同項第４号中「山形市介護医療院の人員、施設及び設備並びに運営に関する基準を

定める条例（平成３０年市条例第６２号）」を「介護医療院基準条例」に改める。 

（山形市指定介護予防サービス等の事業の人員、設備及び運営並びに指定介護予防サービス

等に係る介護予防のための効果的な支援の方法に関する基準等を定める条例の一部を改正す

る条例の一部改正） 

第３条 山形市指定介護予防サービス等の事業の人員、設備及び運営並びに指定介護予防サー

ビス等に係る介護予防のための効果的な支援の方法に関する基準等を定める条例の一部を改

正する条例（令和３年市条例第７号）の一部を次のように改正する。 

附則第２項を次のように改める。 

（虐待の防止に係る経過措置） 

２ 施行日から令和９年３月３１日までの間、改正後の第３条第３項（改正後の第６９条第

１項に規定する指定介護予防居宅療養管理指導事業者に適用される場合に限る。）及び第

３５条の２（改正後の第７４条において準用する場合に限る。）の規定の適用については、

これらの規定中「講じなければならない」とあるのは「講ずるよう努めなければならな

い」とし、改正後の第７２条の規定の適用については、同条中「、次に」とあるのは「、

虐待の防止のための措置に関する事項に関する規程を定めておくよう努めるとともに、次



に」と、「重要事項」とあるのは「重要事項（虐待の防止のための措置に関する事項を除

く。）」とする。 

附則第４項を次のように改める。 

（業務継続計画の策定等に係る経過措置） 

４ 施行日から令和９年３月３１日までの間、改正後の第２７条の２（改正後の第７４条に

おいて準用する場合に限る。）の規定の適用については、改正後の第２７条の２第１項中

「講じなければならない」とあるのは「講ずるよう努めなければならない」と、同条第２

項中「実施しなければならない」とあるのは「実施するよう努めなければならない」と、

同条第３項中「行う」とあるのは「行うよう努める」とする。 

附 則 

（施行期日） 

１ この条例は、令和６年４月１日（以下「施行日」という。）から施行する。ただし、第２

条の規定は、同年６月１日から施行する。 

（重要事項の掲示に係る経過措置） 

２ 施行日から令和７年３月３１日までの間、改正後の第２９条第３項（改正後の第４３条、

第５５条、第６５条、第７４条、第９０条、第１１０条（改正後の第１２７条において準用

する場合を含む。）、第１３４条、第１４１条、第１５１条（改正後の第１６６条において

準用する場合を含む。）、第１８６条及び第２０３条において準用する場合を含む。）の規

定の適用については、同項中「指定介護予防訪問入浴介護事業者は、原則として、重要事項

をウェブサイトに掲載しなければならない。」とあるのは「削除」と、改正後の第２１５条

第３項（改正後の第２２２条及び第２３１条において準用する場合を含む。）の規定の適用

については、同項中「指定介護予防福祉用具貸与事業者は、原則として、重要事項をウェブ

サイトに掲載しなければならない。」とあるのは「削除」とする。 

（身体的拘束等の適正化に係る経過措置） 

３ 施行日から令和７年３月３１日までの間、改正後の第１０３条第３項（改正後の第１２７

条、第１３４条及び第１４１条において準用する場合を含む。）及び第１４７条第３項（改

正後の第１６６条において準用する場合を含む。）の規定の適用については、これらの規定

中「講じなければならない」とあるのは、「講ずるよう努めなければならない」とする。 

（利用者の安全並びに介護サービスの質の確保及び職員の負担軽減に資する方策を検討する

ための委員会の設置に係る経過措置） 



４ 施行日から令和９年３月３１日までの間、改正後の第１０８条の２（改正後の第１２７条、

第１３４条、第１４１条、第１５１条（改正後の第１６６条において準用する場合を含む。

）及び第１８６条において準用する場合を含む。）の規定の適用については、改正後の第

１０８条の２中「開催しなければならない」とあるのは、「開催するよう努めなければなら

ない」とする。 

（口腔衛生の管理に係る経過措置） 

５ 施行日から令和９年３月３１日までの間、改正後の第１７９条の２の規定の適用について

は、同条中「行わなければならない」とあるのは、「行うよう努めなければならない」とす

る。 

 

 

 

理 由 

厚生労働省令の改正に伴い、指定介護予防サービス等の事業の人員及び運営に関する基準に

ついて所要の改正を行おうとするものである。 



議第３８号 

 

山形市指定介護老人福祉施設の人員、設備及び運営に関する基準等を定める条例

の一部改正について 

 

山形市指定介護老人福祉施設の人員、設備及び運営に関する基準等を定める条例の一部を改

正する条例を次のように制定する。 

 

令和６年２月２０日提出 

 

山形市長 佐 藤 孝 弘 

 

山形市指定介護老人福祉施設の人員、設備及び運営に関する基準等を定める条例

の一部を改正する条例 

山形市指定介護老人福祉施設の人員、設備及び運営に関する基準等を定める条例（平成３０

年市条例第５９号）の一部を次のように改正する。 

第７条第２項第２号中「磁気ディスク、シー・ディー・ロムその他これらに準ずる方法によ

り一定の事項を確実に記録しておくことができる物」を「電磁的記録媒体（電磁的記録（電子

的方式、磁気的方式その他人の知覚によっては認識することができない方式で作られる記録で

あって、電子計算機による情報処理の用に供されるものをいう。第５７条第１項において同

じ。）に係る記録媒体をいう。）」に改める。 

第２６条中「医師」の次に「及び協力医療機関の協力を得て、当該医師及び当該協力医療機

関」を加え、同条に次の１項を加える。 

２ 指定介護老人福祉施設は、前項の医師及び協力医療機関の協力を得て、１年に１回以上、

緊急時等における対応方法の見直しを行い、必要に応じて緊急時等における対応方法の変更

を行わなければならない。 

第２７条ただし書中「同一敷地内にある」を削る。 

第３５条の見出しを「（協力医療機関等）」に改め、同条第１項中「入院治療を必要とする

入所者のために」を「入所者の病状の急変等に備えるため」に、「協力病院」を「次の各号に

掲げる要件を満たす協力医療機関（第３号の要件を満たす協力医療機関にあっては、病院に限



る。）」に改め、同項に次のただし書を加える。 

ただし、複数の医療機関を協力医療機関として定めることにより当該各号の要件を満たす

こととしても差し支えない。 

⑴ 入所者の病状が急変した場合等において医師又は看護職員が相談対応を行う体制を、常

時確保していること。 

⑵ 当該指定介護老人福祉施設からの診療の求めがあった場合において診療を行う体制を、

常時確保していること。 

⑶ 入所者の病状が急変した場合等において、当該指定介護老人福祉施設の医師又は協力医

療機関その他の医療機関の医師が診療を行い、入院を要すると認められた入所者の入院を

原則として受け入れる体制を確保していること。 

第３５条中第２項を第６項とし、第１項の次に次の４項を加える。 

２ 指定介護老人福祉施設は、１年に１回以上、協力医療機関との間で、入所者の病状が急変

した場合等の対応を確認するとともに、協力医療機関の名称等を市長に届け出なければなら

ない。 

３ 指定介護老人福祉施設は、感染症の予防及び感染症の患者に対する医療に関する法律（平

成１０年法律第１１４号）第６条第１７項に規定する第二種協定指定医療機関（次項におい

て「第二種協定指定医療機関」という。）との間で、新興感染症（同条第７項に規定する新

型インフルエンザ等感染症、同条第８項に規定する指定感染症又は同条第９項に規定する新

感染症をいう。次項において同じ。）の発生時等の対応を取り決めるよう努めなければなら

ない。 

４ 指定介護老人福祉施設は、協力医療機関が第二種協定指定医療機関である場合においては、

当該第二種協定指定医療機関との間で、新興感染症の発生時等の対応について協議を行わな

ければならない。 

５ 指定介護老人福祉施設は、入所者が協力医療機関その他の医療機関に入院した後に当該入

所者の病状が軽快し、退院が可能となった場合においては、再び当該指定介護老人福祉施設

に速やかに入所させることができるよう努めなければならない。 

第３６条第１項中「協力病院」を「協力医療機関」に改め、「重要事項」の次に「（以下こ

の条において単に「重要事項」という。）」を加え、同条第２項中「前項に規定する事項」を

「重要事項」に、「同項」を「前項」に改め、同条に次の１項を加える。 

３ 指定介護老人福祉施設は、原則として、重要事項をウェブサイトに掲載しなければならな



い。 

第４２条の２の次に次の１条を加える。 

（入所者の安全並びに介護サービスの質の確保及び職員の負担軽減に資する方策を検討する

ための委員会の設置） 

第４２条の３ 指定介護老人福祉施設は、当該指定介護老人福祉施設における業務の効率化、

介護サービスの質の向上その他の生産性の向上に資する取組の促進を図るため、当該指定介

護老人福祉施設における入所者の安全並びに介護サービスの質の確保及び職員の負担軽減に

資する方策を検討するための委員会（テレビ電話装置等を活用して行うことができるものと

する。）を定期的に開催しなければならない。 

第４４条第２項第２号から第６号までの規定中「に規定する」を「の規定による」に改める。 

第５４条中第５項を第６項とし、第４項の次に次の１項を加える。 

５ ユニット型指定介護老人福祉施設の管理者は、ユニット型施設の管理等に係る研修を受講

するよう努めなければならない。 

第５７条第１項中「（電子的方式、磁気的方式その他人の知覚によっては認識することがで

きない方式で作られる記録であって、電子計算機による情報処理の用に供されるものをい

う。）」を削る。 

附 則 

（施行期日） 

１ この条例は、令和６年４月１日（以下「施行日」という。）から施行する。 

 （重要事項の掲示に係る経過措置） 

２ 施行日から令和７年３月３１日までの間、改正後の第３６条第３項（改正後の第５６条に

おいて準用する場合を含む。）の規定の適用については、同項中「指定介護老人福祉施設は、

原則として、重要事項をウェブサイトに掲載しなければならない。」とあるのは、「削除」

とする。 

 （入所者の安全並びに介護サービスの質の確保及び職員の負担軽減に資する方策を検討する

ための委員会の設置に係る経過措置） 

３ 施行日から令和９年３月３１日までの間、改正後の第４２条の３（改正後の第５６条にお

いて準用する場合を含む。）の規定の適用については、改正後の第４２条の３中「開催しな

ければならない」とあるのは、「開催するよう努めなければならない」とする。 

 （協力医療機関との連携に関する経過措置） 



４ 施行日から令和９年３月３１日までの間、改正後の第３５条第１項（改正後の第５６条に

おいて準用する場合を含む。）の規定の適用については、同項中「定めておかなければなら

ない」とあるのは、「定めておくよう努めなければならない」とする。 

 

 

 

理 由 

 厚生労働省令の改正に伴い、指定介護老人福祉施設の人員及び運営に関する基準について所

要の改正を行おうとするものである。 

 



議第３９号 

 

山形市介護老人保健施設の人員、施設及び設備並びに運営に関する基準を定める

条例の一部改正について 

 

山形市介護老人保健施設の人員、施設及び設備並びに運営に関する基準を定める条例の一部

を改正する条例を次のように制定する。 

 

令和６年２月２０日提出 

 

山形市長 佐 藤 孝 弘 

 

山形市介護老人保健施設の人員、施設及び設備並びに運営に関する基準を定める

条例の一部を改正する条例 

山形市介護老人保健施設の人員、施設及び設備並びに運営に関する基準を定める条例（平成

３０年市条例第６０号）の一部を次のように改正する。 

第４条第６項第３号中「若しくは」を「又は」に改め、「又は介護支援専門員（健康保険法

等の一部を改正する法律（平成１８年法律第８３号）附則第１３０条の２第１項の規定により

なおその効力を有するものとされた同法第２６条の規定による改正前の法第４８条第１項第３

号に規定する指定介護療養型医療施設の場合に限る。）」を削る。 

第７条第２項第２号中「磁気ディスク、シー・ディー・ロムその他これらに準ずる方法によ

り一定の事項を確実に記録しておくことができる物」を「電磁的記録媒体（電磁的記録（電子

的方式、磁気的方式その他人の知覚によっては認識することができない方式で作られる記録で

あって、電子計算機による情報処理の用に供されるものをいう。第５５条第１項において同

じ。）に係る記録媒体をいう。）」に改める。 

第１９条第１項中「協力病院」を「協力医療機関」に改める。 

第２６条ただし書中「同一敷地内にある」を削る。 

第３４条の見出しを「（協力医療機関等）」に改め、同条第１項中「協力病院」を「次の各

号に掲げる要件を満たす協力医療機関（第３号の要件を満たす協力医療機関にあっては、病院

に限る。）」に改め、同項に次のただし書を加える。 



ただし、複数の医療機関を協力医療機関として定めることにより当該各号の要件を満たす

こととしても差し支えない。 

⑴ 入所者の病状が急変した場合等において医師又は看護職員が相談対応を行う体制を、常

時確保していること。 

⑵ 当該介護老人保健施設からの診療の求めがあった場合において診療を行う体制を、常時

確保していること。 

⑶ 入所者の病状が急変した場合等において、当該介護老人保健施設の医師又は協力医療機

関その他の医療機関の医師が診療を行い、入院を要すると認められた入所者の入院を原則

として受け入れる体制を確保していること。 

第３４条中第２項を第６項とし、第１項の次に次の４項を加える。 

２ 介護老人保健施設は、１年に１回以上、協力医療機関との間で、入所者の病状が急変した

場合等の対応を確認するとともに、協力医療機関の名称等を市長に届け出なければならない。 

３ 介護老人保健施設は、感染症の予防及び感染症の患者に対する医療に関する法律（平成 

１０年法律第１１４号）第６条第１７項に規定する第二種協定指定医療機関（次項において

「第二種協定指定医療機関」という。）との間で、新興感染症（同条第７項に規定する新型

インフルエンザ等感染症、同条第８項に規定する指定感染症又は同条第９項に規定する新感

染症をいう。次項において同じ。）の発生時等の対応を取り決めるよう努めなければならな

い。 

４ 介護老人保健施設は、協力医療機関が第二種協定指定医療機関である場合においては、当

該第二種協定指定医療機関との間で、新興感染症の発生時等の対応について協議を行わなけ

ればならない。 

５ 介護老人保健施設は、入所者が協力医療機関その他の医療機関に入院した後に当該入所者

の病状が軽快し、退院が可能となった場合においては、再び当該介護老人保健施設に速やか

に入所させることができるよう努めなければならない。 

第３５条第１項中「協力病院」を「協力医療機関」に改め、「重要事項」の次に「（以下こ

の条において単に「重要事項」という。）」を加え、同条第２項中「前項に規定する事項」を

「重要事項」に、「同項」を「前項」に改め、同条に次の１項を加える。 

３ 介護老人保健施設は、原則として、重要事項をウェブサイトに掲載しなければならない。 

第４０条の２の次に次の１条を加える。 

（入所者の安全並びに介護サービスの質の確保及び職員の負担軽減に資する方策を検討する



ための委員会の設置） 

第４０条の３ 介護老人保健施設は、当該介護老人保健施設における業務の効率化、介護サー

ビスの質の向上その他の生産性の向上に資する取組の促進を図るため、当該介護老人保健施

設における入所者の安全並びに介護サービスの質の確保及び職員の負担軽減に資する方策を

検討するための委員会（テレビ電話装置等を活用して行うことができるものとする。）を定

期的に開催しなければならない。 

第４２条第２項第２号から第７号までの規定中「に規定する」を「の規定による」に改める。 

第５２条中第５項を第６項とし、第４項の次に次の１項を加える。 

５ ユニット型介護老人保健施設の管理者は、ユニット型施設の管理等に係る研修を受講する

よう努めなければならない。 

第５５条第１項中「（電子的方式、磁気的方式その他人の知覚によっては認識することがで

きない方式で作られる記録であって、電子計算機による情報処理の用に供されるものをい

う。）」を削る。 

附 則 

（施行期日） 

１ この条例は、令和６年４月１日（以下「施行日」という。）から施行する。 

 （重要事項の掲示に係る経過措置） 

２ 施行日から令和７年３月３１日までの間、改正後の第３５条第３項（改正後の第５４条に

おいて準用する場合を含む。）の規定の適用については、同項中「介護老人保健施設は、原

則として、重要事項をウェブサイトに掲載しなければならない。」とあるのは、「削除」と

する。 

 （入所者の安全並びに介護サービスの質の確保及び職員の負担軽減に資する方策を検討する

ための委員会の設置に係る経過措置） 

３ 施行日から令和９年３月３１日までの間、改正後の第４０条の３（改正後の第５４条にお

いて準用する場合を含む。）の規定の適用については、改正後の第４０条の３中「開催しな

ければならない」とあるのは、「開催するよう努めなければならない」とする。 

 （協力医療機関との連携に関する経過措置） 

４ 施行日から令和９年３月３１日までの間、改正後の第３４条第１項（改正後の第５４条に

おいて準用する場合を含む。）の規定の適用については、同項中「定めておかなければなら

ない」とあるのは、「定めておくよう努めなければならない」とする。 



理 由 

 厚生労働省令の改正に伴い、介護老人保健施設の人員及び運営に関する基準について所要の

改正を行おうとするものである。 

 



議第４０号 

 

山形市介護医療院の人員、施設及び設備並びに運営に関する基準を定める条例の

一部改正について 

 

山形市介護医療院の人員、施設及び設備並びに運営に関する基準を定める条例の一部を改正

する条例を次のように制定する。 

 

令和６年２月２０日提出 

 

山形市長 佐 藤 孝 弘 

 

山形市介護医療院の人員、施設及び設備並びに運営に関する基準を定める条例の

一部を改正する条例 

山形市介護医療院の人員、施設及び設備並びに運営に関する基準を定める条例（平成３０年

市条例第６２号）の一部を次のように改正する。 

第７条第２項第２号中「磁気ディスク、シー・ディー・ロムその他これらに準ずる方法によ

り一定の事項を確実に記録しておくことができる物」を「電磁的記録媒体（電磁的記録（電子

的方式、磁気的方式その他人の知覚によっては認識することができない方式で作られる記録で

あって、電子計算機による情報処理の用に供されるものをいう。第５５条第１項において同

じ。）に係る記録媒体をいう。）」に改める。 

第１２条第５項中「看護師又は准看護師（第５２条第２項第１号及び第２号において「看護

職員」という」を「看護職員（看護師又は准看護師をいう。第３４条第１項第１号並びに第 

５２条第２項第１号及び第２号において同じ」に改める。 

第１９条第１項中「協力病院」を「協力医療機関」に改める。 

第２６条ただし書中「同一敷地内にある」を削る。 

第３４条の見出しを「（協力医療機関等）」に改め、同条第１項中「協力病院」を「次の各

号に掲げる要件を満たす協力医療機関（第３号の要件を満たす協力医療機関にあっては、病院

に限る。）」に改め、同項に次のただし書を加える。 

ただし、複数の医療機関を協力医療機関として定めることにより当該各号の要件を満たす



こととしても差し支えない。 

⑴ 入所者の病状が急変した場合等において医師又は看護職員が相談対応を行う体制を、常

時確保していること。 

⑵ 当該介護医療院からの診療の求めがあった場合において診療を行う体制を、常時確保し

ていること。 

⑶ 入所者の病状が急変した場合等において、当該介護医療院の医師又は協力医療機関その

他の医療機関の医師が診療を行い、入院を要すると認められた入所者の入院を原則として

受け入れる体制を確保していること。 

第３４条中第２項を第６項とし、第１項の次に次の４項を加える。 

２ 介護医療院は、１年に１回以上、協力医療機関との間で、入所者の病状が急変した場合等

の対応を確認するとともに、協力医療機関の名称等を市長に届け出なければならない。 

３ 介護医療院は、感染症の予防及び感染症の患者に対する医療に関する法律（平成１０年法

律第１１４号）第６条第１７項に規定する第二種協定指定医療機関（次項において「第二種

協定指定医療機関」という。）との間で、新興感染症（同条第７項に規定する新型インフル

エンザ等感染症、同条第８項に規定する指定感染症又は同条第９項に規定する新感染症をい

う。次項において同じ。）の発生時等の対応を取り決めるよう努めなければならない。 

４ 介護医療院は、協力医療機関が第二種協定指定医療機関である場合においては、当該第二

種協定指定医療機関との間で、新興感染症の発生時等の対応について協議を行わなければな

らない。 

５ 介護医療院は、入所者が協力医療機関その他の医療機関に入院した後に当該入所者の病状

が軽快し、退院が可能となった場合においては、再び当該介護医療院に速やかに入所させる

ことができるよう努めなければならない。 

第３５条第１項中「協力病院」を「協力医療機関」に改め、「重要事項」の次に「（以下こ

の条において単に「重要事項」という。）」を加え、同条第２項中「前項に規定する事項」を

「重要事項」に、「同項」を「前項」に改め、同条に次の１項を加える。 

３ 介護医療院は、原則として、重要事項をウェブサイトに掲載しなければならない。 

第４０条の２の次に次の１条を加える。 

（入所者の安全並びに介護サービスの質の確保及び職員の負担軽減に資する方策を検討する

ための委員会の設置） 

第４０条の３ 介護医療院は、当該介護医療院における業務の効率化、介護サービスの質の向



上その他の生産性の向上に資する取組の促進を図るため、当該介護医療院における入所者の

安全並びに介護サービスの質の確保及び職員の負担軽減に資する方策を検討するための委員

会（テレビ電話装置等を活用して行うことができるものとする。）を定期的に開催しなけれ

ばならない。 

 第４２条第２項第２号中「に規定する」を「の規定による」に改める。 

第５２条中第５項を第６項とし、第４項の次に次の１項を加える。 

５ ユニット型介護医療院の管理者は、ユニット型施設の管理等に係る研修を受講するよう努

めなければならない。 

第５５条第１項中「（電子的方式、磁気的方式その他人の知覚によっては認識することがで

きない方式で作られる記録であって、電子計算機による情報処理の用に供されるものをい

う。）」を削る。 

附 則 

（施行期日） 

１ この条例は、令和６年４月１日（以下「施行日」という。）から施行する。 

 （重要事項の掲示に係る経過措置） 

２ 施行日から令和７年３月３１日までの間、改正後の第３５条第３項（改正後の第５４条に

おいて準用する場合を含む。）の規定の適用については、同項中「介護医療院は、原則とし

て、重要事項をウェブサイトに掲載しなければならない。」とあるのは、「削除」とする。 

 （入所者の安全並びに介護サービスの質の確保及び職員の負担軽減に資する方策を検討する

ための委員会の設置に係る経過措置） 

３ 施行日から令和９年３月３１日までの間、改正後の第４０条の３（改正後の第５４条にお

いて準用する場合を含む。）の規定の適用については、改正後の第４０条の３中「開催しな

ければならない」とあるのは、「開催するよう努めなければならない」とする。 

 （協力医療機関との連携に関する経過措置） 

４ 施行日から令和９年３月３１日までの間、改正後の第３４条第１項（改正後の第５４条に

おいて準用する場合を含む。）の規定の適用については、同項中「定めておかなければなら

ない」とあるのは、「定めておくよう努めなければならない」とする。 

 

 

 



理 由 

 厚生労働省令の改正に伴い、介護医療院の人員及び運営に関する基準について所要の改正を

行おうとするものである。 



議第４１号 

 

山形市軽費老人ホームの設備及び運営に関する基準を定める条例の一部改正につ

いて 

 

山形市軽費老人ホームの設備及び運営に関する基準を定める条例の一部を改正する条例を次

のように制定する。 

 

令和６年２月２０日提出 

 

山形市長 佐 藤 孝 弘 

 

山形市軽費老人ホームの設備及び運営に関する基準を定める条例の一部を改正す

る条例 

山形市軽費老人ホームの設備及び運営に関する基準を定める条例（平成３０年市条例第６３

号）の一部を次のように改正する。 

第９条第２項第２号中「に規定する」を「の規定による」に改め、同項第３号中「第１７条

第３項に規定する」を「第１７条第４項の規定による」に改め、同項第４号及び第５号中「に

規定する」を「の規定による」に改める。 

第１１条第４項ただし書中「同一敷地内にある」を削る。 

第１２条第３項第２号中「磁気ディスク、シー・ディー・ロムその他これらに準ずる方法に

より一定の事項を確実に記録しておくことができる物」を「電磁的記録媒体（電磁的記録（電

子的方式、磁気的方式その他人の知覚によっては認識することができない方式で作られる記録

であって、電子計算機による情報処理の用に供されるものをいう。第３５条第１項において同

じ。）に係る記録媒体をいう。）」に改める。 

第２７条中第２項を第７項とし、第１項の次に次の５項を加える。 

２ 軽費老人ホームは、前項の規定に基づき協力医療機関を定めるに当たっては、次に掲げる

要件を満たす協力医療機関を定めるよう努めなければならない。 

⑴ 入所者の病状が急変した場合等において医師又は看護職員が相談対応を行う体制を、常

時確保していること。 



⑵ 当該軽費老人ホームからの診療の求めがあった場合において診療を行う体制を、常時確

保していること。 

３ 軽費老人ホームは、１年に１回以上、協力医療機関との間で、入所者の病状が急変した場

合等の対応を確認するとともに、協力医療機関の名称等を市長に届け出なければならない。 

４ 軽費老人ホームは、感染症の予防及び感染症の患者に対する医療に関する法律（平成１０

年法律第１１４号）第６条第１７項に規定する第二種協定指定医療機関（次項において「第

二種協定指定医療機関」という。）との間で、新興感染症（同条第７項に規定する新型イン

フルエンザ等感染症、同条第８項に規定する指定感染症又は同条第９項に規定する新感染症

をいう。次項において同じ。）の発生時等の対応を取り決めるよう努めなければならない。 

５ 軽費老人ホームは、協力医療機関が第二種協定指定医療機関である場合においては、当該

第二種協定指定医療機関との間で、新興感染症の発生時等の対応について協議を行わなけれ

ばならない。 

６ 軽費老人ホームは、入所者が協力医療機関その他の医療機関に入院した後に当該入所者の

病状が軽快し、退院が可能となった場合においては、再び当該軽費老人ホームに速やかに入

所させることができるよう努めなければならない。 

第２８条第１項中「重要事項」の次に「（以下この条において単に「重要事項」とい

う。）」を加え、同条第２項中「前項に規定する事項」を「重要事項」に、「同項」を「前

項」に改め、同条に次の１項を加える。 

３ 軽費老人ホームは、原則として、重要事項をウェブサイトに掲載しなければならない。 

第３５条第１項中「、交付」及び「（電子的方式、磁気的方式その他人の知覚によっては認

識することができない方式で作られる記録であって、電子計算機による情報処理の用に供され

るものをいう。）」を削る。 

附則第６条第５項ただし書中「同一敷地内にある」を削る。 

附 則 

 （施行期日） 

１ この条例は、令和６年４月１日（以下「施行日」という。）から施行する。 

 （重要事項の掲示に係る経過措置） 

２ 施行日から令和７年３月３１日までの間、改正後の第２８条第３項（改正後の附則第１０

条において準用する場合を含む。）の規定の適用については、同項中「軽費老人ホームは、

原則として、重要事項をウェブサイトに掲載しなければならない。」とあるのは、「削除」



とする。 

 

 

 

理 由 

 厚生労働省令の改正に伴い、軽費老人ホームの設備及び運営に関する基準について所要の改

正を行おうとするものである。 



議第４２号 

 

山形市養護老人ホームの設備及び運営に関する基準を定める条例の一部改正につ

いて 

 

山形市養護老人ホームの設備及び運営に関する基準を定める条例の一部を改正する条例を次

のように制定する。 

 

令和６年２月２０日提出 

 

山形市長 佐 藤 孝 弘 

 

山形市養護老人ホームの設備及び運営に関する基準を定める条例の一部を改正す

る条例 

山形市養護老人ホームの設備及び運営に関する基準を定める条例（平成３０年市条例第６４

号）の一部を次のように改正する。 

第９条第２項第３号から第５号までの規定中「に規定する」を「の規定による」に改める。 

第１２条第５項ただし書中「同一敷地内にある」を削る。 

第２５条の見出しを「（協力医療機関等）」に改め、同条第１項中「入院治療を必要とする

入所者のために」を「入所者の病状の急変等に備えるため」に、「協力病院」を「次の各号に

掲げる要件を満たす協力医療機関（第３号の要件を満たす協力医療機関にあっては、病院に限

る。）」に改め、同項に次のただし書を加える。 

ただし、複数の医療機関を協力医療機関として定めることにより当該各号の要件を満たす

こととしても差し支えない。 

⑴ 入所者の病状が急変した場合等において医師又は看護職員が相談対応を行う体制を、常

時確保していること。 

⑵ 当該養護老人ホームからの診療の求めがあった場合において診療を行う体制を、常時確

保していること。 

⑶ 入所者の病状が急変した場合等において、当該養護老人ホームの医師又は協力医療機関

その他の医療機関の医師が診療を行い、入院を要すると認められた入所者の入院を原則と



して受け入れる体制を確保していること。 

第２５条中第２項を第６項とし、第１項の次に次の４項を加える。 

２ 養護老人ホームは、１年に１回以上、協力医療機関との間で、入所者の病状が急変した場

合等の対応を確認するとともに、協力医療機関の名称等を市長に届け出なければならない。 

３ 養護老人ホームは、感染症の予防及び感染症の患者に対する医療に関する法律（平成１０

年法律第１１４号）第６条第１７項に規定する第二種協定指定医療機関（次項において「第

二種協定指定医療機関」という。）との間で、新興感染症（同条第７項に規定する新型イン

フルエンザ等感染症、同条第８項に規定する指定感染症又は同条第９項に規定する新感染症

をいう。次項において同じ。）の発生時等の対応を取り決めるよう努めなければならない。 

４ 養護老人ホームは、協力医療機関が第二種協定指定医療機関である場合においては、当該

第二種協定指定医療機関との間で、新興感染症の発生時等の対応について協議を行わなけれ

ばならない。 

５ 養護老人ホームは、入所者が協力医療機関その他の医療機関に入院した後に当該入所者の

病状が軽快し、退院が可能となった場合においては、再び当該養護老人ホームに速やかに入

所させることができるよう努めなければならない。 

附 則 

（施行期日） 

１ この条例は、令和６年４月１日（以下「施行日」という。）から施行する。 

（協力医療機関との連携に関する経過措置） 

２ 施行日から令和９年３月３１日までの間、改正後の第２５条第１項の規定の適用について

は、同項中「定めておかなければならない」とあるのは、「定めておくよう努めなければな

らない」とする。 

 

 

 

理 由 

 厚生労働省令の改正に伴い、養護老人ホームの設備及び運営に関する基準について所要の改

正を行おうとするものである。 

 



議第４３号 

 

山形市特別養護老人ホームの設備及び運営に関する基準を定める条例の一部改正

について 

 

山形市特別養護老人ホームの設備及び運営に関する基準を定める条例の一部を改正する条例

を次のように制定する。 

 

令和６年２月２０日提出 

 

山形市長 佐 藤 孝 弘 

 

山形市特別養護老人ホームの設備及び運営に関する基準を定める条例の一部を改

正する条例 

山形市特別養護老人ホームの設備及び運営に関する基準を定める条例（平成３０年市条例第

６５号）の一部を次のように改正する。 

目次中「第３２条の２」を「第３２条の３」に改める。 

第９条第２項第３号から第５号までの規定中「に規定する」を「の規定による」に改める。 

第２３条中「医師」の次に「及び協力医療機関の協力を得て、当該医師及び当該協力医療機

関」を加え、同条に次の１項を加える。 

２ 特別養護老人ホームは、前項の医師及び協力医療機関の協力を得て、１年に１回以上、緊

急時等における対応方法の見直しを行い、必要に応じて緊急時等における対応方法の変更を

行わなければならない。 

第２４条第２項中「第３２条の２」を「第３２条の３」に改める。 

第２８条の見出しを「（協力医療機関等）」に改め、同条第１項中「入院治療を必要とする

入所者のために」を「入所者の病状の急変等に備えるため」に、「協力病院」を「次の各号に

掲げる要件を満たす協力医療機関（第３号の要件を満たす協力医療機関にあっては、病院に限

る。）」に改め、同項に次のただし書を加える。 

ただし、複数の医療機関を協力医療機関として定めることにより当該各号の要件を満たす

こととしても差し支えない。 



⑴ 入所者の病状が急変した場合等において医師又は看護職員が相談対応を行う体制を、常

時確保していること。 

⑵ 当該特別養護老人ホームからの診療の求めがあった場合において診療を行う体制を、常

時確保していること。 

⑶ 入所者の病状が急変した場合等において、当該特別養護老人ホームの医師又は協力医療

機関その他の医療機関の医師が診療を行い、入院を要すると認められた入所者の入院を原

則として受け入れる体制を確保していること。 

第２８条中第２項を第６項とし、第１項の次に次の４項を加える。 

２ 特別養護老人ホームは、１年に１回以上、協力医療機関との間で、入所者の病状が急変し

た場合等の対応を確認するとともに、協力医療機関の名称等を市長に届け出なければならな

い。 

３ 特別養護老人ホームは、感染症の予防及び感染症の患者に対する医療に関する法律（平成

１０年法律第１１４号）第６条第１７項に規定する第二種協定指定医療機関（次項において

「第二種協定指定医療機関」という。）との間で、新興感染症（同条第７項に規定する新型

インフルエンザ等感染症、同条第８項に規定する指定感染症又は同条第９項に規定する新感

染症をいう。次項において同じ。）の発生時等の対応を取り決めるよう努めなければならな

い。 

４ 特別養護老人ホームは、協力医療機関が第二種協定指定医療機関である場合においては、

当該第二種協定指定医療機関との間で、新興感染症の発生時等の対応について協議を行わな

ければならない。 

５ 特別養護老人ホームは、入所者が協力医療機関その他の医療機関に入院した後に当該入所

者の病状が軽快し、退院が可能となった場合においては、再び当該特別養護老人ホームに速

やかに入所させることができるよう努めなければならない。 

第２章中第３２条の２の次に次の１条を加える。 

（入所者の安全並びに介護サービスの質の確保及び職員の負担軽減に資する方策を検討する

ための委員会の設置） 

第３２条の３ 特別養護老人ホームは、当該特別養護老人ホームにおける業務の効率化、介護

サービスの質の向上その他の生産性の向上に資する取組の促進を図るため、当該特別養護老

人ホームにおける入所者の安全並びに介護サービスの質の確保及び職員の負担軽減に資する

方策を検討するための委員会（テレビ電話装置等を活用して行うことができるものとす



る。）を定期的に開催しなければならない。 

第４１条中第５項を第６項とし、第４項の次に次の１項を加える。 

５ ユニット型特別養護老人ホームの施設長は、ユニット型施設の管理等に係る研修を受講す

るよう努めなければならない。 

第４３条中「第３２条の２」を「第３２条の３」に改める。 

第４６条第１２項中「第９３条第１項」を「第１０３条第１項」に改める。 

第４９条中「、第３２条及び第３２条の２」を「及び第３２条から第３２条の３まで」に、

「第３２条の２」を「第３２条の３」に改める。 

第５３条中「、第３２条の２」を「から第３２条の３まで」に、「第３２条の２」を「第 

３２条の３」に改める。 

附 則 

（施行期日） 

１ この条例は、令和６年４月１日（以下「施行日」という。）から施行する。 

 （入所者の安全並びに介護サービスの質の確保及び職員の負担軽減に資する方策を検討する

ための委員会の設置に係る経過措置） 

２ 施行日から令和９年３月３１日までの間、改正後の第３２条の３（改正後の第４３条、第

４９条及び第５３条において準用する場合を含む。）の規定の適用については、改正後の第

３２条の３中「開催しなければならない」とあるのは、「開催するよう努めなければならな

い」とする。 

 （協力医療機関との連携に関する経過措置） 

３ 施行日から令和９年３月３１日までの間、改正後の第２８条第１項（改正後の第４３条、

第４９条及び第５３条において準用する場合を含む。）の規定の適用については、同項中

「定めておかなければならない」とあるのは、「定めておくよう努めなければならない」と

する。 

 

 

 

理 由 

厚生労働省令の改正に伴い、特別養護老人ホームの設備及び運営に関する基準について所要

の改正を行おうとするものである。 



議第４４号 

 

山形市指定地域密着型サービスの事業の人員、設備及び運営に関する基準等を定

める条例の一部改正について 

 

山形市指定地域密着型サービスの事業の人員、設備及び運営に関する基準等を定める条例の

一部を改正する条例を次のように制定する。 

 

令和６年２月２０日提出 

 

山形市長 佐 藤 孝 弘 

 

山形市指定地域密着型サービスの事業の人員、設備及び運営に関する基準等を定

める条例の一部を改正する条例 

山形市指定地域密着型サービスの事業の人員、設備及び運営に関する基準等を定める条例

（平成２５年市条例第３号）の一部を次のように改正する。 

第８条第５項中第１１号を削り、第１２号を第１１号とし、同条第６項ただし書中「定期巡

回・随時対応型訪問介護看護事業所」を「指定定期巡回・随時対応型訪問介護看護事業所」に、

「同一施設」を「同一敷地」に改める。 

第９条ただし書中「同一敷地内にある」を削る。 

第１１条第２項第２号中「磁気ディスク、シー・ディー・ロムその他これらに準ずる方法に

より一定の事項を確実に記録しておくことができる物」を「電磁的記録媒体（電磁的記録（電

子的方式、磁気的方式その他人の知覚によっては認識することができない方式で作られる記録

であって、電子計算機による情報処理の用に供されるものをいう。第２０５条第１項において

同じ。）に係る記録媒体をいう。）」に改める。 

第２６条第１項中第９号を第１１号とし、第８号を第１０号とし、第７号の次に次の２号を

加える。 

⑻ 指定定期巡回・随時対応型訪問介護看護の提供に当たっては、当該利用者又は他の利用

者等の生命又は身体を保護するため緊急やむを得ない場合を除き、身体的拘束その他利用

者の行動を制限する行為（以下「身体的拘束等」という。）を行ってはならない。 



⑼ 身体的拘束等を行う場合には、その態様及び時間、その際の利用者の心身の状況並びに

緊急やむを得ない理由を記録しなければならない。 

第３６条第１項中「重要事項」の次に「（以下この条において単に「重要事項」とい

う。）」を加え、同条第２項中「前項に規定する事項」を「重要事項」に、「同項」を「前

項」に改め、同条に次の１項を加える。 

３ 指定定期巡回・随時対応型訪問介護看護事業者は、原則として、重要事項をウェブサイト

に掲載しなければならない。 

第４４条第２項第２号中「に規定する」を「の規定による」に改め、同項第４号中「第２８

条第１１項」を「第２８条第１０項」に改め、同項第７号中「に規定する」を「の規定によ

る」に改め、同号を同項第８号とし、同項第６号中「に規定する」を「の規定による」に改め、

同号を同項第７号とし、同項第５号中「に規定する」を「の規定による」に改め、同号を同項

第６号とし、同項第４号の次に次の１号を加える。 

⑸ 第２６条第１項第９号の規定による身体的拘束等の態様及び時間、その際の利用者の心

身の状況並びに緊急やむを得ない理由の記録 

第４９条第３項ただし書中「当該夜間対応型訪問介護事業所」を「当該指定夜間対応型訪問

介護事業所」に改め、同条第４項中第１１号を削り、第１２号を第１１号とし、同条第５項た

だし書及び第６項中「当該夜間対応型訪問介護事業所」を「当該指定夜間対応型訪問介護事業

所」に改める。 

第５０条ただし書中「同一敷地内の」を削る。 

第５３条第１項中第７号を第９号とし、第６号を第８号とし、第５号を第７号とし、第４号

の次に次の２号を加える。 

⑸ 指定夜間対応型訪問介護の提供に当たっては、当該利用者又は他の利用者等の生命又は

身体を保護するため緊急やむを得ない場合を除き、身体的拘束等を行ってはならない。 

⑹ 身体的拘束等を行う場合には、その態様及び時間、その際の利用者の心身の状況並びに

緊急やむを得ない理由を記録しなければならない。 

第６０条第２項第２号中「に規定する」を「の規定による」に改め、同項第５号中「に規定

する」を「の規定による」に改め、同号を同項第６号とし、同項第４号中「に規定する」を

「の規定による」に改め、同号を同項第５号とし、同項第３号中「に規定する」を「の規定に

よる」に改め、同号を同項第４号とし、同項第２号の次に次の１号を加える。 

⑶ 第５３条第１項第６号の規定による身体的拘束等の態様及び時間、その際の利用者の心



身の状況並びに緊急やむを得ない理由の記録 

第６１条の４ただし書中「同一敷地内にある」を削る。 

第６１条の５第４項中「当該指定地域密着型通所介護事業者に係る指定を行った市町村長」

を「市長」に改める。 

第６１条の９中第７号を第９号とし、第６号を第８号とし、第５号を第７号とし、第４号の

次に次の２号を加える。 

⑸ 指定地域密着型通所介護の提供に当たっては、当該利用者又は他の利用者等の生命又は

身体を保護するため緊急やむを得ない場合を除き、身体的拘束等を行ってはならない。 

⑹ 身体的拘束等を行う場合には、その態様及び時間、その際の利用者の心身の状況並びに

緊急やむを得ない理由を記録しなければならない。 

第６１条の１９第２項第２号中「に規定する」を「の規定による」に改め、同項第６号を同

項第７号とし、同項第５号中「に規定する」を「の規定による」に改め、同号を同項第６号と

し、同項第４号中「に規定する」を「の規定による」に改め、同号を同項第５号とし、同項第

３号中「に規定する」を「の規定による」に改め、同号を同項第４号とし、同項第２号の次に

次の１号を加える。 

⑶ 第６１条の９第６号の規定による身体的拘束等の態様及び時間、その際の利用者の心身

の状況並びに緊急やむを得ない理由の記録 

第６１条の２０の３中「同項第３号」を「同項第４号」に、「同項第４号」を「同項第５

号」に改める。 

第６１条の２４第１項ただし書中「同一敷地内にある」を削る。 

第６１条の２６第４項中「当該指定療養通所介護事業者に係る指定を行った市町村長」を

「市長」に改める。 

第６１条の３０中第５号を第７号とし、第４号を第６号とし、第３号を第５号とし、第２号

の次に次の２号を加える。 

⑶ 指定療養通所介護の提供に当たっては、当該利用者又は他の利用者等の生命又は身体を

保護するため緊急やむを得ない場合を除き、身体的拘束等を行ってはならない。 

⑷ 身体的拘束等を行う場合には、その態様及び時間、その際の利用者の心身の状況並びに

緊急やむを得ない理由を記録しなければならない。 

第６１条の３７第２項第３号中「に規定する」を「の規定による」に改め、同項第７号を同

項第８号とし、同項第６号中「に規定する」を「の規定による」に改め、同号を同項第７号と



し、同項第５号中「に規定する」を「の規定による」に改め、同号を同項第６号とし、同項第

４号中「に規定する」を「の規定による」に改め、同号を同項第５号とし、同項第３号の次に

次の１号を加える。 

⑷ 第６１条の３０第４号の規定による身体的拘束等の態様及び時間、その際の利用者の心

身の状況並びに緊急やむを得ない理由の記録 

第６４条第１項ただし書中「同一敷地内にある」を削る。 

第６５条第４項中「当該単独型・併設型指定認知症対応型通所介護事業者に係る指定を行っ

た市町村長」を「市長」に改める。 

第６７条第２項中「介護保険施設をいう。以下同じ。）若しくは」の次に「健康保険法等の

一部を改正する法律（平成１８年法律第８３号）第２６条の規定による改正前の法第４８条第

１項第３号に規定する」を加える。 

第６８条第１項中「同一敷地内にある」を削る。 

第７２条中第７号を第９号とし、第６号を第８号とし、第５号を第７号とし、第４号の次に

次の２号を加える。 

⑸ 指定認知症対応型通所介護の提供に当たっては、当該利用者又は他の利用者等の生命又

は身体を保護するため緊急やむを得ない場合を除き、身体的拘束等を行ってはならない。 

⑹ 身体的拘束等を行う場合には、その態様及び時間、その際の利用者の心身の状況並びに

緊急やむを得ない理由を記録しなければならない。 

第８１条第２項第２号中「に規定する」を「の規定による」に改め、同項第６号を同項第７

号とし、同項第５号中「に規定する」を「の規定による」に改め、同号を同項第６号とし、同

項第４号中「に規定する」を「の規定による」に改め、同号を同項第５号とし、同項第３号中

「に規定する」を「の規定による」に改め、同号を同項第４号とし、同項第２号の次に次の１

号を加える。 

⑶ 第７２条第６号の規定による身体的拘束等の態様及び時間、その際の利用者の心身の状

況並びに緊急やむを得ない理由の記録 

第８４条第６項の表中「、指定介護療養型医療施設（医療法（昭和２３年法律第２０５号）

第７条第２項第４号に規定する療養病床を有する診療所であるものに限る。）」を削る。 

第８５条第１項ただし書中「当該指定小規模多機能型居宅介護事業所に併設する前条第６項

の表の当該指定小規模多機能型居宅介護事業所に中欄に掲げる施設等のいずれかが併設されて

いる場合の項の中欄に掲げる施設等の職務、同一敷地内の指定定期巡回・随時対応型訪問介護



看護事業所の職務（当該指定定期巡回・随時対応型訪問介護看護事業者が、指定夜間対応型訪

問介護事業者、指定訪問介護事業者又は指定訪問看護事業者の指定を併せて受け、一体的な運

営を行っている場合には、これらの事業に係る職務を含む。）若しくは法第１１５条の４５第

１項に規定する介護予防・日常生活支援総合事業（同項第１号ニに規定する第１号介護予防支

援事業を除く。）」を「他の事業所、施設等の職務」に改め、同条第３項中「第１１４条」の

次に「、第１９４条第３項」を加える。 

第９４条第５号中「身体的拘束その他利用者の行動を制限する行為（以下「身体的拘束等」

という。）」を「身体的拘束等」に改め、同条第７号中「講ずるよう努めなければならない」

を「講じなければならない」に改め、同号ア中「委員会」の次に「（テレビ電話装置等を活用

して行うことができるものとする。）」を加え、「１年」を「３月」に改める。 

第１０８条の次に次の１条を加える。 

（利用者の安全並びに介護サービスの質の確保及び職員の負担軽減に資する方策を検討する

ための委員会の設置） 

第１０８条の２ 指定小規模多機能型居宅介護事業者は、当該指定小規模多機能型居宅介護事

業所における業務の効率化、介護サービスの質の向上その他の生産性の向上に資する取組の

促進を図るため、当該指定小規模多機能型居宅介護事業所における利用者の安全並びに介護

サービスの質の確保及び職員の負担軽減に資する方策を検討するための委員会（テレビ電話

装置等を活用して行うことができるものとする。）を定期的に開催しなければならない。 

第１０９条第２項第３号から第７号までの規定中「に規定する」を「の規定による」に改め

る。 

第１１３条第１項ただし書中「同一敷地内にある」及び「若しくは併設する指定小規模多機

能型居宅介護事業所若しくは指定看護小規模多機能型居宅介護事業所」を削る。 

第１２３条ただし書中「これらの事業所、施設等が同一敷地内にあること等により」を削る。 

第１２７条中第３項を第８項とし、第２項を第７項とし、第１項の次に次の５項を加える。 

２ 指定認知症対応型共同生活介護事業者は、前項の規定に基づき協力医療機関を定めるに当

たっては、次に掲げる要件を満たす協力医療機関を定めるよう努めなければならない。 

⑴ 利用者の病状が急変した場合等において医師又は看護師若しくは准看護師が相談対応を

行う体制を、常時確保していること。 

⑵ 当該指定認知症対応型共同生活介護事業者からの診療の求めがあった場合において診療

を行う体制を、常時確保していること。 



３ 指定認知症対応型共同生活介護事業者は、１年に１回以上、協力医療機関との間で、利用

者の病状が急変した場合等の対応を確認するとともに、協力医療機関の名称等を市長に届け

出なければならない。 

４ 指定認知症対応型共同生活介護事業者は、感染症の予防及び感染症の患者に対する医療に

関する法律（平成１０年法律第１１４号）第６条第１７項に規定する第二種協定指定医療機

関（以下「第二種協定指定医療機関」という。）との間で、新興感染症（同条第７項に規定

する新型インフルエンザ等感染症、同条第８項に規定する指定感染症又は同条第９項に規定

する新感染症をいう。以下同じ。）の発生時等の対応を取り決めるよう努めなければならな

い。 

５ 指定認知症対応型共同生活介護事業者は、協力医療機関が第二種協定指定医療機関である

場合においては、当該第二種協定指定医療機関との間で、新興感染症の発生時等の対応につ

いて協議を行わなければならない。 

６ 指定認知症対応型共同生活介護事業者は、利用者が協力医療機関その他の医療機関に入院

した後に当該利用者の病状が軽快し、退院が可能となった場合においては、再び当該指定認

知症対応型共同生活介護事業所に速やかに入居させることができるよう努めなければならな

い。 

第１２９条第２項第２号から第６号までの規定中「に規定する」を「の規定による」に改め

る。 

第１３０条中「及び第１０６条」を「、第１０６条及び第１０８条の２」に改める。 

第１３２条第７項中第２号を削り、第３号を第２号とし、同条に次の１項を加える。 

１１ 次に掲げる要件のいずれにも適合する場合における第１項第２号アの規定の適用につい

ては、当該規定中「１」とあるのは、「０．９」とする。 

⑴ 第１５１条において準用する第１０８条の２に規定する委員会において、利用者の安全

並びに介護サービスの質の確保及び職員の負担軽減を図るための取組に関する次に掲げる

事項について必要な検討を行い、及び当該事項の実施を定期的に確認していること。 

ア 利用者の安全及びケアの質の確保 

イ 地域密着型特定施設従業者の負担軽減及び勤務状況への配慮 

ウ 緊急時の体制整備 

エ 業務の効率化、介護サービスの質の向上等に資する機器（次号において「介護機器」

という。）の定期的な点検 



オ 地域密着型特定施設従業者に対する研修 

⑵ 介護機器を複数種類活用していること。 

⑶ 利用者の安全並びに介護サービスの質の確保及び職員の負担軽減を図るため、地域密着

型特定施設従業者間の適切な役割分担を行っていること。 

⑷ 利用者の安全並びに介護サービスの質の確保及び職員の負担軽減を図る取組による介護

サービスの質の確保及び職員の負担軽減が行われていると認められること。 

第１３３条ただし書中「同一敷地内にある」を削る。 

第１４９条中第２項を第７項とし、第１項の次に次の５項を加える。 

２ 指定地域密着型特定施設入居者生活介護事業者は、前項の規定に基づき協力医療機関を定

めるに当たっては、次に掲げる要件を満たす協力医療機関を定めるよう努めなければならな

い。 

⑴ 利用者の病状が急変した場合等において医師又は看護職員が相談対応を行う体制を、常

時確保していること。 

⑵ 当該指定地域密着型特定施設入居者生活介護事業者からの診療の求めがあった場合にお

いて診療を行う体制を、常時確保していること。 

３ 指定地域密着型特定施設入居者生活介護事業者は、１年に１回以上、協力医療機関との間

で、利用者の病状が急変した場合等の対応を確認するとともに、協力医療機関の名称等を市

長に届け出なければならない。 

４ 指定地域密着型特定施設入居者生活介護事業者は、第二種協定指定医療機関との間で、新

興感染症の発生時等の対応を取り決めるよう努めなければならない。 

５ 指定地域密着型特定施設入居者生活介護事業者は、協力医療機関が第二種協定指定医療機

関である場合においては、当該第二種協定指定医療機関との間で、新興感染症の発生時等の

対応について協議を行わなければならない。 

６ 指定地域密着型特定施設入居者生活介護事業者は、利用者が協力医療機関その他の医療機

関に入院した後に当該利用者の病状が軽快し、退院が可能となった場合においては、再び当

該指定地域密着型特定施設に速やかに入居させることができるよう努めなければならない。 

第１５０条第２項第２号から第７号までの規定中「に規定する」を「の規定による」に改め

る。 

第１５１条中「及び第１０１条」を「、第１０１条及び第１０８条の２」に改める。 

第１５３条第８項第３号中「若しくは」を「又は」に改め、「又は介護支援専門員（指定介



護療養型医療施設の場合に限る。）」を削る。 

第１５４条第１項第６号中「医療法」の次に「（昭和２３年法律第２０５号）」を加える。 

第１６７条の２中「医師」の次に「及び協力医療機関の協力を得て、当該医師及び当該協力

医療機関」を加え、同条に次の１項を加える。 

２ 指定地域密着型介護老人福祉施設は、前項の医師及び協力医療機関の協力を得て、１年に

１回以上、緊急時等における対応方法の見直しを行い、必要に応じて緊急時等における対応

方法の変更を行わなければならない。 

第１６８条ただし書中「同一敷地内にある」を削る。 

第１６９条第５号中「に規定する」を「の規定による」に、「を記録する」を「の記録を行

う」に改め、同条第６号中「に規定する」を「の規定による」に、「を記録する」を「の記録

を行う」に改め、同条第７号中「に規定する」を「の規定による」に、「記録する」を「の記

録を行う」に改める。 

第１７４条の見出しを「（協力医療機関等）」に改め、同条第１項中「入院治療を必要とす

る入所者のために」を「入所者の病状の急変等に備えるため」に、「協力病院」を「次の各号

に掲げる要件を満たす協力医療機関（第３号の要件を満たす協力医療機関にあっては、病院に

限る。）」に改め、同項に次のただし書を加える。 

ただし、複数の医療機関を協力医療機関として定めることにより当該各号の要件を満たす

こととしても差し支えない。 

⑴ 入所者の病状が急変した場合等において医師又は看護職員が相談対応を行う体制を、常

時確保していること。 

⑵ 当該指定地域密着型介護老人福祉施設からの診療の求めがあった場合において診療を行

う体制を、常時確保していること。 

⑶ 入所者の病状が急変した場合等において、当該指定地域密着型介護老人福祉施設の医師

又は協力医療機関その他の医療機関の医師が診療を行い、入院を要すると認められた入所

者の入院を原則として受け入れる体制を確保していること。 

第１７４条中第２項を第６項とし、第１項の次に次の４項を加える。 

２ 指定地域密着型介護老人福祉施設は、１年に１回以上、協力医療機関との間で、入所者の

病状が急変した場合等の対応を確認するとともに、協力医療機関の名称等を市長に届け出な

ければならない。 

３ 指定地域密着型介護老人福祉施設は、第二種協定指定医療機関との間で、新興感染症の発



生時等の対応を取り決めるよう努めなければならない。 

４ 指定地域密着型介護老人福祉施設は、協力医療機関が第二種協定指定医療機関である場合

においては、当該第二種協定指定医療機関との間で、新興感染症の発生時等の対応について

協議を行わなければならない。 

５ 指定地域密着型介護老人福祉施設は、入所者が協力医療機関その他の医療機関に入院した

後に当該入所者の病状が軽快し、退院が可能となった場合においては、再び当該指定地域密

着型介護老人福祉施設に速やかに入所させることができるよう努めなければならない。 

第１７８条第２項第２号から第６号までの規定中「に規定する」を「の規定による」に改め

る。 

第１７９条中「及び第６１条の１７第１項から第４項まで」を「、第６１条の１７第１項か

ら第４項まで及び第１０８条の２」に改める。 

第１８９条中第５項を第６項とし、第４項の次に次の１項を加える。 

５ ユニット型指定地域密着型介護老人福祉施設の管理者は、ユニット型施設の管理等に係る

研修を受講するよう努めなければならない。 

第１９１条中「第４項まで」の次に「、第１０８条の２」を加える。 

第１９３条第７項中第４号を削り、第５号を第４号とする。 

第１９４条第１項ただし書中「同一敷地内にある」及び「若しくは当該指定看護小規模多機

能型居宅介護事業所に併設する前条第７項各号に掲げる施設等」を削る。 

第１９９条第１号中「療養上の管理の下で」を「当該利用者の居宅において、又はサービス

の拠点に通わせ、若しくは短期間宿泊させ、日常生活上の世話及び機能訓練並びに療養上の世

話又は必要な診療の補助を」に改め、同条第７号中「講ずるよう努めなければならない」を

「講じなければならない」に改め、同号ア中「委員会」の次に「（テレビ電話装置等を活用し

て行うことができるものとする。）」を加え、「１年」を「３月」に、「介護職員その他の従

業者」を「看護小規模多機能型居宅介護従業者」に改め、同号ウ中「介護職員その他の従業

者」を「看護小規模多機能型居宅介護従業者」に改める。 

第２０３条第２項第３号及び第６号から第９号までの規定中「に規定する」を「の規定によ

る」に改める。 

第２０４条中「及び第１０８条」を「、第１０８条及び第１０８条の２」に改める。 

第２０５条第１項中「（電子的方式、磁気的方式その他人の知覚によっては認識することが

できない方式で作られる記録であって、電子計算機による情報処理の用に供されるものをい



う。）」を削る。 

附 則 

 （施行期日） 

１ この条例は、令和６年４月１日（以下「施行日」という。）から施行する。 

（重要事項の掲示に係る経過措置） 

２ 施行日から令和７年３月３１日までの間、改正後の第３６条第３項（改正後の第６１条、

第６１条の２０、第６１条の２０の３、第６１条の３８、第８２条、第１１０条、第１３０

条、第１５１条、第１７９条、第１９１条及び第２０４条において準用する場合を含む。）

の規定の適用については、同項中「指定定期巡回・随時対応型訪問介護看護事業者は、原則

として、重要事項をウェブサイトに掲載しなければならない。」とあるのは、「削除」とす

る。 

（身体的拘束等の適正化に係る経過措置） 

３ 施行日から令和７年３月３１日までの間、改正後の第９４条第７号及び第１９９条第７号

の規定の適用については、これらの規定中「講じなければならない」とあるのは、「講ずる

よう努めなければならない」とする。 

（利用者の安全並びに介護サービスの質の確保及び職員の負担軽減に資する方策を検討する

ための委員会の設置に係る経過措置） 

４ 施行日から令和９年３月３１日までの間、改正後の第１０８条の２（改正後の第１３０条、

第１５１条、第１７９条、第１９１条及び２０４条において準用する場合を含む。）の規定

の適用については、改正後の第１０８条の２中「開催しなければならない」とあるのは、

「開催するよう努めなければならない」とする。 

（協力医療機関との連携に関する経過措置） 

５ 施行日から令和９年３月３１日までの間、改正後の第１７４条第１項（改正後の第１９１

条において準用する場合を含む。）の規定の適用については、同項中「定めておかなければ

ならない」とあるのは、「定めておくよう努めなければならない」とする。 

 

 

理 由 

 厚生労働省令の改正に伴い、指定地域密着型サービスの事業の人員及び運営に関する基準に

ついて所要の改正を行おうとするものである。 



議第４５号 

 

山形市指定地域密着型介護予防サービスの事業の人員、設備及び運営に関する基

準等を定める条例の一部改正について 

 

山形市指定地域密着型介護予防サービスの事業の人員、設備及び運営に関する基準等を定め

る条例の一部を改正する条例を次のように制定する。 

 

令和６年２月２０日提出 

 

山形市長 佐 藤 孝 弘 

 

山形市指定地域密着型介護予防サービスの事業の人員、設備及び運営に関する基

準等を定める条例の一部を改正する条例 

山形市指定地域密着型介護予防サービスの事業の人員、設備及び運営に関する基準等を定め

る条例（平成２５年市条例第４号）の一部を次のように改正する。 

第６条第１項第２号中「この章」の次に「及び第８４条第２項第１号」を加える。 

第７条第１項ただし書中「同一敷地内にある」を削る。 

第８条第４項中「当該単独型・併設型指定介護予防認知症対応型通所介護事業者に係る指定

を行った市町村長」を「市長」に改める。 

第１０条第２項中「指定介護療養型医療施設（健康保険法等の一部を改正する法律（平成 

１８年法律第８３号）附則第１３０条の２第１項の規定によりなおその効力を有するものとさ

れた同法第２６条の規定による改正前の法第４８条第１項第３号に規定する指定介護療養型医

療施設をいう。第４５条第６項において同じ。）」を「健康保険法等の一部を改正する法律

（平成１８年法律第８３号）第２６条の規定による改正前の法第４８条第１項第３号に規定す

る指定介護療養型医療施設」に改める。 

第１１条第１項中「同一敷地内にある」を削る。 

第１２条第２項第２号中「磁気ディスク、シー・ディー・ロムその他これらに準ずる方法に

より一定の事項を確実に記録しておくことができる物」を「電磁的記録媒体（電磁的記録（電

子的方式、磁気的方式その他人の知覚によっては認識することができない方式で作られる記録



であって、電子計算機による情報処理の用に供されるものをいう。第９２条第１項において同

じ。）に係る記録媒体をいう。）」に改める。 

第３３条第１項中「重要事項」の次に「（以下この条において単に「重要事項」とい

う。）」を加え、同条第２項中「前項に規定する事項」を「重要事項」に、「同項」を「前

項」に改め、同条に次の１項を加える。 

３ 指定介護予防認知症対応型通所介護事業者は、原則として、重要事項をウェブサイトに掲

載しなければならない。 

第４１条第２項第２号中「に規定する」を「の規定による」に改め、同項第６号を同項第７

号とし、同項第５号中「に規定する」を「の規定による」に改め、同号を同項第６号とし、同

項第４号中「に規定する」を「の規定による」に改め、同号を同項第５号とし、同項第３号中

「に規定する」を「の規定による」に改め、同号を同項第４号とし、同項第２号の次に次の１

号を加える。 

⑶ 第４３条第１１号の規定による身体的拘束その他利用者の行動を制限する行為（以下

「身体的拘束等」という。）の態様及び時間、その際の利用者の心身の状況並びに緊急や

むを得ない理由の記録 

第４３条第１５号を同条第１７号とし、同条第１４号中「第１２号」を「第１４号」に改め、

同号を同条第１６号とし、同条中第１３号を第１５号とし、第１０号から第１２号までを２号

ずつ繰り下げ、第９号の次に次の２号を加える。 

⑽ 指定介護予防認知症対応型通所介護の提供に当たっては、当該利用者又は他の利用者等

の生命又は身体を保護するため緊急やむを得ない場合を除き、身体的拘束等を行ってはな

らない。 

⑾ 身体的拘束等を行う場合には、その態様及び時間、その際の利用者の心身の状況並びに

緊急やむを得ない理由を記録しなければならない。 

第４５条第６項の表中「、指定介護療養型医療施設（医療法（昭和２３年法律第２０５号）

第７条第２項第４号に規定する療養病床を有する診療所であるものに限る。）」を削る。 

第４６条第１項ただし書中「当該指定介護予防小規模多機能型居宅介護事業所に併設する前

条第６項の表の当該指定介護予防小規模多機能型居宅介護事業所に中欄に掲げる施設等のいず

れかが併設されている場合の項の中欄に掲げる施設等の職務、同一敷地内の指定定期巡回・随

時対応型訪問介護看護事業所（指定地域密着型サービス基準条例第８条第１項に規定する指定

定期巡回・随時対応型訪問介護看護事業所をいう。以下同じ。）の職務（当該指定定期巡回・



随時対応型訪問介護看護事業所に係る指定定期巡回・随時対応型訪問介護看護事業者（指定地

域密着型サービス基準条例第８条第１項に規定する指定定期巡回・随時対応型訪問介護看護事

業者をいう。以下同じ。）が、指定夜間対応型訪問介護事業者（指定地域密着型サービス基準

条例第４９条第１項に規定する指定夜間対応型訪問介護事業者をいう。以下同じ。）、指定訪

問介護事業者（山形市指定居宅サービス等の事業の人員、設備及び運営に関する基準等を定め

る条例（平成３０年市条例第５７号。以下「指定居宅サービス等基準条例」という。）第６条

第１項に規定する指定訪問介護事業者をいう。以下同じ。）又は指定訪問看護事業者（指定居

宅サービス等基準条例第６８条第１項に規定する指定訪問看護事業者をいう。以下同じ。）の

指定を併せて受け、一体的な運営を行っている場合には、これらの事業に係る職務を含む。）

若しくは法第１１５条の４５第１項に規定する介護予防・日常生活支援総合事業（同項第１号

ニに規定する第１号介護予防支援事業を除く。）」を「他の事業所、施設等の職務」に改める。 

第５４条第１項中「身体的拘束その他利用者の行動を制限する行為（以下「身体的拘束等」

という。）」を「身体的拘束等」に改め、同条第３項中「講ずるよう努めなければならない」

を「講じなければならない」に改め、同項第１号中「委員会」の次に「（テレビ電話装置等を

活用して行うことができるものとする。）」を加え、「１年」を「３月」に改める。 

第６４条の次に次の１条を加える。 

（利用者の安全並びに介護サービスの質の確保及び職員の負担軽減に資する方策を検討する

ための委員会の設置） 

第６４条の２ 指定介護予防小規模多機能型居宅介護事業者は、当該指定介護予防小規模多機

能型居宅介護事業所における業務の効率化、介護サービスの質の向上その他の生産性の向上

に資する取組の促進を図るため、当該指定介護予防小規模多機能型居宅介護事業所における

利用者の安全並びに介護サービスの質の確保及び職員の負担軽減に資する方策を検討するた

めの委員会（テレビ電話装置等を活用して行うことができるものとする。）を定期的に開催

しなければならない。 

第６５条第２項第３号から第７号までの規定中「に規定する」を「の規定による」に改める。 

第７３条第１項ただし書中「同一敷地内にある」及び「若しくは併設する指定小規模多機能

型居宅介護事業所」を削る。 

第８０条ただし書中「これらの事業所、施設等が同一敷地内にあること等により」を削る。 

第８４条中第３項を第８項とし、第２項を第７項とし、第１項の次に次の５項を加える。 

２ 指定介護予防認知症対応型共同生活介護事業者は、前項の規定に基づき協力医療機関を定



めるに当たっては、次に掲げる要件を満たす協力医療機関を定めるよう努めなければならな

い。 

⑴ 利用者の病状が急変した場合等において医師又は看護職員が相談対応を行う体制を、常

時確保していること。 

⑵ 当該指定介護予防認知症対応型共同生活介護事業者からの診療の求めがあった場合にお

いて診療を行う体制を、常時確保していること。 

３ 指定介護予防認知症対応型共同生活介護事業者は、１年に１回以上、協力医療機関との間

で、利用者の病状が急変した場合等の対応を確認するとともに、協力医療機関の名称等を市

長に届け出なければならない。 

４ 指定介護予防認知症対応型共同生活介護事業者は、感染症の予防及び感染症の患者に対す

る医療に関する法律（平成１０年法律第１１４号）第６条第１７項に規定する第二種協定指

定医療機関（次項において「第二種協定指定医療機関」という。）との間で、新興感染症

（同条第７項に規定する新型インフルエンザ等感染症、同条第８項に規定する指定感染症又

は同条第９項に規定する新感染症をいう。次項において同じ。）の発生時等の対応を取り決

めるよう努めなければならない。 

５ 指定介護予防認知症対応型共同生活介護事業者は、協力医療機関が第二種協定指定医療機

関である場合においては、当該第二種協定指定医療機関との間で、新興感染症の発生時等の

対応について協議を行わなければならない。 

６ 指定介護予防認知症対応型共同生活介護事業者は、利用者が協力医療機関その他の医療機

関に入院した後に当該利用者の病状が軽快し、退院が可能となった場合においては、再び当

該指定介護予防認知症対応型共同生活介護事業所に速やかに入所させることができるよう努

めなければならない。 

第８６条第２項第２号から第６号までの規定中「に規定する」を「の規定による」に改める。 

第８７条中「及び第６２条」を「、第６２条及び第６４条の２」に改める。 

第９２条第１項中「（電子的方式、磁気的方式その他人の知覚によっては認識することがで

きない方式で作られる記録であって、電子計算機による情報処理の用に供されるものをい

う。）」を削る。 

附 則 

（施行期日） 

１ この条例は、令和６年４月１日（以下「施行日」という。）から施行する。 



（重要事項の掲示に係る経過措置） 

２ 施行日から令和７年３月３１日までの間、改正後の第３３条第３項（改正後の第６６条及

び第８７条において準用する場合を含む。）の規定の適用については、同項中「指定介護予

防認知症対応型通所介護事業者は、原則として、重要事項をウェブサイトに掲載しなければ

ならない。」とあるのは、「削除」とする。 

 （身体的拘束等の適正化に係る経過措置） 

３ 施行日から令和７年３月３１日までの間、改正後の第５４条第３項の規定の適用について

は、同項中「講じなければならない」とあるのは、「講ずるよう努めなければならない」と

する。 

（利用者の安全並びに介護サービスの質の確保及び職員の負担軽減に資する方策を検討する

ための委員会の設置に係る経過措置） 

４ 施行日から令和９年３月３１日までの間、改正後の第６４条の２（改正後の第８７条にお

いて準用する場合を含む。）の規定の適用については、改正後の第６４条の２中「開催しな

ければならない」とあるのは、「開催するよう努めなければならない」とする。 

  

 

 

理 由 

 厚生労働省令の改正に伴い、指定地域密着型介護予防サービスの事業の人員及び運営に関す

る基準について所要の改正を行おうとするものである。 

 



議第４６号 

 

山形市指定居宅介護支援等の事業の人員及び運営に関する基準等を定める条例の

一部改正について 

 

山形市指定居宅介護支援等の事業の人員及び運営に関する基準等を定める条例の一部を改正

する条例を次のように制定する。 

 

令和６年２月２０日提出 

 

山形市長 佐 藤 孝 弘 

 

山形市指定居宅介護支援等の事業の人員及び運営に関する基準等を定める条例の

一部を改正する条例 

山形市指定居宅介護支援等の事業の人員及び運営に関する基準等を定める条例（平成３０年

市条例第１号）の一部を次のように改正する。 

第５条第２項中「利用者の数が３５」を「利用者の数（当該指定居宅介護支援事業者が指定

介護予防支援事業者の指定を併せて受け、又は法第１１５条の２３第３項の規定により地域包

括支援センターの設置者である指定介護予防支援事業者から委託を受けて、当該指定居宅介護

支援事業所において指定介護予防支援を行う場合にあっては、当該事業所における指定居宅介

護支援の利用者の数に当該事業所における指定介護予防支援の利用者の数に３分の１を乗じた

数を加えた数。次項において同じ。）が４４」に改め、同条に次の１項を加える。 

３ 前項の規定にかかわらず、指定居宅介護支援事業所が、公益社団法人国民健康保険中央会

（昭和３４年１月１日に社団法人国民健康保険中央会という名称で設立された法人をい

う。）が運用及び管理を行う指定居宅介護支援事業者及び指定居宅サービス事業者等の使用

に係る電子計算機と接続された居宅サービス計画の情報の共有等のための情報処理システム

を利用し、かつ、事務職員を配置している場合における第１項に規定する員数の基準は、利

用者の数が４９又はその端数を増すごとに１とする。 

第６条第３項第２号中「同一敷地内にある」を削る。 

第７条第２項中「利用申込者」を「利用者」に、「、前６月間に当該指定居宅介護支援事業



所において作成された居宅サービス計画の総数のうちに訪問介護、通所介護、福祉用具貸与及

び地域密着型通所介護（以下この項において「訪問介護等」という。）がそれぞれ位置付けら

れた居宅サービス計画の数が占める割合、前６月間に当該指定居宅介護支援事業所において作

成された居宅サービス計画に位置付けられた訪問介護等ごとの回数のうちに同一の指定居宅サ

ービス事業者又は指定地域密着型サービス事業者によって提供されたものが占める割合」を削

り、同条第８項を同条第９項とし、同条第７項各号列記以外の部分中「第４項」を「第５項」

に改め、同項第１号中「第４項各号」を「第５項各号」に改め、同項を同条第８項とし、同条

第６項中「第４項第１号」を「第５項第１号」に改め、同項を同条第７項とし、同条第５項を

同条第６項とし、同条第４項中「第７項」を「第８項」に改め、同項第２号中「磁気ディスク、

シー・ディー・ロムその他これらに準ずる方法により一定の事項を確実に記録しておくことが

できる物」を「電磁的記録媒体（電磁的記録（電子的方式、磁気的方式その他人の知覚によっ

ては認識することができない方式で作られる記録であって、電子計算機による情報処理の用に

供されるものをいう。第３４条第１項において同じ。）に係る記録媒体をいう。）」に改め、

同項を同条第５項とし、同条中第３項を第４項とし、第２項の次に次の１項を加える。 

３ 指定居宅介護支援事業者は、指定居宅介護支援の提供の開始に際し、あらかじめ、利用者

又はその家族に対し、前６月間に当該指定居宅介護支援事業所において作成された居宅サー

ビス計画の総数のうちに訪問介護、通所介護、福祉用具貸与及び地域密着型通所介護（以下

この項において「訪問介護等」という。）がそれぞれ位置付けられた居宅サービス計画の数

が占める割合及び前６月間に当該指定居宅介護支援事業所において作成された居宅サービス

計画に位置付けられた訪問介護等ごとの回数のうちに同一の指定居宅サービス事業者又は指

定地域密着型サービス事業者によって提供されたものが占める割合につき説明を行い、理解

を得るよう努めなければならない。 

第１６条第２号の次に次の２号を加える。 

⑵の２ 指定居宅介護支援の提供に当たっては、当該利用者又は他の利用者等の生命又は身

体を保護するため緊急やむを得ない場合を除き、身体的拘束その他利用者の行動を制限す

る行為（以下「身体的拘束等」という。）を行ってはならない。 

⑵の３ 身体的拘束等を行う場合には、その態様及び時間、その際の利用者の心身の状況並

びに緊急やむを得ない理由を記録しなければならない。 

第１６条第１４号中「主治の医師若しくは歯科医師」を「主治の医師等」に改め、同条第 

１５号ア中「、利用者の居宅を訪問し」を削り、同号中イをウとし、アの次に次のように加え



る。 

イ アの規定による面接は、利用者の居宅を訪問することによって行うこと。ただし、次

のいずれにも該当する場合であって、少なくとも２月に１回、利用者の居宅を訪問し、

利用者に面接するときは、利用者の居宅を訪問しない月においては、テレビ電話装置等

を活用して、利用者に面接することができるものとする。 

（ア） テレビ電話装置等を活用して面接を行うことについて、文書により利用者の同意を

得ていること。 

（イ） サービス担当者会議等において、次に掲げる事項について主治の医師、担当者その

他の関係者の合意を得ていること。 

ａ 利用者の心身の状況が安定していること。 

ｂ 利用者がテレビ電話装置等を活用して意思疎通を行うことができること。 

ｃ 介護支援専門員が、テレビ電話装置等を活用したモニタリングでは把握すること

ができない情報について、担当者から提供を受けること。 

第１６条第２９号中「指定介護予防支援事業所から」を「地域包括支援センターの設置者で

ある指定介護予防支援事業所から」に改める。 

第２５条第１項中「重要事項」の次に「（以下この条において単に「重要事項」とい

う。）」を加え、同条第２項中「前項に規定する事項」を「重要事項」に、「同項」を「前

項」に改め、同条に次の１項を加える。 

３ 指定居宅介護支援事業者は、原則として、重要事項をウェブサイトに掲載しなければなら

ない。 

第３２条第２項第５号中「に規定する」を「の規定による」に改め、同号を同項第６号とし、

同項第４号中「に規定する」を「の規定による」に改め、同号を同項第５号とし、同項第３号

中「に規定する」を「の規定による」に改め、同号を同項第４号とし、同項第２号の次に次の

１号を加える。 

⑶ 第１６条第２号の３の規定による身体的拘束等の態様及び時間、その際の利用者の心身

の状況並びに緊急やむを得ない理由の記録 

第３４条第１項中「（電子的方式、磁気的方式その他人の知覚によっては認識することがで

きない方式で作られる記録であって、電子計算機による情報処理の用に供されるものをい

う。）」を削る。 

附 則 



（施行期日） 

１ この条例は、令和６年４月１日（以下「施行日」という。）から施行する。 

 （重要事項の掲示に係る経過措置） 

２ 施行日から令和７年３月３１日までの間、改正後の第２５条第３項（改正後の第３３条に

おいて準用する場合を含む。）の規定の適用については、同項中「指定居宅介護支援事業者

は、原則として、重要事項をウェブサイトに掲載しなければならない。」とあるのは、「削

除」とする。 

 

 

 

理 由 

 厚生労働省令の改正に伴い、指定居宅介護支援等の事業の人員及び運営に関する基準につい

て所要の改正を行おうとするものである。 

 



議第４７号 

 

山形市指定介護予防支援等の事業の人員及び運営並びに指定介護予防支援等に係

る介護予防のための効果的な支援の方法に関する基準等を定める条例の一部改正

について 

 

山形市指定介護予防支援等の事業の人員及び運営並びに指定介護予防支援等に係る介護予防

のための効果的な支援の方法に関する基準等を定める条例の一部を改正する条例を次のように

制定する。 

 

令和６年２月２０日提出 

 

山形市長 佐 藤 孝 弘 

 

山形市指定介護予防支援等の事業の人員及び運営並びに指定介護予防支援等に係

る介護予防のための効果的な支援の方法に関する基準等を定める条例の一部を改

正する条例 

山形市指定介護予防支援等の事業の人員及び運営並びに指定介護予防支援等に係る介護予防

のための効果的な支援の方法に関する基準等を定める条例（平成２７年市条例第３号）の一部

を次のように改正する。 

第５条中「指定介護予防支援事業者」を「地域包括支援センターの設置者である指定介護予

防支援事業者」に改め、「（以下「指定介護予防支援事業所」という。）」を削り、同条に次

の１項を加える。 

２ 指定居宅介護支援事業者である指定介護予防支援事業者は、当該指定に係る事業所ごとに

１以上の員数の指定介護予防支援の提供に当たる必要な数の介護支援専門員を置かなければ

ならない。 

第６条第１項中「指定介護予防支援事業所」を「当該指定に係る事業所（以下「指定介護予

防支援事業所」という。）」に改め、同条第２項中「前項に規定する」を「地域包括支援セン

ターの設置者である指定介護予防支援事業者が前項の規定により置く」に改め、同条に次の２

項を加える。 



３ 指定居宅介護支援事業者である指定介護予防支援事業者が第１項の規定により置く管理者

は、介護保険法施行規則（平成１１年厚生省令第３６号）第１４０条の６６第１号イ（３）

に規定する主任介護支援専門員（以下この項において「主任介護支援専門員」という。）で

なければならない。ただし、主任介護支援専門員の確保が著しく困難である等やむを得ない

理由がある場合については、介護支援専門員（主任介護支援専門員を除く。）を第１項に規

定する管理者とすることができる。 

４ 前項の管理者は、専らその職務に従事する者でなければならない。ただし、次に掲げる場

合は、この限りでない。 

⑴ 管理者がその管理する指定介護予防支援事業所の介護支援専門員の職務に従事する場合 

⑵ 管理者が他の事業所の職務に従事する場合（その管理する指定介護予防支援事業所の管

理に支障がない場合に限る。） 

第７条第３項中「担当職員」の次に「（指定居宅介護支援事業者である指定介護予防支援事

業者の場合にあっては、介護支援専門員。以下この章及び次章において同じ。）」を加える。 

第１３条に次の２項を加える。 

２ 指定居宅介護支援事業者である指定介護予防支援事業者は、前項の利用料のほか、利用者

の選定により通常の事業の実施地域以外の地域の居宅を訪問して指定介護予防支援を行う場

合には、それに要した交通費の支払を利用者から受けることができる。 

３ 指定居宅介護支援事業者である指定介護予防支援事業者は、前項に規定する費用の額に係

るサービスの提供に当たっては、あらかじめ、利用者又はその家族に対し、当該サービスの

内容及び費用について説明を行い、利用者の同意を得なければならない。 

第１４条中「について」の次に「前条第１項の」を加える。 

第１５条中「指定介護予防支援事業者」を「地域包括支援センターの設置者である指定介護

予防支援事業者」に改め、同条第１号中「介護保険法施行規則（平成１１年厚生省令第３６

号）」を「規則」に改め、同条第４号中「規定」の次に「（第３３条第３１号の規定を除

く。）」を加える。 

第２４条第１項中「重要事項」の次に「（以下この条において単に「重要事項」とい

う。）」を加え、同条第２項中「前項に規定する事項」を「重要事項」に、「同項」を「前

項」に改め、同条に次の１項を加える。 

３ 指定介護予防支援事業者は、原則として、重要事項をウェブサイトに掲載しなければなら

ない。 



第３１条第２項第２号エ中「に規定する」を「の規定による」に改め、同項第５号中「に規

定する」を「の規定による」に改め、同号を同項第６号とし、同項第４号中「に規定する」を

「の規定による」に改め、同号を同項第５号とし、同項第３号中「に規定する」を「の規定に

よる」に改め、同号を同項第４号とし、同項第２号の次に次の１号を加える。 

⑶ 第３３条第２号の３の規定による身体的拘束その他利用者の行動を制限する行為（第 

３３条第２号の２及び第２号の３において「身体的拘束等」という。）の態様及び時間、

その際の利用者の心身の状況並びに緊急やむを得ない理由の記録 

第３３条第２号の次に次の２号を加える。 

⑵の２ 指定介護予防支援の提供に当たっては、当該利用者又は他の利用者等の生命又は身

体を保護するため緊急やむを得ない場合を除き、身体的拘束等を行ってはならない。 

⑵の３ 身体的拘束等を行う場合には、その態様及び時間、その際の利用者の心身の状況並

びに緊急やむを得ない理由を記録しなければならない。 

第３３条第１７号ア中「及びサービスの評価期間が終了する月並びに利用者の状況に著しい

変化があったときは、利用者の居宅を訪問し」を削り、同号ウを同号オとし、同号イ中「しな

い月」の次に「（イただし書の規定によりテレビ電話装置等を活用して利用者に面接する月を

除く。）」を加え、同号中イをエとし、アの次に次のように加える。 

イ アの規定による面接は、利用者の居宅を訪問することによって行うこと。ただし、次

のいずれにも該当する場合であって、サービスの提供を開始する月の翌月から起算して

３月ごとの期間（以下この号において単に「期間」という。）について、少なくとも連

続する２期間に１回、利用者の居宅を訪問し、面接するときは、利用者の居宅を訪問し

ない期間において、テレビ電話装置等を活用して、利用者に面接することができる。 

(ア) テレビ電話装置等を活用して面接を行うことについて、文書により利用者の同意を

得ていること。 

(イ) サービス担当者会議等において、次に掲げる事項について主治の医師、担当者その

他の関係者の合意を得ていること。 

ａ 利用者の心身の状況が安定していること。 

ｂ 利用者がテレビ電話装置等を活用して意思疎通を行うことができること。 

ｃ 担当職員が、テレビ電話装置等を活用したモニタリングでは把握することができ

ない情報について、担当者から提供を受けること。 

ウ サービスの評価期間が終了する月及び利用者の状況に著しい変化があったときは、利



用者の居宅を訪問し、利用者に面接すること。 

第３３条に次の１号を加える。 

(31) 指定居宅介護支援事業者である指定介護予防支援事業者は、法第１１５条の３０の２第

１項の規定により市長から情報の提供を求められた場合には、その求めに応じなければな

らない。 

附 則 

（施行期日） 

１ この条例は、令和６年４月１日（以下「施行日」という。）から施行する。 

 （重要事項の掲示に係る経過措置） 

２ 施行日から令和７年３月３１日までの間、改正後の第２４条第３項（改正後の第３５条に

おいて準用する場合を含む。）の規定の適用については、同項中「指定介護予防支援事業者

は、原則として、重要事項をウェブサイトに掲載しなければならない。」とあるのは、「削

除」とする。 

 

 

 

理 由 

厚生労働省令の改正に伴い、指定介護予防支援等の事業の運営に関する基準等について所要

の改正を行おうとするものである。 

 



議第４８号 

 

山形市障がい福祉サービス事業の設備及び運営に関する基準を定める条例の一部

改正について 

 

山形市障がい福祉サービス事業の設備及び運営に関する基準を定める条例の一部を改正する

条例を次のように制定する。 

 

令和６年２月２０日提出 

 

山形市長 佐 藤 孝 弘 

 

山形市障がい福祉サービス事業の設備及び運営に関する基準を定める条例の一部

を改正する条例 

山形市障がい福祉サービス事業の設備及び運営に関する基準を定める条例（平成３０年市条

例第６６号）の一部を次のように改正する。 

目次中「第５章 自立訓練（生活訓練）（第５７条―第６１条）」を
「 第５章 自立訓練 

第５章の２ 就労 

（生活訓練）（第５７条―第６１条） 
に改める。 

選択支援（第６１条の２―第６１条の８）」

第２条第１項第３号中「、医療型児童発達支援（同条第３項に規定する医療型児童発達支援

をいう。）の事業」を削り、「同条第４項」を「同条第３項」に、「同条第５項」を「同条第

４項」に、「同条第６項」を「同条第５項」に改める。 

第３条第１項中「次章から」の次に「第５章まで及び第６章から」を加える。 

第１６条中第３項を第４項とし、第２項を第３項とし、第１項の次に次の１項を加える。 

２ 療養介護事業者は、利用者が自立した日常生活又は社会生活を営むことができるよう、利

用者の意思決定の支援に配慮するよう努めなければならない。 

第１７条第２項中「行い」を「行うとともに、利用者の自己決定の尊重及び意思決定の支援

に配慮しつつ」に改め、同条第１０項中「第７項」を「第８項」に、「第８項」を「第９項」

に改め、同項を同条第１１項とし、同条中第９項を第１０項とし、第８項を第９項とし、同条

第７項中「利用者」の次に「及び当該利用者又は障がい児の保護者に対して指定計画相談支援



又は指定障がい児相談支援（児童福祉法第２４条の２６第２項に規定する指定障害児相談支援

をいう。）を行う者（以下これらを総称して「指定特定相談支援事業者等」という。）」を加

え、同項を同条第８項とし、同条第６項中「第４項」を「第５項」に改め、同項を同条第７項

とし、同条第５項中「会議（」の次に「利用者及び当該」を、「開催し」の次に「、当該利用

者の生活に対する意向等を改めて確認するとともに」を加え、同項を同条第６項とし、同条中

第４項を第５項とし、第３項を第４項とし、第２項の次に次の１項を加える。 

３ サービス管理責任者は、アセスメントに当たっては、利用者が自ら意思を決定することに

困難を抱える場合には、適切に意思決定の支援を行うため、当該利用者の意思及び選好並び

に判断能力等について丁寧に把握しなければならない。 

第１８条に次の１項を加える。 

２ サービス管理責任者は、業務を行うに当たっては、利用者の自己決定の尊重を原則とした

上で、利用者が自ら意思を決定することに困難を抱える場合には、適切に利用者への意思決

定の支援が行われるよう努めなければならない。 

第３９条第１項第３号及び第４項並びに第５３条第１項第２号及び第４項中「又は作業療法

士」を「、作業療法士又は言語聴覚士」に改める。 

第５５条第１項中「第６４条第１項」を「第６２条の２」に改める。 

第５６条及び第６１条中「同条第８項」を「同条第９項」に改める。 

第５章の次に次の１章を加える。 

第５章の２ 就労選択支援 

（基本方針） 

第６１条の２ 就労選択支援の事業は、利用者が自立した日常生活又は社会生活を営むことが

できるよう、施行規則第６条の７の２に規定する者につき、短期間の生産活動その他の活動

の機会の提供を通じて、就労に関する適性、知識及び能力の評価並びに施行規則第６条の７

の３に規定する事項の整理を行い、又はこれに併せて、当該評価及び当該整理の結果に基づ

き、施行規則第６条の７の４に規定する便宜を適切かつ効果的に供与するものでなければな

らない。 

（規模） 

第６１条の３ 就労選択支援の事業を行う者（以下「就労選択支援事業者」という。）が当該

事業を行う事業所（以下「就労選択支援事業所」という。）は、１０人以上の人員を利用さ

せることができる規模を有するものでなければならない。 



（職員の配置の基準） 

第６１条の４ 就労選択支援事業者が就労選択支援事業所に置くべき職員及びその員数は、次

のとおりとする。 

⑴ 管理者 １ 

⑵ 就労選択支援員（就労選択支援の提供に当たる者として規則で定めるものをいう。以下

同じ。） 就労選択支援事業所ごとに、常勤換算方法で、利用者の数を１５で除した数以

上 

２ 前項第２号の利用者の数は、前年度の平均値とする。ただし、新規に事業を開始する場合

は、推定数による。 

３ 第１項第１号の管理者は、専らその職務に従事する者でなければならない。ただし、就労

選択支援事業所の管理上支障がない場合は、当該就労選択支援事業所の他の業務に従事し、

又は当該就労選択支援事業所以外の事業所、施設等の職務に従事することができるものとす

る。 

４ 第１項第２号の就労選択支援員は、専ら当該就労選択支援事業所の職務に従事する者でな

ければならない。ただし、利用者の支援に支障がない場合は、この限りでない。 

（実施主体） 

第６１条の５ 就労選択支援事業者は、就労移行支援又は就労継続支援に係る指定障がい福祉

サービス事業者であって、過去３年以内に当該事業者の事業所の３人以上の利用者が新たに

通常の事業所に雇用されたものその他のこれらと同等の障がい者に対する就労支援の経験及

び実績を有する事業者でなければならない。 

（評価及び整理の実施） 

第６１条の６ 就労選択支援事業者は、短期間の生産活動その他の活動の機会を通じて、就労

に関する適性、知識及び能力の評価並びに施行規則第６条の７の３に規定する事項の整理

（以下この節において「アセスメント」という。）を行うものとする。 

２ 障がい者就業・生活支援センターその他の機関がアセスメントと同様の評価及び整理を実

施した場合には、就労選択支援事業者は、当該同様の評価及び整理をもって、アセスメント

の実施に代えることができる。この場合において、就労選択支援事業者は、次項の規定によ

る会議の開催、アセスメントの結果の作成又は指定障がい福祉サービス事業者その他の関係

機関との連絡調整に当たり、当該障がい者就業・生活支援センターその他の機関に対し、当

該会議への参加その他の必要な協力を求めることができる。 



３ 就労選択支援事業者は、アセスメントの結果の作成に当たり、利用者及び市町村、指定特

定相談支援事業者等、公共職業安定所その他の関係機関の担当者等を招集して会議（テレビ

電話装置等を活用して行うことができるものとする。）を開催し、当該利用者の就労に関す

る意向を改めて確認するとともに、当該担当者等に意見を求めるものとする。 

４ 就労選択支援事業者は、アセスメントの結果を作成した際には、当該結果に係る情報を利

用者及び指定特定相談支援事業者等に提供しなければならない。 

（関係機関との連絡調整等の実施） 

第６１条の７ 就労選択支援事業者は、アセスメントの結果を踏まえ、必要に応じて公共職業

安定所、障がい者就業・生活支援センターその他の関係機関との連絡調整を行わなければな

らない。 

２ 就労選択支援事業者は、法第８９条の３第１項に規定する協議会への定期的な参加、公共

職業安定所への訪問等により、地域における就労支援に係る社会資源、雇用に関する事例等

に関する情報の収集に努めるとともに、利用者に対して進路選択に資する情報を提供するよ

う努めなければならない。 

（準用） 

第６１条の８ 第８条、第９条（第２項第１号を除く。）、第１３条から第１６条まで、第 

１９条、第２４条から第２６条まで、第２８条から第３２条の２まで、第３４条から第３６

条まで、第３８条、第４１条、第４３条、第４４条及び第４６条から第５０条までの規定は、

就労選択支援の事業について準用する。この場合において、第９条第２項第２号中「第２８

条第２項」とあるのは「第６１条の８において準用する第２８条第２項」と、同項第３号中

「第３０条第２項」とあるのは「第６１条の８において準用する第３０条第２項」と、同項

第４号中「第３２条第２項」とあるのは「第６１条の８において準用する第３２条第２項」

と、第１６条第１項中「次条第１項に規定する療養介護計画に基づき、利用者の心身の状況

等に応じて」とあるのは「利用者の心身の状況等に応じて」と読み替えるものとする。 

第６２条の次に次の１条を加える。 

（規模） 

第６２条の２ 就労移行支援の事業を行う者（以下「就労移行支援事業者」という。）が当該

事業を行う事業所（以下「就労移行支援事業所」という。）は、１０人以上の人員を利用さ

せることができる規模を有するものでなければならない。 

第６４条第１項中「就労移行支援の事業を行う者（以下「就労移行支援事業者」という。）



が当該事業を行う事業所（以下「就労移行支援事業所」という。）」を「就労移行支援事業

所」に改める。 

第７０条の次に次の１条を加える。 

（就労選択支援に関する情報提供） 

第７０条の２ 就労移行支援事業者は、利用者に対し、指定計画相談支援を行う者と連携し、

定期的に就労選択支援に関する情報提供を行うものとする。 

第７１条中「第３８条まで」を「第３６条まで、第３８条」に、「同条第８項」を「同条第

９項」に改め、「第３７条ただし書及び」を削る。 

第８７条中「及び第５４条」を「、第５４条及び第７０条の２」に改める。 

第９０条中「第５４条」の次に「、第７０条の２」を加える。 

第９１条第１項中「、指定医療型児童発達支援（指定通所支援基準条例第６７条に規定する

指定医療型児童発達支援をいう。）の事業」を削る。 

附則第２項中「又は作業療法士」を「、作業療法士又は言語聴覚士」に改める。 

附 則 

 この条例は、令和６年４月１日から施行する。ただし、目次及び第３条の改正規定、第５章

の次に１章を加える改正規定、第７０条の次に１条を加える改正規定並びに第８７条及び第 

９０条の改正規定は、障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律等の一部

を改正する法律（令和４年法律第１０４号）附則第１条第４号に掲げる規定の施行の日から施

行する。 

 

 

 

理 由 

 内閣府・厚生労働省令の改正に伴い、障がい福祉サービス事業の設備及び運営に関する基準

について所要の改正を行おうとするものである。 

 



議第４９号 

 

山形市指定障がい福祉サービスの事業等の人員、設備及び運営に関する基準等を

定める条例の一部改正について 

 

山形市指定障がい福祉サービスの事業等の人員、設備及び運営に関する基準等を定める条例

の一部を改正する条例を次のように制定する。 

 

令和６年２月２０日提出 

 

山形市長 佐 藤 孝 弘 

 

山形市指定障がい福祉サービスの事業等の人員、設備及び運営に関する基準等を

定める条例の一部を改正する条例 

山形市指定障がい福祉サービスの事業等の人員、設備及び運営に関する基準等を定める条例

（平成３０年市条例第６７号）の一部を次のように改正する。 

目次中「第１０章 就労移行支援」を 

「 

第９章の２ 就労選択支援 
  第１節 基本方針（第１６３条の２） 

 第２節 人員に関する基準（第１６３条の３・ 

 第３節 設備に関する基準（第１６３条の５） 

 第４節 運営に関する基準（第１６３条の６― 

第１０章 就労移行支援 

 

に改める。 

 

 

第１６３条の４） 

 

第１６３条の９） 

 

」

第２条第１項第２号中「第５条第２３項」を「第５条第２４項」に改め、同項第１３号中「、

指定通所支援基準条例第６７条に規定する指定医療型児童発達支援の事業」を削る。 

第３条第１項中「及び第８章」を「、第８章、第９章及び第１０章」に改める。 

第７条ただし書中「同一敷地内にある他の」を「当該指定居宅介護事業所以外の」に改める。 



第２６条中第４号を第５号とし、第３号を第４号とし、第２号を第３号とし、第１号の次に

次の１号を加える。 

⑵ 指定居宅介護の提供に当たっては、利用者が自立した日常生活又は社会生活を営むこと

ができるよう、利用者の意思決定の支援に配慮すること。 

第２７条第２項中「当該居宅介護計画を」の次に「利用者及びその同居の家族並びに当該利

用者又は障がい児の保護者に対して指定計画相談支援又は指定障がい児相談支援（児童福祉法

（昭和２２年法律第１６４号）第２４条の２６第２項に規定する指定障害児相談支援をい

う。）を行う者（以下これらを総称して「指定特定相談支援事業者等」という。）に」を加え

る。 

第３１条に次の１項を加える。 

４ サービス提供責任者は、業務を行うに当たっては、利用者の自己決定の尊重を原則とした

上で、利用者が自ら意思を決定することに困難を抱える場合には、適切に利用者への意思決

定の支援が行われるよう努めなければならない。 

第４０条第６項を同条第７項とし、同条第５項中「、市町村又は市長」を「、都道府県知事、

市町村又は市町村長」に、「前２項」を「前３項」に、「当該市町村又は市長」を「当該都道

府県知事、市町村又は市町村長」に改め、同項を同条第６項とし、同条中第４項を第５項とし、

第３項の次に次の１項を加える。 

４ 指定居宅介護事業者は、その提供した指定居宅介護に関し、法第１１条第２項の規定によ

り都道府県知事が行う報告若しくは指定居宅介護の提供の記録、帳簿書類その他の物件の提

出若しくは提示の命令又は当該職員からの質問に応じ、及び利用者又はその家族からの苦情

に関して都道府県知事が行う調査に協力するとともに、都道府県知事から指導又は助言を受

けた場合は、当該指導又は助言に従って必要な改善を行わなければならない。 

第４９条ただし書中「同一敷地内にある他の」を「当該基準該当居宅介護事業所以外の」に

改める。 

第５４条第７項中「（昭和２２年法律第１６４号）」を削り、同条第８項中「第６条の２の

２第３項」を「第７条第２項」に改める。 

第６２条中第３項を第４項とし、第２項を第３項とし、第１項の次に次の１項を加える。 

２ 指定療養介護事業者は、利用者が自立した日常生活又は社会生活を営むことができるよう、

利用者の意思決定の支援に配慮しなければならない。 

第６３条第２項中「行い」を「行うとともに、利用者の自己決定の尊重及び意思決定の支援



に配慮しつつ」に改め、同条第１０項中「第７項」を「第８項」に、「第８項」を「第９項」

に改め、同項を同条第１１項とし、同条中第９項を第１０項とし、第８項を第９項とし、同条

第７項中「利用者」の次に「及び指定特定相談支援事業者等」を加え、同項を同条第８項とし、

同条第６項中「第４項」を「第５項」に改め、同項を同条第７項とし、同条第５項中「会議

（」の次に「利用者及び当該」を、「開催し」の次に「、当該利用者の生活に対する意向等を

改めて確認するとともに」を加え、同項を同条第６項とし、同条中第４項を第５項とし、第３

項を第４項とし、第２項の次に次の１項を加える。 

３ サービス管理責任者は、アセスメントに当たっては、利用者が自ら意思を決定することに

困難を抱える場合には、適切に意思決定の支援を行うため、当該利用者の意思及び選好並び

に判断能力等について丁寧に把握しなければならない。 

第６４条に次の１項を加える。 

２ サービス管理責任者は、業務を行うに当たっては、利用者の自己決定の尊重を原則とした

上で、利用者が自ら意思を決定することに困難を抱える場合には、適切に利用者への意思決

定の支援が行われるよう努めなければならない。 

第８３条第１項第２号及び第４項中「又は作業療法士」を「、作業療法士又は言語聴覚士」

に改める。 

第１１４条中第３項を第４項とし、第２項を第３項とし、第１項の次に次の１項を加える。 

２ 指定短期入所事業者は、利用者が自立した日常生活又は社会生活を営むことができるよう、

利用者の意思決定の支援に配慮しなければならない。 

第１３１条中第３項を第４項とし、第２項を第３項とし、第１項の次に次の１項を加える。 

２ 指定重度障がい者等包括支援事業者は、利用者が自立した日常生活又は社会生活を営むこ

とができるよう、利用者の意思決定の支援に配慮しなければならない。 

第１３２条第２項中「当該重度障がい者等包括支援計画を」の次に「利用者及びその同居の

家族並びに指定特定相談支援事業者等に」を加える。 

第１３４条中「第３０条」の次に「、第３１条第４項」を加える。 

第１３６条第１項第１号及び第４項中「又は作業療法士」を「、作業療法士又は言語聴覚

士」に改める。 

第１４２条中「同条第８項」を「同条第９項」に改める。 

第１４３条を第１４３条の２とし、第８章第５節中同条の前に次の１条を加える。 

（共生型自立訓練（機能訓練）の事業を行う指定通所リハビリテーション事業者の基準） 



第１４３条 共生型自立訓練（機能訓練）の事業を行う指定通所リハビリテーション事業者

（指定居宅サービス等基準条例第１２６条第１項に規定する指定通所リハビリテーション事

業者をいう。以下同じ。）が当該事業に関して満たすべき基準は、次のとおりとする。 

⑴ 指定通所リハビリテーション事業所（指定居宅サービス等基準条例第１２６条第１項に

規定する指定通所リハビリテーション事業所をいう。以下同じ。）の専用の部屋等の面積

（当該指定通所リハビリテーション事業所が介護老人保健施設（介護保険法（平成９年法

律第１２３号）第８条第２８項に規定する介護老人保健施設をいう。）又は介護医療院

（同条第２９項に規定する介護医療院をいう。）である場合にあっては、当該専用の部屋

等の面積に利用者用に確保されている食堂（リハビリテーションに供用されるものに限

る。）の面積を加えるものとする。第１４６条第２号において同じ。）を、指定通所リハ

ビリテーション（指定居宅サービス等基準条例第１２５条に規定する指定通所リハビリテ

ーションをいう。以下同じ。）の利用者の数と共生型自立訓練（機能訓練）の利用者の数

の合計数で除して得た面積が３平方メートル以上であること。 

⑵ 指定通所リハビリテーション事業所の従業者の員数が、当該指定通所リハビリテーショ

ン事業所が提供する指定通所リハビリテーションの利用者の数を指定通所リハビリテーシ

ョンの利用者の数及び共生型自立訓練（機能訓練）の利用者の数の合計数であるとした場

合における当該指定通所リハビリテーション事業所として必要とされる数以上であること。 

⑶ 共生型自立訓練（機能訓練）の利用者に対して適切なサービスを提供するため、指定自

立訓練（機能訓練）事業所その他の関係施設から必要な技術的支援を受けていること。 

第１４６条中「基準該当障がい福祉サービス（」の次に「第１４７条の２に規定する病院等

基準該当自立訓練（機能訓練）及び」を加え、同条第１号中「指定通所介護事業者等」の次に

「又は指定通所リハビリテーション事業者」を、「指定通所介護等」の次に「又は指定通所リ

ハビリテーション」を加え、同条第２号中「機能訓練室」の次に「又は指定通所リハビリテー

ション事業所の専用の部屋等」を、「指定通所介護等」の次に「又は指定通所リハビリテーシ

ョン」を加え、同条第３号中「指定通所介護事業所等の」を「指定通所介護事業所等又は指定

通所リハビリテーション事業所の」に改め、「当該指定通所介護事業所等」の次に「又は当該

指定通所リハビリテーション事業所」を、「指定通所介護等」の次に「又は指定通所リハビリ

テーション」を加える。 

第１４７条の次に次の１条を加える。 

（病院又は診療所における基準該当障がい福祉サービス（自立訓練）に関する基準） 



第１４７条の２ 地域において自立訓練（機能訓練）が提供されていないこと等により自立訓

練（機能訓練）を受けることが困難な障がい者に対して病院又は診療所（以下「病院等基準

該当自立訓練（機能訓練）事業者」という。）が行う自立訓練（機能訓練）に係る基準該当

障がい福祉サービス（以下この条において「病院等基準該当自立訓練（機能訓練）」とい

う。）に関して病院等基準該当自立訓練（機能訓練）事業者が満たすべき基準は、次のとお

りとする。 

⑴ 病院等基準該当自立訓練（機能訓練）を行う事業所（次号において「病院等基準該当自

立訓練（機能訓練）事業所」という。）の専用の部屋等の面積を、病院等基準該当自立訓

練（機能訓練）を受ける利用者の数で除して得た面積が３平方メートル以上であること。 

⑵ 病院等基準該当自立訓練（機能訓練）事業所ごとに、管理者及び次のア又はイに掲げる

場合の区分に応じて当該ア又はイに掲げる基準を満たす人員を配置していること。 

ア 利用者の数が１０人以下の場合 専ら当該病院等基準該当自立訓練（機能訓練）の提

供に当たる理学療法士、作業療法士若しくは言語聴覚士又は看護職員若しくは介護職員

が１以上確保されていること。 

イ 利用者の数が１０人を超える場合 専ら当該病院等基準該当自立訓練（機能訓練）の

提供に当たる理学療法士、作業療法士若しくは言語聴覚士又は看護職員若しくは介護職

員が、利用者の数を１０で除した数以上確保されていること。 

⑶ 病院等基準該当自立訓練（機能訓練）を受ける利用者に対して適切なサービスを提供す

るため、指定自立訓練（機能訓練）事業所その他の関係施設から必要な技術的支援を受け

ていること。 

第１５７条中「同条第８項」を「同条第９項」に改める。 

第９章の次に次の１章を加える。 

第９章の２ 就労選択支援 

第１節 基本方針 

第１６３条の２ 就労選択支援に係る指定障がい福祉サービス（以下「指定就労選択支援」と

いう。）の事業は、利用者が自立した日常生活又は社会生活を営むことができるよう、施行

規則第６条の７の２に規定する者につき、短期間の生産活動その他の活動の機会の提供を通

じて、就労に関する適性、知識及び能力の評価並びに施行規則第６条の７の３に規定する事

項の整理を行い、又はこれに併せて、当該評価及び当該整理の結果に基づき、施行規則第６

条の７の４に規定する便宜を適切かつ効果的に供与するものでなければならない。 



第２節 人員に関する基準 

（従業者の員数） 

第１６３条の３ 指定就労選択支援の事業を行う者（以下「指定就労選択支援事業者」とい

う。）が当該事業を行う事業所（以下「指定就労選択支援事業所」という。）に置くべき就

労選択支援員（指定就労選択支援の提供に当たる者として規則で定めるものをいう。以下同

じ。）の数は、指定就労選択支援事業所ごとに、常勤換算方法で、利用者の数を１５で除し

た数以上とする。 

２ 前項の利用者の数は、前年度の平均値とする。ただし、新規に指定を受ける場合は、推定

数による。 

３ 第１項に規定する指定就労選択支援事業所の就労選択支援員は、専ら当該指定就労選択支

援事業所の職務に従事する者でなければならない。ただし、利用者の支援に支障がない場合

は、この限りでない。 

（準用） 

第１６３条の４ 第５５条の規定は、指定就労選択支援の事業について準用する。 

第３節 設備に関する基準 

（準用） 

第１６３条の５ 第８６条の規定は、指定就労選択支援の事業について準用する。 

第４節 運営に関する基準 

（実施主体） 

第１６３条の６ 指定就労選択支援事業者は、就労移行支援又は就労継続支援に係る指定障が

い福祉サービス事業者であって、過去３年以内に当該事業者の事業所の３人以上の利用者が

新たに通常の事業所に雇用されたものその他のこれらと同等の障がい者に対する就労支援の

経験及び実績を有すると市長が認める事業者でなければならない。 

（評価及び整理の実施） 

第１６３条の７ 指定就労選択支援事業者は、短期間の生産活動その他の活動の機会を通じて、

就労に関する適性、知識及び能力の評価並びに施行規則第６条の７の３に規定する事項の整

理（以下この節において「アセスメント」という。）を行うものとする。 

２ 障がい者就業・生活支援センターその他の機関がアセスメントと同様の評価及び整理を実

施した場合には、指定就労選択支援事業者は、当該同様の評価及び整理をもって、アセスメ

ントの実施に代えることができる。この場合において、指定就労選択支援事業者は、次項の



規定による会議の開催、アセスメントの結果の作成又は指定障がい福祉サービス事業者その

他の関係機関との連絡調整に当たり、当該障がい者就業・生活支援センターその他の機関に

対し、当該会議への参加その他の必要な協力を求めることができる。 

３ 指定就労選択支援事業者は、アセスメントの結果の作成に当たり、利用者及び市町村、指

定特定相談支援事業者等、公共職業安定所その他の関係機関の担当者等を招集して会議（テ

レビ電話装置等を活用して行うことができるものとする。）を開催し、当該利用者の就労に

関する意向を改めて確認するとともに、当該担当者等に意見を求めるものとする。 

４ 指定就労選択支援事業者は、アセスメントの結果を作成した際には、当該結果に係る情報

を利用者及び指定特定相談支援事業者等に提供しなければならない。 

（関係機関との連絡調整等の実施） 

第１６３条の８ 指定就労選択支援事業者は、アセスメントの結果を踏まえ、必要に応じて公

共職業安定所、障がい者就業・生活支援センターその他の関係機関との連絡調整を行わなけ

ればならない。 

２ 指定就労選択支援事業者は、法第８９条の３第１項に規定する協議会への定期的な参加、

公共職業安定所への訪問等により、地域における就労支援に係る社会資源、雇用に関する事

例等に関する情報の収集に努めるとともに、利用者に対して進路選択に資する情報を提供す

るよう努めなければならない。 

（準用） 

第１６３条の９ 第１０条から第２１条まで、第２４条、第２９条、第３４条の２、第３６条

の２から第４２条まで、第６２条、第６５条、第７１条、第７３条から第７５条まで、第 

７９条、第８０条（第２項第１号を除く。）、第８９条、第９０条、第９２条から第９８条

まで、第１３９条及び第１５５条の規定は、指定就労選択支援の事業について準用する。こ

の場合において、第１０条第１項中「第３２条」とあるのは「第１６３条の９において準用

する第９５条」と、第２１条第２項中「次条第１項」とあるのは「第１６３条の９において

準用する第１３９条第１項」と、第２４条第２項中「第２２条第２項」とあるのは「第  

１６３条の９において準用する第１３９条第２項」と、第６２条第１項中「次条第１項に規

定する療養介護計画に基づき、利用者の心身の状況等に応じて」とあるのは「利用者の心身

の状況等に応じて」と、第８０条第２項第２号中「第５８条第１項」とあるのは「第１６３

条の９において準用する第２０条第１項」と、同項第３号中「第７０条」とあるのは「第 

１６３条の９において準用する第９４条」と、同項第４号から第６号までの規定中「次条」



とあるのは「第１６３条の９」と、第９５条中「第９８条第１項」とあるのは「第１６３条

の９において準用する第９８条第１項」と、第９８条第１項第３号中「前条」とあるのは

「第１６３条の９において準用する前条」と、第１５５条第１項中「支給決定障がい者（指

定宿泊型自立訓練を受ける者及び規則で定める者に限る。）」とあるのは「支給決定障がい

者（規則で定める者に限る。以下この項において同じ。）」と、同条第２項中「支給決定障

がい者（指定宿泊型自立訓練を受ける者及び規則で定める者を除く。）」とあるのは「支給

決定障がい者（規則で定める者を除く。）」と読み替えるものとする。 

第１７４条の次に次の１条を加える。 

（就労選択支援に関する情報提供） 

第１７４条の２ 指定就労移行支援事業者は、利用者に対し、指定計画相談支援を行う者と連

携し、定期的に就労選択支援に関する情報提供を行うものとする。 

第１７５条中「同条第８項」を「同条第９項」に改める。 

第１８９条中「及び第１４０条」を「、第１４０条及び第１７４条の２」に改める。 

第１９４条中「第１４０条」を「第１４０条、第１７４条の２」に、「及び第１８４条」を

「、第１８３条第６項及び第１８４条」に改め、「第９８条第１項第３号中「前条」とあるの

は「第１９４条において準用する前条」と」の次に「、第１８３条第６項中「賃金及び第３項

に規定する工賃」とあるのは「第１９３条第１項の工賃」と」を加える。 

第１９８条中「第１４０条」を「第１４０条、第１７４条の２」に、「、第１８４条から」

を「、第１８３条第６項、第１８４条から」に改め、「第９８条第１項第３号中「前条」とあ

るのは「第１９８条において準用する前条」と」の次に「、第１８３条第６項中「賃金及び第

３項に規定する工賃」とあるのは「第１９７条第１項の工賃」と」を加える。 

第２０３条に次の１項を加える。 

２ サービス管理責任者は、業務を行うに当たっては、利用者の自己決定の尊重を原則とした

上で、利用者が自ら意思を決定することに困難を抱える場合には、適切に利用者への意思決

定の支援が行われるよう努めなければならない。 

第２０４条中「過去３年間において平均１人以上、通常の事業所に新たに障がい者を雇用さ

せている生活介護等に係る指定障がい福祉サービス事業者」を「生活介護等に係る指定障がい

福祉サービス事業者であって、過去３年以内に当該事業者の事業所の３人以上の利用者が新た

に通常の事業所に雇用されたもの又は障がい者就業・生活支援センター」に改める。 

第２１１条第１項第２号ア及びイを次のように改める。 



ア サービス管理責任者が常勤である場合 次の（ア）又は（イ）に掲げる利用者の数の

区分に応じ、それぞれ（ア）又は（イ）に掲げる数 

(ア) 利用者の数が６０以下 １以上 

(イ) 利用者の数が６１以上 １に、利用者の数が６０を超えて６０又はその端数を増す

ごとに１を加えて得た数以上 

イ ア以外の場合 次の（ア）又は（イ）に掲げる利用者の数の区分に応じ、それぞれ

（ア）又は（イ）に掲げる数 

(ア) 利用者の数が３０以下 １以上 

(イ) 利用者の数が３１以上 １に、利用者の数が３０を超えて３０又はその端数を増す

ごとに１を加えて得た数以上 

第２１１条中第４項を第６項とし、第３項を第５項とし、第２項の次に次の２項を加える。 

３ 指定自立生活援助事業者が指定地域移行支援事業者（障害者の日常生活及び社会生活を総

合的に支援するための法律に基づく指定地域相談支援の事業の人員及び運営に関する基準

（平成２４年厚生労働省令第２７号。以下この条において「指定地域相談支援基準」とい

う。）第２条第３項に規定する指定地域移行支援事業者をいう。）の指定を併せて受け、か

つ、指定自立生活援助の事業と指定地域移行支援（指定地域相談支援基準第１条第１１号に

規定する指定地域移行支援をいう。）の事業を同一の事業所において一体的に運営している

場合にあっては、指定地域相談支援基準第３条の規定により当該事業所に配置された相談支

援専門員（同条第２項に規定する相談支援専門員をいう。以下同じ。）を第１項第２号の規

定により置くべきサービス管理責任者とみなすことができる。 

４ 指定自立生活援助事業者が指定地域定着支援事業者（指定地域相談支援基準第３９条第３

項に規定する指定地域定着支援事業者をいう。）の指定を併せて受け、かつ、指定自立生活

援助の事業と指定地域定着支援（指定地域相談支援基準第１条第１２号に規定する指定地域

定着支援をいう。）の事業を同一の事業所において一体的に運営している場合にあっては、

指定地域相談支援基準第４０条において準用する指定地域相談支援基準第３条の規定により

当該事業所に配置された相談支援専門員を第１項第２号の規定により置くべきサービス管理

責任者とみなすことができる。 

第２１４条を次のように改める。 

第２１４条 削除 

第２１５条の見出し中「訪問」を「訪問等」に改め、同条中「おおむね週に１回以上、」を



「定期的に」に改め、「により」の次に「、又はテレビ電話装置等を活用して」を加える。 

第２１７条中「同条第８項」を「同条第９項」に改める。 

第２１８条中「又は食事の介護」を「若しくは食事の介護」に改め、「効果的に」の次に

「行い、又はこれに併せて、居宅における自立した日常生活への移行を希望する入居者につき

当該日常生活への移行及び移行後の定着に関する相談、住居の確保に係る援助その他居宅にお

ける自立した日常生活への移行及び移行後の定着に必要な援助を適切かつ効果的に」を加える。 

第２２２条第３項中「援助を」の次に「行い、又はこれに併せて居宅における自立した日常

生活への移行後の定着に必要な援助を」を加える。 

第２２５条中第４項を第５項とし、第３項を第４項とし、第２項を第３項とし、第１項の次

に次の１項を加える。 

２ 指定共同生活援助事業者は、利用者が自立した日常生活又は社会生活を営むことができる

よう、利用者の意思決定の支援に配慮しなければならない。 

第２２６条に次の１項を加える。 

２ サービス管理責任者は、業務を行うに当たっては、利用者の自己決定の尊重を原則とした

上で、利用者が自ら意思を決定することに困難を抱える場合には、適切に利用者への意思決

定の支援が行われるよう努めなければならない。 

第２２６条の次に次の１条を加える。 

（地域との連携等） 

第２２６条の２ 指定共同生活援助事業者は、指定共同生活援助の提供に当たっては、地域住

民又はその自発的な活動等との連携及び協力を行う等の地域との交流を図らなければならな

い。 

２ 指定共同生活援助事業者は、指定共同生活援助の提供に当たっては、利用者及びその家族、

地域住民の代表者、共同生活援助について知見を有する者並びに市町村の担当者等により構

成される協議会（テレビ電話装置等を活用して行うことができるものとする。以下この条及

び第２４３条において「地域連携推進会議」という。）を開催し、おおむね１年に１回以上、

地域連携推進会議において、事業の運営に係る状況を報告するとともに、必要な要望、助言

等を聴く機会を設けなければならない。 

３ 指定共同生活援助事業者は、地域連携推進会議の開催のほか、おおむね１年に１回以上、

当該地域連携推進会議の構成員が指定共同生活援助事業所を見学する機会を設けなければな

らない。 



４ 指定共同生活援助事業者は、第２項の報告、要望、助言等についての記録を作成するとと

もに、当該記録を公表しなければならない。 

５ 前３項の規定は、指定共同生活援助事業者がその提供する指定共同生活援助の質に係る外

部の者による評価及び当該評価の実施状況の公表又はこれに準ずる措置として市長が定める

ものを講じている場合には、適用しない。 

第２３３条に次の２項を加える。 

３ 指定共同生活援助事業者は、感染症の予防及び感染症の患者に対する医療に関する法律

（平成１０年法律第１１４号）第６条第１７項に規定する第二種協定指定医療機関（次項に

おいて「第二種協定指定医療機関」という。）との間で、新興感染症（同条第７項に規定す

る新型インフルエンザ等感染症、同条第８項に規定する指定感染症又は同条第９項に規定す

る新感染症をいう。次項において同じ。）の発生時等の対応を取り決めるよう努めなければ

ならない。 

４ 指定共同生活援助事業者は、協力医療機関が第二種協定指定医療機関である場合において

は、当該第二種協定指定医療機関との間で、新興感染症の発生時等の対応について協議を行

わなければならない。 

 第２３４条中「、第７９条」を削る。 

第２３５条中「入浴、排せつ、食事の介護その他の日常生活上の援助」を「相談、入浴、排

せつ若しくは食事の介護その他の日常生活上の援助又はこれに併せて行われる居宅における自

立した日常生活への移行及び移行後の定着に必要な援助」に改める。 

第２３６条中「又は食事の介護」を「若しくは食事の介護」に改め、「の援助」の次に「又

はこれに併せて行われる居宅における自立した日常生活への移行及び移行後の定着に必要な援

助」を加える。 

第２４３条の見出しを「（地域との連携等）」に改め、同条第１項を次のように改める。 

日中サービス支援型指定共同生活援助事業者は、日中サービス支援型指定共同生活援助の

提供に当たっては、地域住民又はその自発的な活動等との連携及び協力を行う等の地域との

交流を図らなければならない。 

第２４３条第２項中「に規定する」を「の協議会等における」に改め、同項を同条第７項と

し、同条第１項の次に次の５項を加える。 

２ 日中サービス支援型指定共同生活援助事業者は、日中サービス支援型指定共同生活援助の

提供に当たっては、地域連携推進会議を開催し、おおむね１年に１回以上、地域連携推進会



議において、事業の運営に係る状況を報告するとともに、必要な要望、助言等を聴く機会を

設けなければならない。 

３ 日中サービス支援型指定共同生活援助事業者は、地域連携推進会議の開催のほか、おおむ

ね１年に１回以上、当該地域連携推進会議の構成員が日中サービス支援型指定共同生活援助

事業所を見学する機会を設けなければならない。 

４ 日中サービス支援型指定共同生活援助事業者は、第２項の報告、要望、助言等についての

記録を作成するとともに、当該記録を公表しなければならない。 

５ 前３項の規定は、日中サービス支援型指定共同生活援助事業者がその提供する日中サービ

ス支援型指定共同生活援助の質に係る外部の者による評価及び当該評価の実施状況の公表又

はこれに準ずる措置として市長が定めるもの（次項に規定するものを除く。）を講じている

場合には、適用しない。 

６ 日中サービス支援型指定共同生活援助事業者は、法第８９条の３第１項に規定する協議会

その他市長がこれに準ずるものとして特に認めるもの（以下「協議会等」という。）に対し

て定期的に日中サービス支援型指定共同生活援助の事業の実施状況及び第２項の報告、要望、

助言等の内容又は前項の評価の結果等を報告し、協議会等による評価を受けるとともに、協

議会等から必要な要望、助言等を聴く機会を設けなければならない。 

第２４４条中「、第７９条」を削る。 

第２４５条中「相談その他の日常生活上の援助」の次に「又はこれに併せて行われる居宅に

おける自立した日常生活への移行及び移行後の定着に必要な援助」を加える。 

第２４６条中「又は食事の介護」を「若しくは食事の介護」に改め、「の援助」の次に「又

はこれに併せて行われる居宅における自立した日常生活への移行及び移行後の定着に必要な援

助」を加える。 

第２５５条中「、第７９条」を削り、「第２２６条」を「第２２６条の２」に改める。 

第２５６条第１項中「、指定医療型児童発達支援事業所（指定通所支援基準条例第６８条第

１項に規定する指定医療型児童発達支援事業所をいう。）」を削り、同条第２項中「、指定医

療型児童発達支援事業所」を削る。 

第２５９条第１項第３号及び第２項中「又は作業療法士」を「、作業療法士又は言語聴覚

士」に改める。 

第２６０条ただし書中「従事させる」を「従事させ、又は当該特定基準該当障がい福祉サー

ビス事業所以外の事業所、施設等の職務に従事させる」に改める。 



第２６２条第１項中「同条第８項」を「同条第９項」に改める。 

附則第２項中「又は作業療法士」を「、作業療法士又は言語聴覚士」に改める。 

附則第９項中「同条第４項」を「同条第５項」に改める。 

附則第１４項中「令和６年３月３１日」を「令和９年３月３１日」に改める。 

附則第１５項中「日中サービス支型指定共同生活援助事業所」を「日中サービス支援型指定

共同生活援助事業所」に「令和６年３月３１日」を「令和９年３月３１日」に改める。 

附 則 

（施行期日） 

１ この条例は、令和６年４月１日（以下「施行日」という。）から施行する。ただし、目次、

第２条第１項第２号及び第３条第１項の改正規定、第９章の次に１章を加える改正規定、第

１７４条の次に１条を加える改正規定、第１８９条の改正規定、第１９４条の改正規定

（「第１４０条」を「第１４０条、第１７４条の２」に改める部分に限る。）並びに第  

１９８条の改正規定（「第１４０条」を「第１４０条、第１７４条の２」に改める部分に限

る。）は、障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律等の一部を改正す

る法律（令和４年法律第１０４号）附則第１条第４号に掲げる規定の施行の日から施行する。 

 （地域との連携等に係る経過措置） 

２ 施行日から令和７年３月３１日までの間、改正後の第２２６条の２（改正後の第２５５条

において準用する場合を含む。以下同じ。）及び第２４３条の規定の適用については、改正

後の第２２６条の２第２項及び第３項並びに第２４３条第２項及び第３項中「設けなければ

ならない」とあるのは「設けるよう努めなければならない」と、改正後の第２２６条の２第

４項及び第２４３条第４項中「公表しなければならない」とあるのは「公表するよう努めな

ければならない」とする。 

 

 

 

理 由 

内閣府・厚生労働省令の改正に伴い、指定障がい福祉サービスの事業等の人員及び運営に関

する基準について所要の改正を行おうとするものである。 

 



議第５０号 

 

山形市障がい者支援施設の設備及び運営に関する基準を定める条例の一部改正に

ついて 

 

山形市障がい者支援施設の設備及び運営に関する基準を定める条例の一部を改正する条例を

次のように制定する。 

 

令和６年２月２０日提出 

 

山形市長 佐 藤 孝 弘 

 

山形市障がい者支援施設の設備及び運営に関する基準を定める条例の一部を改正

する条例 

山形市障がい者支援施設の設備及び運営に関する基準を定める条例（平成３０年市条例第 

６８号）の一部を次のように改正する。 

第３条に次の２項を加える。 

４ 障がい者支援施設は、利用者の自己決定の尊重及び意思決定の支援に配慮しつつ、利用者

の地域生活への移行に関する意向を把握し、当該意向を定期的に確認するとともに、法第 

７７条第３項各号に掲げる事業を行う者又は一般相談支援事業若しくは特定相談支援事業を

行う者と連携を図りつつ、利用者の希望に沿って地域生活への移行に向けた措置を講じなけ

ればならない。 

５ 障がい者支援施設は、利用者の当該障がい者支援施設以外における指定障がい福祉サービ

ス等（法第２９条第１項に規定する指定障害福祉サービス等をいう。以下同じ。）の利用状

況等を把握するとともに、利用者の自己決定の尊重及び意思決定の支援に配慮しつつ、利用

者の当該障がい者支援施設以外における指定障がい福祉サービス等の利用に関する意向を定

期的に確認し、一般相談支援事業又は特定相談支援事業を行う者と連携を図りつつ、必要な

援助を行わなければならない。 

第１１条第１項第３号及び第３項並びに第１２条第１項第２号及び第３項中「又は作業療法

士」を「、作業療法士又は言語聴覚士」に改める。 



第２５条中第３項を第４項とし、第２項を第３項とし、第１項の次に次の１項を加える。 

２ 障がい者支援施設は、利用者が自立した日常生活又は社会生活を営むことができるよう、

利用者の意思決定の支援に配慮するよう努めなければならない。 

第２６条第２項中「行い」を「行うとともに、利用者の自己決定の尊重及び意思決定の支援

に配慮しつつ」に改め、同項に後段として次のように加える。 

この場合において、サービス管理責任者は、第２７条の３第１項の地域移行等意向確認担

当者（以下「地域移行等意向確認担当者」という。）が把握した利用者の地域生活への移行

に関する意向等を踏まえるものとする。 

第２６条第１０項中「第７項」を「第８項」に、「第８項」を「第９項」に改め、同項を同

条第１１項とし、同条中第９項を第１０項とし、第８項を第９項とし、同条第７項中「利用

者」の次に「及び当該利用者に対して指定計画相談支援を行う者」を加え、同項を同条第８項

とし、同条第６項中「第４項」を「第５項」に改め、同項を同条第７項とし、同条第５項中

「会議（」の次に「利用者及び当該」を、「担当者等」の次に「（地域移行等意向確認担当者

を含む。）」を、「開催し」の次に「、当該利用者の生活に対する意向等を改めて確認すると

ともに」を加え、同項を同条第６項とし、同条中第４項を第５項とし、第３項を第４項とし、

第２項の次に次の１項を加える。 

３ サービス管理責任者は、アセスメントに当たっては、利用者が自ら意思を決定することに

困難を抱える場合には、適切に意思決定の支援を行うため、当該利用者の意思及び選好並び

に判断能力等について丁寧に把握しなければならない。 

第２７条に次の１項を加える。 

２ サービス管理責任者は、業務を行うに当たっては、利用者の自己決定の尊重を原則とした

上で、利用者が自ら意思を決定することに困難を抱える場合には、適切に利用者への意思決

定の支援が行われるよう努めなければならない。 

第２７条の次に次の２条を加える。 

（地域との連携等） 

第２７条の２ 障がい者支援施設は、施設障がい福祉サービスの提供に当たっては、地域住民

又はその自発的な活動等との連携及び協力を行う等の地域との交流を図らなければならない。 

２ 障がい者支援施設は、施設障がい福祉サービスの提供に当たっては、利用者及びその家族、

地域住民の代表者、施設障がい福祉サービスについて知見を有する者並びに市町村の担当者

等により構成される協議会（テレビ電話装置等を活用して行うことができるものとする。）



（以下この条において「地域連携推進会議」という。）を開催し、おおむね１年に１回以上、

地域連携推進会議において、事業の運営に係る状況を報告するとともに、必要な要望、助言

等を聴く機会を設けなければならない。 

３ 障がい者支援施設は、前項に規定する地域連携推進会議の開催のほか、おおむね１年に１

回以上、地域連携推進会議の構成員が障がい者支援施設を見学する機会を設けなければなら

ない。 

４ 障がい者支援施設は、第２項の報告、要望、助言等についての記録を作成するとともに、

当該記録を公表しなければならない。 

５ 前３項の規定は、障がい者支援施設がその提供する施設障がい福祉サービスの質に係る外

部の者による評価及び当該評価の実施状況の公表又はこれに準ずる措置として市長が定める

ものを講じている場合には、適用しない。 

（地域移行等意向確認担当者の選任等） 

第２７条の３ 障がい者支援施設は、利用者の地域生活への移行に関する意向の把握、利用者

の当該障がい者支援施設以外における指定障がい福祉サービス等の利用状況等の把握及び利

用者の当該障がい者支援施設以外における指定障がい福祉サービス等の利用に関する意向の

定期的な確認（以下この条において「地域移行等意向確認等」という。）を適切に行うため、

地域移行等意向確認等に関する指針を定めるとともに、地域移行等意向確認担当者を選任し

なければならない。 

２ 地域移行等意向確認担当者は、前項の指針に基づき、地域移行等意向確認等を実施し、ア

セスメントの際に地域移行等意向確認等において把握し、又は確認した内容をサービス管理

責任者に報告するとともに、当該内容を第２６条第６項に規定する施設障がい福祉サービス

計画の作成に係る会議に報告しなければならない。 

３ 地域移行等意向確認担当者は、地域移行等意向確認等に当たっては、法第７７条第３項各

号に掲げる事業を行う者又は一般相談支援事業若しくは特定相談支援事業を行う者と連携し、

地域における障がい福祉サービスの体験的な利用に係る支援その他の地域生活への移行に向

けた支援を行うよう努めなければならない。 

第４７条に次の２項を加える。 

３ 障がい者支援施設は、感染症の予防及び感染症の患者に対する医療に関する法律（平成 

１０年法律第１１４号）第６条第１７項に規定する第二種協定指定医療機関（次項において

「第二種協定指定医療機関」という。）との間で、新興感染症（同条第７項に規定する新型



インフルエンザ等感染症、同条第８項に規定する指定感染症又は同条第９項に規定する新感

染症をいう。次項において同じ。）の発生時等の対応を取り決めるよう努めなければならな

い。 

４ 障がい者支援施設は、協力医療機関が第二種協定指定医療機関である場合においては、当

該第二種協定指定医療機関との間で、新興感染症の発生時等の対応について協議を行わなけ

ればならない。 

第５１条を次のように改める。 

第５１条 削除 

附 則 

（施行期日） 

１ この条例は、令和６年４月１日（以下「施行日」という。）から施行する。 

（地域との連携等に係る経過措置） 

２ 施行日から令和７年３月３１日までの間、改正後の第２７条の２の規定の適用については、

同条第２項及び第３項中「設けなければならない」とあるのは「設けるよう努めなければな

らない」と、同条第４項中「公表しなければならない」とあるのは「公表するよう努めなけ

ればならない」とする。 

 （地域移行等意向確認担当者の選任等に係る経過措置） 

３ 施行日から令和８年３月３１日までの間、改正後の第２７条の３の規定の適用については、

同条第１項中「選任しなければならない」とあるのは「選任するよう努めなければならな

い」と、同条第２項中「報告しなければならない」とあるのは「報告するよう努めなければ

ならない」とする。 

 

 

 

理 由 

厚生労働省令の改正に伴い、障がい者支援施設の設備及び運営に関する基準について所要の

改正を行おうとするものである。 

 



議第５１号 

 

山形市指定障がい者支援施設の人員、設備及び運営に関する基準等を定める条例

の一部改正について 

 

山形市指定障がい者支援施設の人員、設備及び運営に関する基準等を定める条例の一部を改

正する条例を次のように制定する。 

 

令和６年２月２０日提出 

 

山形市長 佐 藤 孝 弘 

 

山形市指定障がい者支援施設の人員、設備及び運営に関する基準等を定める条例

の一部を改正する条例 

山形市指定障がい者支援施設の人員、設備及び運営に関する基準等を定める条例（平成３０

年市条例第６９号）の一部を次のように改正する。 

第３条に次の２項を加える。 

４ 指定障がい者支援施設は、利用者の自己決定の尊重及び意思決定の支援に配慮しつつ、利

用者の地域生活への移行に関する意向を把握し、当該意向を定期的に確認するとともに、法

第７７条第３項各号に掲げる事業を行う者又は一般相談支援事業若しくは特定相談支援事業

を行う者と連携を図りつつ、利用者の希望に沿って地域生活への移行に向けた措置を講じな

ければならない。 

５ 指定障がい者支援施設は、利用者の当該指定障がい者支援施設以外における指定障がい福

祉サービス等の利用状況等を把握するとともに、利用者の自己決定の尊重及び意思決定の支

援に配慮しつつ、利用者の当該指定障がい者支援施設以外における指定障がい福祉サービス

等の利用に関する意向を定期的に確認し、一般相談支援事業又は特定相談支援事業を行う者

と連携を図りつつ、必要な援助を行わなければならない。 

第５条第１項第２号及び第３項並びに第６条第１項第１号及び第３項中「又は作業療法士」

を「、作業療法士又は言語聴覚士」に改める。 

第３１条中第３項を第４項とし、第２項を第３項とし、第１項の次に次の１項を加える。 



２ 指定障がい者支援施設は、利用者が自立した日常生活又は社会生活を営むことができるよ

う、利用者の意思決定の支援に配慮しなければならない。 

第３２条第２項中「行い」を「行うとともに、利用者の自己決定の尊重及び意思決定の支援

に配慮しつつ」に改め、同項に後段として次のように加える。 

この場合において、サービス管理責任者は、第３３条の３第１項の地域移行等意向確認担

当者（以下「地域移行等意向確認担当者」という。）が把握した利用者の地域生活への移行

に関する意向等を踏まえるものとする。 

第３２条第１０項中「第７項」を「第８項」に、「第８項」を「第９項」に改め、同項を同

条第１１項とし、同条中第９項を第１０項とし、第８項を第９項とし、同条第７項中「利用

者」の次に「及び当該利用者に対して指定計画相談支援を行う者」を加え、同項を同条第８項

とし、同条第６項中「第４項」を「第５項」に改め、同項を同条第７項とし、同条第５項中

「会議（」の次に「利用者及び当該」を、「担当者等」の次に「（地域移行等意向確認担当者

を含む。）」を、「開催し」の次に「、当該利用者の生活に対する意向等を改めて確認すると

ともに」を加え、同項を同条第６項とし、同条中第４項を第５項とし、第３項を第４項とし、

第２項の次に次の１項を加える。 

３ サービス管理責任者は、アセスメントに当たっては、利用者が自ら意思を決定することに

困難を抱える場合には、適切に意思決定の支援を行うため、当該利用者の意思及び選好並び

に判断能力等について丁寧に把握しなければならない。 

第３３条に次の１項を加える。 

２ サービス管理責任者は、業務を行うに当たっては、利用者の自己決定の尊重を原則とした

上で、利用者が自ら意思を決定することに困難を抱える場合には、適切に利用者への意思決

定の支援が行われるよう努めなければならない。 

第３３条の次に次の２条を加える。 

（地域との連携等） 

第３３条の２ 指定障がい者支援施設は、施設障がい福祉サービスの提供に当たっては、地域

住民又はその自発的な活動等との連携及び協力を行う等の地域との交流を図らなければなら

ない。 

２ 指定障がい者支援施設は、施設障がい福祉サービスの提供に当たっては、利用者及びその

家族、地域住民の代表者、施設障がい福祉サービスについて知見を有する者並びに市町村の

担当者等により構成される協議会（テレビ電話装置等を活用して行うことができるものとす



る。）（以下この条において「地域連携推進会議」という。）を開催し、おおむね１年に１

回以上、地域連携推進会議において、事業の運営に係る状況を報告するとともに、必要な要

望、助言等を聴く機会を設けなければならない。 

３ 指定障がい者支援施設は、前項に規定する地域連携推進会議の開催のほか、おおむね１年

に１回以上、地域連携推進会議の構成員が指定障がい者支援施設を見学する機会を設けなけ

ればならない。 

４ 指定障がい者支援施設は、第２項の報告、要望、助言等についての記録を作成するととも

に、当該記録を公表しなければならない。 

５ 前３項の規定は、指定障がい者支援施設がその提供する施設障がい福祉サービスの質に係

る外部の者による評価及び当該評価の実施状況の公表又はこれに準ずる措置として市長が定

めるものを講じている場合には、適用しない。 

（地域移行等意向確認担当者の選任等） 

第３３条の３ 指定障がい者支援施設は、利用者の地域生活への移行に関する意向の把握、利

用者の当該指定障がい者支援施設以外における指定障がい福祉サービス等の利用状況等の把

握及び利用者の当該指定障がい者支援施設以外における指定障がい福祉サービス等の利用に

関する意向の定期的な確認（以下この条において「地域移行等意向確認等」という。）を適

切に行うため、地域移行等意向確認等に関する指針を定めるとともに、地域移行等意向確認

担当者を選任しなければならない。 

２ 地域移行等意向確認担当者は、前項の指針に基づき、地域移行等意向確認等を実施し、ア

セスメントの際に地域移行等意向確認等において把握し、又は確認した内容をサービス管理

責任者に報告するとともに、当該内容を第３２条第６項に規定する施設障がい福祉サービス

計画の作成に係る会議に報告しなければならない。 

３ 地域移行等意向確認担当者は、地域移行等意向確認等に当たっては、法第７７条第３項各

号に掲げる事業を行う者又は一般相談支援事業若しくは特定相談支援事業を行う者と連携し、

地域における障がい福祉サービスの体験的な利用に係る支援その他の地域生活への移行に向

けた支援を行うよう努めなければならない。 

第５６条に次の２項を加える。 

３ 指定障がい者支援施設は、感染症の予防及び感染症の患者に対する医療に関する法律（平

成１０年法律第１１４号）第６条第１７項に規定する第二種協定指定医療機関（次項におい

て「第二種協定指定医療機関」という。）との間で、新興感染症（同条第７項に規定する新



型インフルエンザ等感染症、同条第８項に規定する指定感染症又は同条第９項に規定する新

感染症をいう。次項において同じ。）の発生時等の対応を取り決めるよう努めなければなら

ない。 

４ 指定障がい者支援施設は、協力医療機関が第二種協定指定医療機関である場合においては、

当該第二種協定指定医療機関との間で、新興感染症の発生時等の対応について協議を行わな

ければならない。 

第６２条第６項を同条第７項とし、同条第５項中「、市町村又は市長」を「、都道府県知事、

市町村又は市町村長」に、「前２項」を「前３項」に、「当該市町村又は市長」を「当該都道

府県知事、市町村又は市町村長」に改め、同項を同条第６項とし、同条第４項中「市長」を

「市町村長」に改め、同項を同条第５項とし、同条第３項の次に次の１項を加える。 

４ 指定障がい者支援施設は、その提供した施設障がい福祉サービスに関し、法第１１条第２

項の規定により都道府県知事が行う報告若しくは施設障がい福祉サービスの提供の記録、帳

簿書類その他の物件の提出若しくは提示の命令又は当該職員からの質問に応じ、及び利用者

又はその家族からの苦情に関して都道府県知事が行う調査に協力するとともに、都道府県知

事から指導又は助言を受けた場合は、当該指導又は助言に従って必要な改善を行わなければ

ならない。 

第６３条を次のように改める。 

第６３条 削除 

附 則 

（施行期日） 

１ この条例は、令和６年４月１日（以下「施行日」という。）から施行する。 

（地域との連携等に係る経過措置） 

２ 施行日から令和７年３月３１日までの間、改正後の第３３条の２の規定の適用については、

同条第２項及び第３項中「設けなければならない」とあるのは「設けるよう努めなければな

らない」と、同条第４項中「公表しなければならない」とあるのは「公表するよう努めなけ

ればならない」とする。 

 （地域移行等意向確認担当者の選任等に係る経過措置） 

３ 施行日から令和８年３月３１日までの間、改正後の第３３条の３の規定の適用については、

同条第１項中「選任しなければならない」とあるのは「選任するよう努めなければならな

い」と、同条第２項中「報告しなければならない」とあるのは「報告するよう努めなければ



ならない」とする。 

 

 

 

 

理 由 

厚生労働省令の改正に伴い、指定障がい者支援施設の人員、設備及び運営に関する基準等に

ついて所要の改正を行おうとするものである。 



議第５２号 

 

山形市指定通所支援の事業等の人員、設備及び運営に関する基準等を定める条例

の一部改正について 

 

山形市指定通所支援の事業等の人員、設備及び運営に関する基準等を定める条例の一部を改

正する条例を次のように制定する。 

 

令和６年２月２０日提出 

 

山形市長 佐 藤 孝 弘 

 

山形市指定通所支援の事業等の人員、設備及び運営に関する基準等を定める条例

の一部を改正する条例 

山形市指定通所支援の事業等の人員、設備及び運営に関する基準等を定める条例（令和元年

市条例第１号）の一部を次のように改正する。 

 「  

 第４章 医療型児童発達支援  

 第１節 基本方針（第６７条）  

目次中 第２節 人員に関する基準（第６８条・第６９条） を「第４章 削除」に改める。 

 第３節 設備に関する基準（第７０条）  

 第４節 運営に関する基準（第７１条―第７７条）  

 」 

第２条第１項第１号中「指定障がい児通所支援事業者等」を「指定障がい児通所支援事業

者」に、「指定障害児通所支援事業者等」を「指定障害児通所支援事業者」に改め、同項第４

号中「指定障がい児通所支援事業者等」を「指定障がい児通所支援事業者」に改め、同項第６

号中「、第６７条に規定する指定医療型児童発達支援の事業」を削る。 

第３条（見出しを含む。）中「指定障がい児通所支援事業者等」を「指定障がい児通所支援

事業者」に改める。 

第５条中「指導及び訓練」を「支援をし、又はこれに併せて治療（上肢、下肢又は体幹の機

能の障がいのある児童に対して行われるものに限る。以下同じ。）」に改める。 

第７条第４項を削り、同条第３項中「前項」を「第２項」に改め、同項を同条第４項とし、



同条第２項の次に次の１項を加える。 

３ 前２項に掲げる従業者のほか、指定児童発達支援事業所において、治療を行う場合には、

医療法（昭和２３年法律第２０５号）に規定する診療所として必要とされる数の従業者を置

かなければならない。 

第７条第５項を削り、同条第６項中「第３項」を「前項」に改め、同項を同条第５項とし、

同条第７項中「、第４項第１号」を削り、同項を同条第６項とし、同条第８項中「第１項から

第５項まで（第１項第１号を除く。）」を「第１項（第１号を除く。）、第２項及び第４項」

に改め、同項を同条第７項とし、同項の次に次の１項を加える。 

８ 第３項に規定する従業者は、専ら当該指定児童発達支援事業所の職務に従事する者でなけ

ればならない。ただし、障がい児の支援に支障がない場合は、障がい児の保護に直接従事す

る従業者を除き、併せて設置する他の社会福祉施設の職務に従事させることができる。 

第７条第９項中「前項」を「前２項」に改める。 

第８条ただし書中「同一敷地内にある他の」を「当該指定児童発達支援事業所以外の」に改

める。 

第１０条第１項中「指導訓練室」を「発達支援室」に改め、同条第２項中「指導訓練室は、

訓練」を「発達支援室は、支援」に改める。 

第１１条第１項中「指導訓練室」を「発達支援室」に改め、「以下この項において同じ。」

を削り、「及び便所」を「、便所、静養室」に改め、同項ただし書を削り、同条第３項を削り、

同条第２項中「前項」を「第１項」に改め、同項ただし書を削り、同項第１号中「指導訓練

室」を「発達支援室」に改め、同項を同条第３項とし、同条第１項の次に次の１項を加える。 

２ 指定児童発達支援事業所において、治療を行う場合には、前項に規定する設備（医務室を

除く。）に加えて、医療法に規定する診療所として必要な設備を設けなければならない。 

第１１条第４項中「前項」を「第２項」に改め、同項ただし書中「場合は」の次に「、第２

項に掲げる設備を除き」を加える。 

第１２条ただし書中「指定児童発達支援事業所」の次に「（児童発達支援センターであるも

のを除く。）」を加える。 

第２４条第２項中「当該指定児童発達支援に係る指定通所支援費用基準額」を「次の各号に

掲げる区分に応じ、それぞれ当該各号に定める額」に改め、同項に次の各号を加える。 

⑴ 次号に掲げる場合以外の場合 当該指定児童発達支援に係る指定通所支援費用基準額 

⑵ 治療を行う場合 前号に掲げる額のほか、当該指定児童発達支援のうち肢体不自由児通



所医療（食事療養（健康保険法（大正１１年法律第７０号）第６３条第２項第１号に規定

する食事療養をいう。）を除く。以下同じ。）に係るものにつき健康保険の療養に要する

費用の額の算定方法の例により算定した費用の額 

第２５条中「指定障がい児通所支援事業者等」を「指定障がい児通所支援事業者」に改める。 

第２６条第１項中「障がい児通所給付費」の次に「又は肢体不自由児通所医療費」を加える。 

第２７条第１項中「次条第１項」を「第２８条第１項」に改め、同条第５項中「前項の規定

による評価及び改善の内容を」を「自己評価及び保護者評価並びに前項に規定する改善の内容

を、保護者に示すとともに、」に改め、同項を同条第７項とし、同条第４項中「自ら評価」を

「指定児童発達支援事業所の従業者による評価を受けた上で、自ら評価（以下この条において

「自己評価」という。）」に、「保護者による評価」を「通所給付決定保護者（以下この条に

おいて「保護者」という。）による評価（以下この条において「保護者評価」という。）」に

改め、同項を同条第６項とし、同条中第３項を第５項とし、第２項を第３項とし、同項の次に

次の１項を加える。 

４ 指定児童発達支援事業者は、障がい児の適性、障がいの特性その他の事情を踏まえた指定

児童発達支援（治療に係る部分を除く。以下この条及び次条において同じ。）の確保並びに

次項に規定する指定児童発達支援の質の評価及びその改善の適切な実施の観点から、指定児

童発達支援の提供に当たっては、心身の健康等に関する領域を含む総合的な支援を行わなけ

ればならない。 

第２７条第１項の次に次の１項を加える。 

２ 指定児童発達支援事業者は、障がい児が自立した日常生活又は社会生活を営むことができ

るよう、障がい児及び通所給付決定保護者の意思をできる限り尊重するための配慮をしなけ

ればならない。 

第２７条の次に次の２条を加える。 

第２７条の２ 指定児童発達支援事業者は、指定児童発達支援事業所ごとに指定児童発達支援

プログラム（前条第４項に規定する領域との関連性を明確にした指定児童発達支援の実施に

関する計画をいう。）を策定し、インターネットの利用その他の方法により公表しなければ

ならない。 

（障がい児の地域社会への参加及び包摂の推進） 

第２７条の３ 指定児童発達支援事業者は、障がい児が指定児童発達支援を利用することによ

り、地域の保育、教育等の支援を受けることができるようにすることで、障がいの有無にか



かわらず、全ての児童が共に成長することができるよう、障がい児の地域社会への参加及び

包摂（以下「インクルージョン」という。）の推進に努めなければならない。 

第２８条第２項中「行い、」を「行うとともに、障がい児の年齢及び発達の程度に応じて、

その意見が尊重され、その最善の利益が優先して考慮され、心身ともに健やかに育成されるよ

う」に改め、同条第４項中「課題、」の次に「第２７条第４項に規定する領域との関連性及び

インクルージョンの観点を踏まえた」を加え、同条第５項中「当たっては」の次に「、障がい

児の意見が尊重され、その最善の利益が優先して考慮される体制を確保した上で」を加え、同

条第７項中「通所給付決定保護者」の次に「及び当該通所給付決定保護者に対して指定障がい

児相談支援（法第２４条の２６第２項に規定する指定障害児相談支援をいう。）を提供する

者」を加える。 

第２９条に次の１項を加える。 

２ 児童発達支援管理責任者は、業務を行うに当たっては、障がい児が自立した日常生活又は

社会生活を営むことができるよう、障がい児及び通所給付決定保護者の意思をできる限り尊

重するよう努めなければならない。 

第３１条の見出し並びに同条第１項及び第３項から第５項までの規定中「指導、訓練等」を

「支援」に改める。 

第３６条中「又は特例障がい児通所給付費」を「、特例障がい児通所給付費」に改め、「同

じ。）」の次に「又は肢体不自由児通所医療費」を加える。 

第４０条中「指導訓練室」を「発達支援室」に改める。 

第４１条の２第３項中「保護者」を「通所給付決定保護者」に改める。 

第４３条中「指定児童発達支援事業者」の次に「（治療を行うものを除く。）」を加える。 

第４９条第１項中「行うよう努めなければならない」を「行わなければならない」に改める。 

第５０条第１項中「第５条第１８項」を「第５条第１９項」に改める。 

第６１条第１項中「指導、訓練等」を「発達支援」に改め、同条第２項中「指導、訓練等」

を「発達支援」に、「訓練」を「支援」に改める。 

第４章を次のように改める。 

第４章 削除 

第６７条から第７７条まで 削除 

第７８条中「必要な訓練」を「必要な支援」に、「指導及び訓練」を「支援」に改める。 

第８１条第１項中「指導訓練室」を「発達支援室」に改め、同条第２項中「指導訓練室」を



「発達支援室」に、「訓練」を「支援」に改める。 

第８７条第１項中「指導訓練」を「発達支援」に改め、同条第２項中「指導訓練」を「発達

支援」に、「訓練」を「支援」に改める。 

第９１条第２項中「心理指導担当職員」を「心理担当職員」に、「の指導、知識技能の付

与」を「及び知識技能の習得」に、「必要な訓練」を「必要な支援」に、「「訓練等」」を

「この項において単に「支援」」に、「）を行い、及び」を「）を行い、並びに」に、「訓練

等」を「支援」に、「又は職業教育」を「若しくは職業教育」に改める。 

第９７条中「第４項及び第５項」を「第６項及び第７項」に改め、「除く。）」の次に「、

第２７条の２」を加え、「、第５０条、第５１条」を「から第５１条まで」に、「、第５３条

から第５５条まで及び第７６条」を「及び第５３条から第５５条まで」に改め、「居宅訪問型

児童発達支援計画」と」の次に「、第２８条第４項中「第２７条第４項に規定する領域との関

連性及びインクルージョンの観点を踏まえた」とあるのは「第２７条第４項に規定する領域と

の関連性を踏まえた」と、第４９条第１項中「行わなければならない」とあるのは「行うよう

努めなければならない」と」を加える。 

第１０２条中「第４項及び第５項を除く。）」を「第４項を除く。）、第２７条の３」に、

「、第５０条、第５１条」を「から第５１条まで」に改め、「、第７６条」を削り、「、第 

２８条及び第５５条第２項第２号」を「及び第２８条」に改め、「保育所等訪問支援計画」

と」の次に「、第２７条第６項中「を受けて」とあるのは「及び当該事業所の訪問支援員が当

該障がい児に対して保育所等訪問支援を行うに当たって訪問する施設（以下「訪問先施設」と

いう。）による評価（以下「訪問先施設評価」という。）を受けて」と、同項第５号中「障が

い児及びその保護者」とあるのは「障がい児及びその保護者並びに当該訪問先施設」と、同条

第７項中「自己評価及び保護者評価」とあるのは「自己評価、保護者評価及び訪問先施設評

価」と、「保護者に示す」とあるのは「保護者及び訪問先施設に示す」と、第２８条第４項中

「第２７条第４項に規定する領域との関連性及びインクルージョンの観点を踏まえた」とある

のは「インクルージョンの観点を踏まえた」と、同条第５項中「担当者等」とあるのは「担当

者及び当該障がい児に係る訪問先施設の担当者等」と、第４９条第１項中「行わなければなら

ない」とあるのは「行うよう努めなければならない」と、第５５条第２項第２号中「児童発達

支援計画」とあるのは「保育所等訪問支援計画」と」を加える。 

第１０３条第１項中「第３項及び第６項を除く。）、第６８条」を「第４項及び第５項を除

く。）」に、「第４項」を「第３項」に、「、同項第１号中「指定児童発達支援」とあるのは



「指定通所支援」と、同条第５項中「指定児童発達支援事業所」とあるのは「多機能型事業

所」と」を削り、「同条第７項」を「同条第６項」に、「同条第８項」を「同条第７項」に改

め、「指定通所支援の」と」の次に「同条第８項中「当該指定児童発達支援事業所」とあるの

は「当該多機能型事業所」と」を加え、「、第６８条第１項中「事業所（以下「指定医療型児

童発達支援事業所」という。）」とあり、並びに同条第２項及び第３項中「指定医療型児童発

達支援事業所」とあるのは「多機能型事業所」と」を削る。 

第１０５条第１項中「、第７１条」を削り、同条第２項中「、第７１条」を削り、「、指定

医療型児童発達支援又は」を「又は」に改め、「、指定医療型児童発達支援の事業」を削り、

同条第３項及び第４項中「、第７１条」を削る。 

第１０６条第１項中「指定障がい児通所支援事業者等」を「指定障がい児通所支援事業者」

に改め、「、第７７条」を削り、同条第２項中「指定障がい児通所支援事業者等」を「指定障

がい児通所支援事業者」に改める。 

附則第２項中「及び第４項第１号の規定」及び「、同条第４項第１号中「言語聴覚士 指定

児童発達支援の単位ごとに４以上」とあるのは、「聴能訓練担当職員（聴能訓練を担当する職

員をいう。）及び言語機能訓練担当職員（言語機能の訓練を担当する職員をいう。） それぞ

れ２以上」と」を削る。 

附 則 

（施行期日） 

１ この条例は、令和６年４月１日（以下「施行日」という。）から施行する。ただし、第 

５０条第１項の改正規定は、障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律

等の一部を改正する法律（令和４年法律第１０４号）附則第１条第４号に掲げる規定の施行

の日から施行する。 

（児童発達支援に係る経過措置） 

２ 児童福祉法等の一部を改正する法律（令和４年法律第６６号。以下「一部改正法」とい

う。）附則第４条第１項の規定により一部改正法第２条の規定による改正後の児童福祉法

（以下「新児童福祉法」という。）第２１条の５の３第１項の指定を受けたものとみなされ

ているものについては、この条例による改正後の山形市指定通所支援の事業等の人員、設備

及び運営に関する基準等を定める条例（以下「新指定通所支援基準条例」という。）第７条

の規定にかかわらず、令和９年３月３１日までの間、なお従前の例によることができる。 

３ 一部改正法附則第４条第１項の規定により新児童福祉法第２１条の５の３第１項の指定を



受けたものとみなされているものについては、新指定通所支援基準条例第１１条の規定にか

かわらず、当分の間、なお従前の例によることができる。 

４ この条例の施行の際現に指定を受けているこの条例による改正前の山形市指定通所支援の

事業等の人員、設備及び運営に関する基準等を定める条例（以下「旧指定通所支援基準条

例」という。）第７条第４項に規定する主として難聴児を通わせる指定児童発達支援事業所

及び同条第５項に規定する主として重症心身障がい児を通わせる指定児童発達支援事業所に

ついては、新指定通所支援基準条例第７条及び第１２条の規定にかかわらず、令和９年３月

３１日までの間、なお従前の例によることができる。 

５ この条例の施行の際現に指定を受けている旧指定通所支援基準条例第７条第４項に規定す

る主として難聴児を通わせる指定児童発達支援事業所及び同条第５項に規定する主として重

症心身障がい児を通わせる指定児童発達支援事業所については、新指定通所支援基準条例第

１１条の規定にかかわらず、当分の間、なお従前の例によることができる。 

６ 新指定通所支援基準条例第２７条の２（新指定通所支援基準条例第５９条、第６３条、第

８４条、第８５条、第８９条及び第９７条において準用する場合を含む。）の規定の適用に

ついては、令和７年３月３１日までの間、新指定通所支援基準条例第２７条の２中「公表し

なければならない」とあるのは、「公表するよう努めなければならない」とする。 

 

 

 

理 由 

内閣府令の改正に伴い、指定通所支援の事業等の人員、設備及び運営に関する基準等につい

て所要の改正を行おうとするものである。 



議第５３号 

 

山形市特定教育・保育施設及び特定地域型保育事業の運営に関する基準を定める

条例の一部改正について 

 

山形市特定教育・保育施設及び特定地域型保育事業の運営に関する基準を定める条例の一部

を改正する条例を次のように制定する。 

 

令和６年２月２０日提出 

 

山形市長 佐 藤 孝 弘 

 

山形市特定教育・保育施設及び特定地域型保育事業の運営に関する基準を定める

条例の一部を改正する条例 

山形市特定教育・保育施設及び特定地域型保育事業の運営に関する基準を定める条例（平成

２６年市条例第１９号）の一部を次のように改正する。 

第１５条第１項第２号中「同条第１１項」を「同条第１０項」に改める。 

第２３条の見出しを「（掲示等）」に改め、同条中「掲示しなければならない」を「掲示す

るとともに、電気通信回線に接続して行う自動公衆送信（公衆によって直接受信されることを

目的として公衆からの求めに応じ自動的に送信を行うことをいい、放送又は有線放送に該当す

るものを除く。）により公衆の閲覧に供しなければならない」に改める。 

第３５条第３項中「同条第１号又は第２号」を「同号又は同条第２号」に、「算出した」を

「算定した」に改める。 

第３６条第３項中「第６条第２項中」を「第６条第２項中「特定教育・保育施設（認定こど

も園又は幼稚園に限る。以下この項において同じ。）」とあるのは「特定教育・保育施設（特

別利用教育を提供している施設に限る。以下この項において同じ。）」と、」に、「教育・保

育給付認定子どもの総数」と、」を「教育・保育給付認定子どもの総数」と、「同号に掲げる

小学校就学前子どもの区分に係る利用定員の総数」とあるのは「同条第１号に掲げる小学校就

学前子どもの区分に係る利用定員の総数」と、」に改める。 

第５１条第３項中「第１９条第１項第１号」を「第１９条第１号」に改める。 



第５３条第２項第２号中「磁気ディスク、シー・ディー・ロムその他これらに準ずる方法に

より一定の事項を確実に記録しておくことができる物」を「電磁的記録媒体（電磁的記録に係

る記録媒体をいう。）」に改める。 

附 則 

この条例は、公布の日から施行する。ただし、第２３条の改正規定は、令和６年４月１日か

ら施行する。 

 

 

 

理 由 

内閣府令の改正に伴い、特定教育・保育施設及び特定地域型保育事業の設備及び運営に関す

る基準について所要の改正を行おうとするものである。 



議第５４号 

 

山形市児童福祉施設の設備及び運営に関する基準を定める条例の一部改正につい

て 

 

山形市児童福祉施設の設備及び運営に関する基準を定める条例の一部を改正する条例を次の

ように制定する。 

 

令和６年２月２０日提出 

 

山形市長 佐 藤 孝 弘 

 

山形市児童福祉施設の設備及び運営に関する基準を定める条例の一部を改正する

条例 

山形市児童福祉施設の設備及び運営に関する基準を定める条例（平成３０年市条例第７２

号）の一部を次のように改正する。 

第３０条中「について」の次に「、年齢、発達の状況その他の当該母子の事情に応じ意見聴

取その他の措置をとることにより、母子それぞれの意見又は意向」を加える。 

第３３条中「児童家庭支援センター」の次に「、里親支援センター」を加え、「売春防止法

（昭和３１年法律第１１８号）第３４条に規定する婦人相談所」を「困難な問題を抱える女性

への支援に関する法律（令和４年法律第５２号）第９条に規定する女性相談支援センター」に

改める。 

附 則 

 この条例は、令和６年４月１日から施行する。 

 

 

 

理 由 

厚生労働省令の改正に伴い、母子生活支援施設の運営に関する基準について所要の改正を行

おうとするものである。 



議第５５号 

 

山形市認定こども園の認定の要件に係る基準並びに施設の設備及び運営に関する

基準を定める条例の一部改正について 

 

山形市認定こども園の認定の要件に係る基準並びに施設の設備及び運営に関する基準を定め

る条例の一部を改正する条例を次のように制定する。 

 

令和６年２月２０日提出 

 

山形市長 佐 藤 孝 弘 

 

山形市認定こども園の認定の要件に係る基準並びに施設の設備及び運営に関する

基準を定める条例の一部を改正する条例 

山形市認定こども園の認定の要件に係る基準並びに施設の設備及び運営に関する基準を定め

る条例（平成３１年市条例第２号）の一部を次のように改正する。 

第２条第１項第１号中「第３条第１１項」を「第３条第１０項」に改める。 

附 則 

 この条例は、公布の日から施行する。 

 

 

 

理 由  

就学前の子どもに関する教育、保育等の総合的な提供の推進に関する法律の改正に伴い、規

定の整備をしようとするものである。 



議第５６号 

 

   山形市道路占用料条例の一部改正について 

 

 山形市道路占用料条例の一部を改正する条例を次のように制定する。 

 

令和６年２月２０日提出 

 

山形市長 佐 藤 孝 弘     

 

   山形市道路占用料条例の一部を改正する条例 

山形市道路占用料条例（昭和４６年市条例第１５号）の一部を次のように改正する。 

別表中備考以外の部分を次のように改める。 

別表（第２条関係） 

占用物件 単位 占用料（円） 

法第３２

条第１項

第１号に

掲げる工

作物 

第１種電柱 １本につき１

年 

５７０ 

第２種電柱 ８７０ 

第３種電柱 １，２００ 

第１種電話柱 ５１０ 

第２種電話柱 ８１０ 

第３種電話柱 １，１００ 

その他の柱類 ５１ 

共架電線その他上空に設ける線類 長さ１メート

ルにつき１年 

５ 

地下に設ける電線その他の線類 ３ 

路上に設ける変圧器 １個につき１

年 

４９０ 

地下に設ける変圧器 占用面積１平

方メートルに

つき１年 

３００ 

変圧塔その他これに類するもの及び公衆電 

話所 

１個につき１ 

年 

１，０００ 

郵便差出箱及び信書便差出箱 ４２０ 

広告塔 表示面積１平

方メートルに

つき１年 

１，８００ 

その他のもの 占用面積１平

方メートルに

つき１年 

１，０００ 

法第３２ 外径が 0.07 メートル未満のもの 長さ１メート ２１ 



条第１項

第２号に

掲げる物

件 

外径が0.07メートル以上0.1メートル未満

のもの 

ルにつき１年 ３０ 

外径が0.1メートル以上0.15メートル未満

のもの 

４５ 

外径が0.15メートル以上0.2メートル未満

のもの 

６１ 

外径が 0.2 メートル以上 0.3 メートル未満

のもの 

９１ 

外径が 0.3 メートル以上 0.4 メートル未満

のもの 

１２０ 

外径が 0.4 メートル以上 0.7 メートル未満

のもの 

２１０ 

外径が 0.7 メートル以上１メートル未満の

もの 

３００ 

外径が１メートル以上のもの ６１０ 

法第３２条第１項第３号に掲げる施設（自動運行補助施

設を除く。）及び同項第４号に掲げる施設 

占用面積１平 

方メートルに

つき１年 

１，０００ 

法第３２

条第１項

第５号に

掲げる施

設 

地 下 街

及 び 地

下室 

階数が１のもの Ａに 0.004 を

乗じて得た額 

階数が２のもの Ａに 0.006 を

乗じて得た額 

階数が３以上のもの Ａに 0.007 を

乗じて得た額 

上空に設ける通路 ９００ 

地下に設ける通路 ５４０ 

その他のもの １，０００ 

法第３２

条第１項

第６号に

掲げる施

設 

祭礼、縁日その他の催しに際し、一時的に

設けるもの 

占用面積１平

方メートルに

つき１日 

１８ 

その他のもの 占用面積１平

方メートルに

つき１月 

１８０ 

令第７条

第１号に

掲げる物

件 

看板（ア

ー チ で

あ る も

のを除 

く。） 

一時的に設けるもの 表示面積１平

方メートルに

つき１月 

１８０ 

その他のもの 表示面積１平 

方メートルに

つき１年 

１，８００ 

標識 １本につき１

年 

８１０ 

旗ざお 祭礼、縁日その他の催しに際し、

一時的に設けるもの 

１本につき１

日 

１８ 

その他のもの １本につき１

月 

１８０ 

幕（令第

７ 条 第

４ 号 に

祭礼、縁日その他の催しに際し、

一時的に設けるもの 

その面積１平

方メートルに

つき１日 

１８ 



掲 げ る その他のもの その面積１平 １８０  
工 事 用

施 設 で

あ る も

の を 除

く。） 

 方メートルに

つき１月 

 

アーチ 車道を横断するもの １基につき１

月 

１，８００ 

その他のもの ９００ 

令第７条第２号に掲げる工作物 占用面積１平

方メートルに

つき１年 

１，０００ 

令第７条第４号に掲げる工事用施設及び同条第５号に

掲げる工事用材料 

占用面積１平

方メートルに 

つき１月 

１８０ 

令第７条第６号に掲げる仮設建築物及び同条第７号に

掲げる施設 

１００ 

令第７条第８号に掲げ

る施設 

トンネルの上又は高架の道路

の路面下（当該路面下の地下

を除く。）に設けるもの 

占用面積１平

方メートルに

つき１年 

Ａに 0.012 を

乗じて得た額 

上空に設けるもの Ａに 0.017 を

乗じて得た額 

地下（トン

ネルの上の

地下を除

く。）に設

けるもの 

階数が１のもの Ａに 0.004 を

乗じて得た額 

階数が２のもの Ａに 0.006 を

乗じて得た額 

階数が３以上の

もの 

Ａに 0.007 を

乗じて得た額 

その他のもの Ａに 0.025 を

乗じて得た額 

令第７条第９号に掲げ

る施設 

建築物 Ａに 0.015 を

乗じて得た額 

その他のもの Ａに 0.011 を

乗じて得た額 

令第７条第１０号に掲

げる施設及び自動車駐

車場 

建築物 Ａに 0.022 を

乗じて得た額 

その他のもの Ａに 0.011 を

乗じて得た額 

令第７条第１１号に掲

げる応急仮設建築物 

トンネルの上又は高架の道路

の路面下に設けるもの 

Ａに 0.015 を

乗じて得た額 

上空に設けるもの Ａに 0.022 を

乗じて得た額 

その他のもの Ａに 0.031 を

乗じて得た額 

令第７条第１２号に掲げる器具 Ａに 0.025 を

乗じて得た額 

令第７条第１３号に掲

げる施設 

トンネルの上又は自動車専用

道路（高架のものに限る。）

Ａに 0.015 を

乗じて得た額 



の路面下に設けるもの 

 上空に設けるもの  Ａに 0.022 を

乗じて得た額 

その他のもの Ａに 0.031 を

乗じて得た額 

附 則 

（施行期日） 

１ この条例は、令和６年４月１日（以下「施行日」という。）から施行する。 

 （経過措置） 

２ 改正後の別表の規定は、施行日以後の占用の期間に係る占用料について適用し、施行日前

の占用の期間に係る占用料については、なお従前の例による。 

 

 

 

理 由 

道路法施行令の改正に合わせ、市道の占用料の額を改定しようとするものである。 



議第５７号 

 

   山形市法定外公共物の管理に関する条例の一部改正について 

 

 山形市法定外公共物の管理に関する条例の一部を改正する条例を次のように制定する。 

 

  令和６年２月２０日提出 

 

山形市長 佐 藤 孝 弘 

 

   山形市法定外公共物の管理に関する条例の一部を改正する条例 

 山形市法定外公共物の管理に関する条例（平成１４年市条例第４１号）の一部を次のように

改正する。 

 別表中備考以外の部分を次のように改める。 

別表（第１１条関係） 

占用物件 単位 占用料（円） 

第１種電柱 １本につき１
年 

５７０ 

第２種電柱 ８７０ 

第３種電柱 １，２００ 

第１種電話柱 ５１０ 

第２種電話柱 ８１０ 

第３種電話柱 １，１００ 
広告塔又は看板 表示面積１平

方メートルに
つき１年 

１，８００ 

管
類 

外径が 0.07 メートル未満のもの 長さ１メート
ルにつき１年 

２１ 

外径が0.07メートル以上0.1メートル未満のもの ３０ 

外径が0.1メートル以上0.15メートル未満のもの ４５ 

外径が0.15メートル以上0.2メートル未満のもの ６１ 

外径が 0.2 メートル以上 0.3 メートル未満のもの ９１ 

外径が 0.3 メートル以上 0.4 メートル未満のもの １２０ 

外径が 0.4 メートル以上 0.7 メートル未満のもの ２１０ 

外径が 0.7 メートル以上１メートル未満のもの ３００ 

外径が 1メートル以上のもの ６１０ 

橋 占用面積１平
方メートルに
つき１年 

７０ 

その他の工作物 １２０ 



附 則 

（施行期日） 

１ この条例は、令和６年４月１日（以下「施行日」という。）から施行する。 

 （経過措置） 

２ 改正後の別表の規定は、施行日以後の占用の期間に係る占用料について適用し、施行日前

の占用の期間に係る占用料については、なお従前の例による。 

 

 

 

理 由 

 市道の占用料の額の改定に合わせ、法定外公共物の占用料の額を改定しようとするものであ

る。 

 



議第５８号 

 

山形市火災予防条例の一部改正について 

 

山形市火災予防条例の一部を改正する条例を次のように制定する。 

 

令和６年２月２０日提出 

 

山形市長 佐 藤 孝 弘 

 

山形市火災予防条例の一部を改正する条例 

山形市火災予防条例（昭和４８年市条例第３４号）の一部を次のように改正する。 

別表第９の２の部（２）の款オの項中 

「 

危険物の貯蔵最大数量が１，０００キロリットル以上

５，０００キロリットル未満のもの 

１，１８０，０００円 
 

 

 

 

 を 

 

 

 

 

危険物の貯蔵最大数量が５，０００キロリットル以上

１０，０００キロリットル未満のもの 

１，４１０，０００円 

危険物の貯蔵最大数量が１０，０００キロリットル以

上５０，０００キロリットル未満のもの 

１，５９０，０００円 

危険物の貯蔵最大数量が５０，０００キロリットル以

上１００，０００キロリットル未満のもの 

１，９５０，０００円 

危険物の貯蔵最大数量が１００，０００キロリットル

以上２００，０００キロリットル未満のもの 

２，２７０，０００円 

危険物の貯蔵最大数量が２００，０００キロリットル

以上３００，０００キロリットル未満のもの 

４，５５０，０００円 

危険物の貯蔵最大数量が３００，０００キロリットル

以上４００，０００キロリットル未満のもの 

５，８２０，０００円 

危険物の貯蔵最大数量が４００，０００キロリットル

以上のもの 

７，０７０，０００円 

                                   」 

「 

危険物の貯蔵最大数量が１，０００キロリットル以上

５，０００キロリットル未満のもの 

１，４５０，０００円 
 

 

 

   

危険物の貯蔵最大数量が５，０００キロリットル以上

１０，０００キロリットル未満のもの 

１，７２０，０００円 

危険物の貯蔵最大数量が１０，０００キロリットル以

上５０，０００キロリットル未満のもの 

１，９２０，０００円 

危険物の貯蔵最大数量が５０，０００キロリットル以 ２，３６０，０００円 



上１００，０００キロリットル未満のもの に改める。 

 

 

 

 

危険物の貯蔵最大数量が１００，０００キロリットル

以上２００，０００キロリットル未満のもの 

２，７４０，０００円 

危険物の貯蔵最大数量が２００，０００キロリットル

以上３００，０００キロリットル未満のもの 

５，６４０，０００円 

危険物の貯蔵最大数量が３００，０００キロリットル

以上４００，０００キロリットル未満のもの 

７，２４０，０００円 

危険物の貯蔵最大数量が４００，０００キロリットル

以上のもの 

８，７９０，０００円 

                                   」 

附 則 

 （施行期日） 

１ この条例は、令和６年４月１日（以下「施行日」という。）から施行する。 

（経過措置） 

２ 改正後の別表第９の規定は、施行日以後の申請に係る手数料について適用し、施行日前の

申請に係る手数料については、なお従前の例による。 

 

 

 

理 由 

地方公共団体の手数料の標準に関する政令の改正に伴い、危険物を貯蔵する特定屋外タンク

貯蔵所の設置許可に係る手数料の額を改定しようとするものである。 

 


